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住民主体の地域課題の解決力強化と包括的な
相談支援体制の整備に向けて

大阪市福祉局長　　　　　　

出　海　健　次

　わが国においては、社会経済の変化やグローバル化により、雇用や生活に不安を感じ

る人や、少子高齢化や核家族化の進行により、地域におけるつながりが希薄化し、孤立

する人が増加しています。このような状況において、子どもの貧困、高齢者や障がい者

への虐待、ひきこもりなど、複雑で深刻な福祉課題が依然として問題となっています。

また、福祉サービスに対する需要についても増大・多様化する中、それに対応する福祉

人材の不足も深刻化しています。

　国においては、このような課題に対して「地域共生社会」の実現を取組みの一つにあ

げています。平成 30 年４月には社会福祉法の一部改正により、新たに「包括的な支援

体制の整備」が盛り込まれ、地域における住民主体の課題解決力の強化や、包括的な相

談支援体制の整備に向けて法整備が行われました。また、介護分野などにおける各種産

業の人手不足に対応するため、平成 31 年４月に、新たな外国人人材の受入れのための

在留資格「特定技能」を創設し、介護分野においても、一定の専門性・技能を有する外

国人人材を受け入れることができるよう、環境整備が開始されたところです。

　本市においても、こうした状況を踏まえ、平成 30 年３月に「大阪市地域福祉基本計画」

を策定しました。本計画では、地域の実情に応じた各区の取組みをさらに強力に支援す

るとともに、福祉人材の育成・確保・定着や、権利擁護の取組みといった各区に共通す

る課題、法制度改正への対応などの基本的な部分について、市域全体で推進していくこ

ととしており、大阪市社会福祉協議会の「大阪市地域福祉活動推進計画」と理念や方向

性を共有し、いわば車の両輪となって取り組むことで、だれもが自分らしく安心して暮

らし続けられる地域づくりをめざしています。

　現在、この計画に基づき、平成 27 年４月から実施している「地域における要援護者

の見守りネットワーク強化事業」における地域の見守り活動の活発化に向けた取組みの

ほか、権利擁護の取組みでは、平成 28 年５月に施行された成年後見制度の利用の促進
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に関する法律に基づき、「大阪市成年後見支援センター」において、制度の普及啓発を

推進しています。

　また、「総合的な相談支援体制の充実」においては、複合的な課題を抱えた世帯等に

対して、区保健福祉センターが調整役となり、「総合的な支援調整の場（つながる場）」

を開催し、さまざまな施策分野の相談支援機関や地域の関係者が連携して支援方針を検

討することにより、複合的かつ複雑化したニーズへの対応を行ってまいります。この「つ

ながる場」は、平成 29 年度から３区でモデル事業を実施し、今年度から全区における

開催に向けて体制の整備を進めているところです。

　これらの取組みを推進していくためには、地域福祉活動の担い手や福祉専門職など、

福祉人材の育成・確保・定着が極めて重要となります。本市においては、ボランティア

事業や実践事例などの情報発信を行い、地域福祉活動をはじめるきっかけづくりを行っ

ているほか、中・長期的な観点からは、小学生用福祉教材の作成等により、子どもの頃

から福祉に関し学習の機会を設けることで、新たな活動の担い手の育成につながるよう

取り組んでいます。また、大阪市社会福祉研修・情報センターにおいては、福祉専門職

を対象として、仕事のやりがいや専門性を支える研修を実施することにより、地域のみ

では解決が難しい課題に的確に対応できる人材の育成・確保をめざしています。

　このように、今後も関係機関と連携して地域福祉力の向上を図り、その根幹となる新

たな地域の資源の開発を進めていくことで、住民主体の地域課題の解決力強化と包括的

な相談支援体制の充実を図り、だれもが自分らしく安心して暮らし続けられる地域の実

現をめざして、積極的に取り組んでまいります。
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社会福祉士の専門性に関する研究
〜社会福祉士へのインタビュー調査を通して〜

守　本　友　美

サマリー
　近年、人々が抱える生活課題が多様化・複雑化
する中で、相談援助の専門職である社会福祉士に
対する期待は高まってきている。特に、「地域共
生社会」の実現が今後の重要な福祉施策として位
置づけられている現代社会においては、社会福祉
士はコーディネーターの役割を担える専門職とし
て捉えられている。国の期待は高まる一方である
が、社会福祉士の資格は名称独占の資格であり、
専門性も曖昧なままで、社会的認知度も低い。こ
のような状況を踏まえ、社会福祉士の専門性を改
めて明らかにすることを目的として社会福祉士３
名のインタビュー調査を実施し、質的帰納的分析
を行った。その結果、社会福祉士の役割について
は「コーディネーション」、「エンパワメント」、「マ
ネジメント」の３つにカテゴライズすることがで
きた。以上より、社会福祉士は「コーディネーショ
ン」の役割が重要であり、今後はこのスキルの具
体的内容や習得方法についての研究が必要である
と考える。

キーワード
社会福祉士、専門性、役割、固有の視点
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　５－２　専門性を発揮するために工夫してい
　　　　　ること
　５－３　理想の社会福祉士像
６　考察
７　結びにかえて

１　はじめに
　1987 年に「社会福祉士及び介護福祉士法」が
成立し、相談援助を業とする社会福祉士という国
家資格が誕生した。年間約１万人が社会福祉士国
家試験に合格し、厚生労働省の統計では 2018 年
12 月末時点で 226,283 人が登録している。今後も
同じように登録者は増加することが予想される。
　国家資格が確立した以降も少子高齢化は進み、
人々が抱える生活課題は多様化、複雑化してきて
いる。「ニッポン一億総プラン」（2016 年）によ
ると、「社会状況の変化による福祉ニーズの変化
に伴う各種制度の改正や新たな支援制度として生
活困窮者自立支援制度が創設される中で、高齢、
障害、児童等の対象者ごとに充実させてきた福祉
サービスについて、複合化するニーズや制度の狭
間への対応を強化する必要があることから、子ど
も・高齢者・障害者など全ての人々が地域、暮らし、
生きがいを共に創り、高め合うことができる『地
域共生社会』の実現が今後の重要な福祉施策とし
て位置づけられており、社会福祉士には、こうし
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た変化を踏まえて役割を担っていくことが求めら
れている。」とされており、国は新しい地域包括
支援体制を担う様々な機関をコーディネートする
人材として社会福祉士に期待をしている。
　国の社会福祉士への期待は増大しているが、そ
もそもこの資格は「名称独占」の資格であり、社
会福祉士の資格がなくても相談援助の業務を行う
ことは可能である。例えば福祉事務所の現業員の
資格取得率は 13.5％にとどまり、無資格者が生活
困窮者の相談援助に携わっていることになる。
　これまでにも社会福祉士の専門性や専門職性に
関しては、社会的成立要件の充足状況、職業とし
ての成熟度を明らかにするなどの研究が行われて
きたが、いまだ曖昧なままであり、社会的認知度
も低いと言わざるを得ない。
　このような状況を踏まえ、本研究では、名称独
占のままの曖昧な専門性が法律制定から 30 年以
上経た現在でも変わらない要因を明らかにすると
ともに、それでも求められる専門性とは何かを追
究することを目的とする。

２　研究方法
　社会福祉士の専門性の曖昧さを明らかにするた
めに、３名の社会福祉士に半構造化インタビュー
を実施した。社会福祉士資格を有しているととも
に、俯瞰的な視点を持っていることから管理職で
あることも条件として調査協力者を選定した。質
問項目は、日和を参照して、①社会福祉士の専門
性をどう捉えるか、②専門性を発揮するために工
夫していることは何か、③目指す社会福祉士像の
3 つの項目を設定した（1）。インタビューに要した
時間は各 40 ～ 60 分であり、調査期間は 2018 年
11 月～ 12 月であった。

３　分析方法
　インタビュー内容を逐語記録として整理し、そ
の内容について質的帰納的に分析を行った。「社
会福祉士の役割」、「実践するうえで重視している
こと」、「重視していることに対して工夫している

こと」、「理想の社会福祉士像」に関連する記述を
文脈単位で抽出しコード化した。コード化したも
のを意味内容の類似性、相違性を検討しながらま
とめ、カテゴリー化した。生成されたカテゴリー
は <>、コードについては『』、対象者の語りで
あるデータは「」で示すこととする。本研究で明
らかになったカテゴリー、コード及びデータにつ
いては表において整理した。

４　倫理的配慮
①　調査対象者に対して事前に研究概要と依頼

内容を説明し、調査協力承諾書に署名をい
ただいた。

②　調査対象者が特定されないように、調査対
象者の氏名などの属性が明確にならない配
慮を行った。

③　インタビュー調査は、対象者の勤務先の一
室など音声が漏れない場所で実施した。

５　調査結果
５－１　社会福祉士の役割
　社会福祉士の役割としてコード化されたもの
は、『利用者と社会資源をつなぐ』、『施設と関係
機関をつなぐ』であった。このコードから、社会
福祉士の役割の一つとして < コーディネーショ
ン > というカテゴリーを生成した。厚生労働省
社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会

（2018）「ソーシャルワーク専門職である社会福祉
士に求められる役割等について」によると、「社
会福祉士には、地域住民に伴走しつつ、・地域住
民等と信頼関係を築き、他の専門職や関係者と協
働し、地域のアセスメントを行うこと、・地域住
民が自分の強みに気付き、前向きな気持ちややる
気を引き出すためのエンパワメントを支援し、強
みを発揮する場面や活動の機会を発見、創出する
こと、・グループ、組織等の立ち上げ後の支援、
拠点となる場づくり、ネットワーキングなどを通
じて地域住民の活動支援や関係者との連絡調整を
行うこと等の役割を果たすことが求められる」と
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報告されている。この報告からも社会福祉士が最
も期待されているのは「連絡調整」と捉えること
ができる。インタビューの語りからも「外部との
出会いを通して利用者が未知の世界を体験するこ
とができる」であったり、「特にインフォーマル
サービスの活用に留意する」であったり、利用者
と社会資源をつなぎ、「連絡調整」を図ることを
積極的に行っている。さらに、組織の代表として、

「電話で済む話であっても出向いていく」、「責任
者として外部の会議に出席する」、「地元の商店と
協働して事業の展開を図る」、「施設を地域の社会
資源として開放する」など、組織そのものと他の
関係機関との連絡調整を行い、組織の閉塞化・自
己完結化を防ごうとする姿勢が感じられる。
　社会福祉士の二つ目の役割としてコード化さ
れたものは、『利用者の力を引き出す』、『職員の
資質を向上させる』であった。このコードから <
エンパワメント > というカテゴリーを生成した。
エンパワメントについても、上記の社会福祉士に
求められる役割に記載されているように重視され
ているものである。2014 年に採択された「ソー
シャルワーク専門職のグローバル定義」において
も、「ソーシャルワークは、社会変革と社会開発、
社会的結束、および人々のエンパワメントと解放
を促進する。（後略）」とされている。人々のエン
パワメントは社会福祉士にとって中核となる任務
なのである。日和の分析においても、「クライエ
ントがサービス利用をイメージすることができる
ように説明の仕方を工夫したり、サービスを利用
するための手続きをクライエントの力で行えるよ
う働きかけをするなど、クライエントのコンピテ
ンス強化の視点を大事にしているのではないかと
考えられ」、「ソーシャルワーカーはクライエント
が自身の問題を解決できるように促す側面的援助
者であること、クライエントのストレングスに焦
点をあて、クライエントの成長を信じることなど
に価値を置くソーシャルワーカー像を持っている
のではないかと推察される」 （2）と述べられている
ように、クライエントの強みを引き出していくエ

ンパワメントは重要な役割であることが分かる。
　ただし、本研究におけるインタビュー調査では、
利用者のエンパワメントのみならず、組織で働
く職員のエンパワメントというコードも抽出され
た。これは、対象者が 3 名とも管理者であり、職
員自身のエンパワメントも担わなければならない
立場であるからこそ抽出されたコードであると考
えられる。日本社会福祉士会が採択した「社会福
祉士の倫理綱領」のⅣ-6（教育・訓練・管理にお
ける責務）として「社会福祉士は教育・訓練・管
理に携わる場合、相手の人権を尊重し、専門職と
してのよりよい成長を促す」と記載されているよ
うに、管理者である社会福祉士は職員のよりよい
成長を促すために、職員のエンパワメントも図ら
なければならないのである。インタビューの中で
は、「職員には利用者の可能性を拡げるという視
点を持ってほしい」や「職員は施設と地域との関
係を意識できるようになってほしい」という言葉
で表現されている。
　社会福祉士の役割の三つ目としてコード化され
たのは、『リスクマネジメント』、『組織のマネジ
メント』であった。このコードから < マネジメ
ント > というカテゴリーを生成した。マネジメ
ントと言えば、「ケアマネジメント」と繋がるが、
調査対象者が３名ということもあり、ケアやサー
ビスのマネジメントではなく、リスクや組織のマ
ネジメントがコードとして表出された。リスクマ
ネジメントに関しては、「社会福祉士の行動規範」
Ⅰ-12-2 で「社会福祉士は、利用者の権利侵害を
防止する環境を整え、そのシステムの構築に努め
なければならない。」と示されており、「リスク」
という表現は用いられていないが、「権利侵害の
防止」のためのシステム創りはリスクマネジメン
トと考えることができる。また、組織のマネジメ
ントに関しては、同じくⅣ-6-3 で「職場のマネジ
メントを担う社会福祉士は、サービスの質・利用
者の満足・職員の働きがいの向上に努めなければ
ならない」と示されており、管理者としての行動
が求められている。
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　インタビューの中では、リスクマネジメントに
関しては「入居相談の際には、どのようなリスク
があるのかを確認し、本人や家族に説明する」や

「医療的ケアが必要な人の受け入れ体制づくり」
という語りが得られた。また、組織のマネジメン
トに関しては、「稼働率を高める」、「営業や広報
的な業務を行う」、「他の職員の協力を求める」と
いう語りが得られた。
　以上の分析から、社会福祉士の役割について

「コーディネーション」、「エンパワメント」、「マ
ネジメント」の３つにカテゴライズすることがで
きた。この３つの役割は、これまでも求められて
いたものであり、管理者である調査対象者にとっ
ては、当然ともいえる役割であろう。今後は、「地
域共生社会」の実現という視点からも、地域にお
けるコーディネーションや住民のエンパワメン
ト、地域におけるサービスのマネジメントといっ
た役割がより重要になってくると考えられる。近
年、虐待、ひきこもり、貧困など早期に解決を
しなければならない生活課題が地域には山積して
いる。このような課題は民生委員が発見し、社会
福祉協議会などで活動しているコミュニティソー
シャルワーカーが担当していたが、全国民生委員
児童委員連合会（2018）による「民生委員制度創
設 100 周年記念全国モニター調査報告書第１分
冊」の中の「社会的孤立状態にある世帯への支援

に関する調査」において問題解決または改善に
至ったケースは全体の 50.6％で、半数にとどまっ
ている。残りの半数は民生委員がかかわったケー
スだけでも改善には至っていないのである。これ
は社会福祉士だけの責任とは言えないが、社会福
祉士がその専門性を発揮していない、あるいは専
門性が不十分なために引き起こされた結果といえ
るのではないだろうか。社会福祉士がコーディ
ネーションを行うことは当然の役割であるが、高
瀬が述べているように。「サービスで対応できる
ことだけでなく、サービスが行き届かない部分は
ソーシャルワーカーが自ら動いて直接的に対応す
ることまで含めた支援が必要になりうる」 （3）ので
ある。

５－２　専門性を発揮するために工夫しているこ
　　　　と
　専門性を発揮するために工夫していることを３
名のインタビューからコードを抽出しようと試み
たが、三者三様で共通性・類似性を見いだすこ
とはできなかった。そこで３名を A 氏、B 氏、C
氏として、それぞれの意見をまとめることとする。
　A 氏は人との関係を大事にするためには、「自
分が嫌だと感じることは人に求めないように努力
している」ということである。これは、社会福祉
士でなくても社会の中で生きていくためには、当

図１　インタビューから抽出した社会福祉士の役割
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然求められる点であろう。ただし、実行するのは
容易ではない。人は自分が嫌だと感じていること
を実施したくないがために、他者に求めることも
あるだろう。ついつい安易に頼んでしまうことも
あるだろう。多忙な時などはぞんざいな振る舞い
をしてしまうこともあるだろう。それでも A 氏
は自身をコントロールして常に穏やかに他者、つ
まり利用者に対しても職員に対しても接しようと
している。
　また、「自分自身が人間として魅力的であるよ
うにしている」という表現もされた。具体的に
は「単に優しいだけではなく、話をしていて頼り
になるとか、面白い人だなあ」と感じてもらえる
人ということである。そして、「自分のパーソナ
リティと専門性との境界線がないのが社会福祉士
ではないか」とも話している。つまり、「パーソ
ナリティを活かせる」ということなのである。ど
の職業にも向き不向きがあるように、社会福祉士
にも向いている人とそうではない人がいると筆者
も考えている。しかしながら、社会福祉士個人の
パーソナリティを全面的に利用者に対峙させるわ
けにはいかない。横山が述べているように、「専
門的自己と個人的自己の絶えざる対話がソーシャ
ルワーカーに求められる」 （4）のであろう。A 氏は
その点については「対話」をするのではなく、「ほ
んわかとさせる」と表現している。「専門的自己」
と「個人的自己」の境界を明確にするのが専門性
なのか、曖昧であることが専門性なのか、明確に
できないことが社会福祉士の専門性を不明瞭にし
ている一因なのではないかと考える。
　B 氏は、利用者と他者とをつなぐ際には「お願
いばかりにならないようにしている」と話してい
る。特に、「繋げたいということを、言葉を大事
にしながら伝えるようにしている」という内容が
印象に残った。施設を開放し、地域住民にも訪問
してもらって、利用者と協働のプログラムを展開
する際には「お願い」から始まる。「お願い」で
はあっても、「メリットをお返しすることはした
い」と述べている。ここでいうメリットとは、利

用者との関わりから産み出される、独特の関係性
であると捉えられる。B 氏はその関係性について

「空気感」と表現しているが、地域住民が利用者
に迎え入れられ、楽しい時間を過ごし、来て良かっ
たと感じてもらえるということである。利用者自
身からの自然に湧き上がる喜びの表現とともに、
B 氏自身も「空気感」を創り出すために盛り上げ
の声を出す、感謝の気持ちを声に出して表すなど
の行動を取っているという。
　B 氏へのインタビューからは、社会福祉士の専
門性である「繋ぐ」を確実に実行していることは
理解できるが、そのための工夫としては「盛り上
げる」、「声を掛ける」など、一見すると、専門技
術と言えるのかどうか疑問を感じる行為が挙げら
れている。しかしながら、筆者は「盛り上げる」、「声
を掛ける」という行為であっても、社会福祉士自
身が「繋ぐ」役割を意識し、意図的に「盛り上げ
る」「声を掛ける」のであれば、適切な専門技術
と捉えられると考えている。
　C 氏は、「何かが起こる前に予測、想定できる
視点を持つこと」が専門性を発揮する上で工夫し
ていることだと話している。C 氏は特にリスクの
予防を重視しており、その視点を持つことが専門
性だと考えているといえる。利用者の生命と生活
を預かっている立場としては、リスクは起こり得
るものだが、その点を認識し、可能な限り予防す
ることが重要であるのだろう。また、利用者の急
変に備えるためにも、キーパーソンには手紙や写
真を送り、本人の状況について理解してもらって
いるということである。これも、リスクの予防の
ための対策であろう。人が生活する上では想定外
の事象が起こることはある。ただ、どのような事
象になるのかという内容まで考えられることが専
門職として求められるということであろう。ただ
し、この点に関しても、例えば医師のような医療
職も施術の際には、想定外の事象が起こりうる危
険性を常に考えているはずである。リスクを予防
し、想定できる視点はどのような仕事であっても、
特に管理職については求められる視点なのではな
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いだろうか。
　以上の分析から、専門性を発揮するための工夫
というのは社会福祉士固有の行為ではなく、社会
で働いていくためにはどのような職種でも要求さ
れることであり、実践されているということであ
る。専門性に関しては、3 つにカテゴライズする
ことはできたが、専門性を発揮するための行為を
他の職種と差別化することはできなかった。川上
が指摘しているように、ソーシャルワークには「手
技」がないことが現場実践に根付きにくく確立さ
れていない点が改めて認識できる（5）。

５－３　理想の社会福祉士像
　理想の社会福祉士像に関しても、３名のインタ
ビュー内容から共通性・類似性を見いだすことは
できなかったため、それぞれの内容を要約するこ
ととする。
　A 氏は理想の社会福祉士を「冷たくて温かい人」
と答えている。専門職の資質としてよく引用され
るイギリスの経済学者マーシャルの「熱い心と冷
たい頭を持て」を引用されているのであろう。熱
意はあるが、「暴走する」のではなく、周囲を見
渡しながら「冷静に考えられる」人が理想像であ
るという。熱意だけでは物事は進まない。まして
や人を支援する仕事は、客観的な事実や情報から
課題を抽出する能力が求められる。他の職種と協
働する必要もある。一人だけで熱くなっていては
いけないのである。
　A 氏が志していることは筆者もよく理解でき
る。ただ、やはり「熱い心と冷たい頭」というの
は社会福祉士に限らず、どのような仕事にも求め
られることなのである。ここでも社会福祉士の専
門性の曖昧さが浮き彫りにされている。
　B 氏は「共感力、想像力が高い人。助言や指導
を行う前にまず利用者がどのように感じてきたの
かを考え、『ここまで頑張ってきたね』というこ
とが伝えられる人」であると語っている。共感力
についても「相手の立場に立って考える」ことは
対人援助職の基本であり、社会福祉士ではなくて

も必要な能力である。もちろん、共感力を持つこ
とは容易なことではない。社会の中には、共感す
ることができずに、単に同情したり、善悪で決め
つけたりする人もいるだろう。2017 年に起きた
障害者施設職員による利用者の殺傷事件をはじ
め、福祉施設での虐待も見受けられる。対人援助
職でありながら、弱い立場にある人に対して共感
できない人も存在することは看過できないことだ
が、そのような人たちの背景や環境を考える視点
も特に管理職としては求められているのかもしれ
ない。
　C 氏は、「地域の課題を施設の課題として考え
て、それに対してアプローチして取り組んでいけ
る人」、「ダイナミックな動きができる人」を理想
の社会福祉士として挙げている。C 氏は一貫して
施設と地域との関係性を重視しており、地域住民
が施設を社会資源として活用してもらえるように
工夫をしている。例えば、施設の中で体操教室を
開催して、そこに地域住民も参加できるように広
報したり、ワークスペースを作って地域住民に使
用してもらったりといった実践も展開している。
このように、支援を施設内で完結させるのではな
く、地域に向けて「ダイナミックな動き」を展
開できる人を C 氏は目指している。この視点は、
岡本が「なぎさの福祉コミュニティ」として「特
別養護老人ホームや児童養護施設などの福祉施設
が、陸と海の間に展開されるなぎさのように、施
設と地域社会の間に公共的な空間をつくり、そこ
において継続的・意図的な支えあいや交流活動を
生み出し、ノーマルな社会的・対人的な地域社会
関係の創造をめざすことをいう」 （6）と定義づけた
ものが基底となっていると考えられる。
　確かに、この視点は施設の中で利用者への直接
的ケアに携わっている専門職には備わっていない
かもしれない。社会福祉士だからこそ幅広い視野
をもつことができると考える。
　ただし、保育士養成においても新しいカリキュ
ラムが導入され、保育士試験科目も「児童福祉」
から「児童家庭福祉」となり、保育士にもケアワー
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クだけではなくソーシャルワークを担うことが期
待されている。また、介護福祉士養成においても、
カリキュラムの見直しが進んでおり、「今後の改
正で目指すべき像」として「身体的な支援だけで
なく、心理的・社会的支援も展開できる」や「制
度を理解しつつ、地域や社会のニーズに対応でき
る」などが挙げられ、地域への視点やソーシャル
ワークが社会福祉士固有のものとは言えなくなっ
てきている状況である。

６　考察
　３名のインタビュー調査の結果から、三者三様
にそれぞれの職場の管理者として精進されている
姿が明確になった。それぞれが理想の社会福祉士
像を持っており、それに近づこうとされていた。
それぞれが管理職として地域の会議に積極的に参
加したり、研修の講師を引き受けたり、文章を書
いて発信したりといった活動も続けているという
ことであった。社会福祉士としての基礎的な知識
や技術をすでに習得している管理職にとっては、
専門性を発揮するというよりも、専門性をさらに
向上させることに力点を置いていると考えられ
る。日々精進する姿を見せるのが管理職であり、
そういう姿を見ることで後進が育っていくのだろ
う。インタビュー調査を通して、「コーディネー
ション」、「エンパワメント」、「マネジメント」と
いう社会福祉士の役割を明らかにすることはでき
た。では、この役割を社会福祉士の専門性と捉え
てよいのであろうか。役割を果たすために備えて
いる知識やスキルを専門性と捉えるべきなのでは
ないだろうか。
　社会福祉士のみならず、他の職種であっても専
門性についての研究は進められている。尾﨑は看
護師の専門性を「看護師という職業のもつ固有の
知識やスキルのことであり、他職種との差異化を
意味する」（7）としている。また、奈倉によると「医
療は医療職を中心にケアを進めるため、その専門
性は医療職自身の中で培われる。これに対し、介
護福祉は生活者主体で進めるため、ケアの専門性

は介護職と利用者との関係すなわち『介護関係』
の中で創造される」 （8）としている。
　「固有の知識やスキル」を専門性と捉えること
は当然だと考えられる。ただし、社会福祉士は固
有の知識を備えているのであろうか。社会福祉士
の国家試験科目を固有の知識と考えても、介護福
祉士や保育士などと重なる科目は多い。また、制
度や施策・サービスについての知識に精通するた
めには、国家試験の受験勉強だけでは不十分であ
り、現場に入ってから習得することが通例であろ
う。
　加藤は、「社会福祉専門職の専門性を明確にす
るためには、どんなかたちで福祉職の専門性が発
揮されることを期待されているのかをみることで
ある」としている。そしてその例として児童福祉
司をあげ、「子ども人格形成や発達、問題行動へ
の理解を前提として、児童福祉に必要な法律知識
と施策動向、小児科医療・心理臨床の基礎的理解、
一定の面接技法や援助方法への習熟、事例を見立
てる（アセスメント）能力、関係機関や社会資源
との調整、資源開発能力等が期待される」とし、

「ここで述べた専門性は、他の社会福祉の領域で
求められるそれとは、かなり違いがあり、それゆ
えにスペシャルな研修メニューを必要とする」（9）

と述べている。つまり、社会福祉士が活動する領
域・分野における固有の知識やスキルは存在する
が、それを習得するためには「スペシャルな研修
メニュー」が不可欠なのである。その研修メニュー
は職場に委ねられている。ジェネラリストを目指
しているが故の現行のカリキュラムでは、現場が
求める専門性を担保することはできないのではな
いだろうか。
　一方、奈倉の述べる「介護関係の中で創造され
る」という考え方は、社会福祉士については「社
会関係の中で創造される」に置き換えることがで
きると考えられる。奈倉は「介護関係の中でその
時その時にその人に合わせて創造する専門性が、
介護福祉には求められる」 （10）とも述べており、
この専門性は利用者に個別に対応する社会福祉士
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にも当てはめることができる。ということは、こ
れも固有の専門性とは言えないことになる。
　社会福祉士の専門性に関しても多くの先行研究
があるが、川崎・日田の調査では、「『認知度が低
くどのような仕事をする人なのかわからない』や、

『未だ曖昧な立場であり、社会的に認知度が低い』
や、『社会福祉士でなければできない仕事が少な
い』、『看護師は説明しなくても仕事の内容が理解
できるのに、社会福祉士は何をする人なのか、何
ができるのか、質問されてもなかなか説明できな
い』という記述が見られた」 （11）と述べられてい
るように、社会福祉士及び介護福祉士法成立後
30 年以上経つというのに、社会福祉士自身が自
分の専門性を明確にすることができない状況が分
かる。
　インタビュー調査の中でも、A 氏は「社会福祉
士って何を行っている人なのかがなかなか伝わら
ない。見せ方が悪い」と話している。そして、「組
織の中で完結してしまうのではなく、もう少し発
信する必要がある」とも述べている。確かに、社
会福祉士自身が自分の専門性を伝えなければなら
ないだろう。専門性を伝えられることが専門職と
してのアイデンティティを確立することにも繋が
るからである。アイデンティティ確立の困難性に
ついては、大津が「医療系の国家資格のような業
務独占の領域が定められていない名称独占の国家
資格では、業務という側面からしてもその専門性
を見いだしにくい。よって、ソーシャルワーカー
をはじめとする社会福祉専門職者とは医療専門職
者と比較すれば、はるかに職業的なアイデンティ
ティの築き上げにくさがあるといえるのではない
だろうか」 （12）と述べている。
　アイデンティティについては、すでに秋山が、

「社会福祉実践の『固有の視点』は『全体性』の
視点であり、クライエントの生活全体を見ていく
視点を持つことが、他の専門職とは異なり、社会
福祉専門職のアイデンティティを高めることにな
るのである」 （13）と述べているように、これまで
社会福祉専門職の専門性は「固有の視点」として

語られてきた。「固有の視点」を持つことができ
る人が専門職であり、特に社会福祉士は利用者個
人とその環境との相互作用に焦点を合わせ、利用
者の生活全体を把握した上で生活課題を抽出する
ことが求められる。これが「全体性」の視点であり、

「全人的」とも言い換えられるものである。この点
について米澤も「『全人的』があいまいさを産む
と同時に、それこそが固有性ともされている。」 （14）

と述べているように、「全体性」、「全人的」は社
会福祉士にとって大きな強みでもあり一方で弱み
でもあるという矛盾した概念なのである。

７　結びにかえて
　現在、厚生労働省社会保障審議会福祉部会福祉
人材確保専門委員会は、社会福祉士養成カリキュ
ラム等の見直しの検討を行っており、その中で以
下のような方向性を示している。
・地域共生社会の実現を推進し、新たな社会福祉

ニーズに対応するためには、これらのソーシャ
ルワーク機能の発揮が必要であり、ソーシャル
ワークの専門職である社会福祉士が、その役割
を担っていけるよう実践能力を習得する必要が
あることから、現行のカリキュラムを見直し、
内容の充実を図っていく必要がある。

・社会福祉士の実践能力を高めていくためには、
カリキュラムの見直しと合わせて、実践能力を
養うための実習・演習を充実させるとともに、
教員が新カリキュラムを展開していくための研
修や教員・実習指導者の要件等について検討す
る必要がある。

　一方で、増加する児童虐待等児童家庭福祉に関
わる課題に対応できるスペシャリストとして「子
ども家庭福祉士」という新しい資格創設の検討
も始まっている。これに対して社会福祉士養成校
の団体である日本ソーシャルワーク教育学校連盟

（以下、ソ教連とする）は 2019 年２月に「児童虐
待を早急に根絶するための全国署名に関するご協
力について」というタイトルで以下のような文章
を発信し、運動を展開しようとしている。「本連
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盟及びソーシャルワーク専門職関係団体では、児
童福祉司の資質の向上が児童虐待を根絶するため
に重要であることから、児童福祉司への社会福祉
士や精神保健福祉士の任用拡大に向けて、厚生労
働省等へ意見提出を行ってまいりました。しかし、
新聞報道によると、あまりにも痛ましい昨今の児
童虐待における死亡事件を受け、ソーシャルワー
クにかかわる新たな国家資格（以下「新たな国家
資格」という。）の創設が議論されています。ソー
シャルワーカーは縦割りの資格でなく、人びとの
生活を支えるという視点を持ち、共通基盤として
のソーシャルワークをベースにそれぞれの職場で
働いています。このことは児童の分野でも同じこ
とが言えます。仮に新たな国家資格が創設された
としても、実際に児童相談所で働くためには、制
度設計から配置されるまでには少なくとも 10 年
以上は要します。また、一連の事件の背景は、単
に児童福祉司の資質の問題だけではなく、児童虐
待対応に関係する人員の確保や環境改善等も必要
です。そのため、公益社団法人日本社会福祉士会
からのご提案を受けて、新たな国家資格の創設で
はなく、ソーシャルワーク専門職である社会福祉
士・精神保健福祉士の配置促進を求める署名活動
と国会議員への陳情活動を展開することにいたし
ました。」
　現在は、児童福祉司の任用資格として社会福祉
士も挙げられているが、あくまでも任用であって、
業務独占となるわけではない。「６　考察」の部
分でも述べたように、児童福祉司として業務を行
うためには、「スペシャルな研修メニュー」が必
要とされる。その点はすでに 2007 年の時点で指
摘されていたことなのである。また、この「スペ
シャルな研修メニュー」は、高齢者や障害者の分
野でも同じことが言えるだろう。それぞれの職場
で専門性を発揮しようとするためには、視点や基
盤となるスキルだけでは不十分であり、緻密で詳
細な専門知識が求められるのである。養成校は「曖
昧な専門性」を抱えたままのジェネラリストを輩
出することよりも、「この分野だけは負けない」

というスペシャリストの養成に目を向けることも
検討しなければならない時期に差し掛かっている
のではないかと考える。
　本研究の調査を通じて、現在の社会福祉士の専
門性は現場の方々の個々の努力や精進によって支
えられているように筆者には捉えられた。A 氏、
B 氏、C 氏はそれぞれ非常に魅力的な人である。
それでも社会福祉士の専門性に関しては、共通性
や類似性を見いだすことはできなかった。専門性
は依然として曖昧なままである。
　教科書的に述べると社会福祉士は個人と社会環
境との相互作用に介入し、人びとに資源やサービ
スを提供する社会制度と人々とを結びつけること
が業務とされている。3 名のインタビュー調査を
通しても、「結ぶ」や「繋ぐ」はキーワードとし
て見出すことができた。筆者自身も社会福祉士は
個人と社会資源を繋ぐことができる能力を備えて
いると考えており、また、短い医療ソーシャルワー
カーの経験からではあるが、繋ぐことを一番に求
められたと感じている。
　今後は「結ぶ」や「繋ぐ」という「コーディネー
ション」のスキルの具体的内容や習得方法につい
ての研究を進めるとともに、社会福祉士を目指す
人たちが希望する領域で活動することができるよ
うに「知識」をどのように深められるかについて
も検討しなければならないと考える。

（もりもと　ともみ：学校法人佐藤学園大阪バイオ
メディカル専門学校）
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障害者・高齢者の介護と担い手の歴史

樋　原　裕　二

サマリー
　本稿は近年の新総合事業をめぐる混乱の背景
に、在宅介護の専門性に関する認識の違いがある
と考え、それを近代化以前も含む歴史的な面から
検証しようと試みたものである。
　近世では奉公人が介護を担っていた（「主従制
による介護」）。それは「忠義」の実践としての介
護であり、他者を介護することそれ自体に独自の
意義を見出せていなかった。報酬も熟練も必要な
く、むしろ必要なのは知識・技術より忠誠心や忍
耐であり、介護は「無報酬の苦行」だった。奉公
人による介護は精神障害などへの対応が難しく、
また高い雇用コストがかかり負担できない者もい
た。さらに熟練できない雇用期間の短さがあった。
　次に近代の在宅介護について、女中に関する先
行研究を参考にしつつ、近世の奉公人による介護
からの変化をみた。女中にも「主従制による介護」
の影響は残存しており、熟練や十分な報酬も必要
ないとされた。しかしそれまで介護を「忠義」と
いう概念でしか意義づけてこなかったため、主従
制の衰退と共に担い手不足になっていった。派出
婦の登場による「主従制による介護」の変質も、
専門職化や生活援助への評価に結びつかなかっ
た。
　さらに派出看護婦に関する先行研究を参考にし
つつ、在宅介護の専門職化の挫折について指摘し
た。派出看護婦は「私達を女中扱いするな」とい
う論理でその専門性を主張し、生活援助を自らの
役割から切り捨てた。その背景には「在宅介護に

専門性など不要」であるといった、世間一般の派
出婦への考え方が存在した。
　このように介護の負う「誰でもできる仕事」観
は、近世から近代に至るまで払拭されなかった。
戦後の家庭奉仕員に関する研究で指摘されてい
る「介護は誰でもできる仕事ではない」という認
識は、必ずしも世間一般にまで共有されないまま
1990 年代の「介護の社会化」に至ったと考える。

キーワード
　介護の担い手、近世、奉公人、近代、女中、
派出看護婦
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１　はじめに
１－1　問題の所在
　近年介護保険制度が改正され、要介護度の軽い
高齢者の介護が介護予防・日常生活支援総合事業

（以下「新総合事業」と省略）へ移行されること
となった。新総合事業に賛成する専門家によると、
要支援１・２の高齢者は元気であり自分でできる
ことは多く、「要支援者に対する生活支援の６～
８割は掃除ですので、掃除を誰がどのように担う
のかということで考えてみたいと思います（中
略）介護サービス事業者はどのような状況にある
かというと、後期高齢者が急増していく一方で労
働力人口が減少していきますので、人材の確保が
大きな課題になっているわけです。その状況では、
中・重度者への対応、身体介護の担い手の確保が
優先されるのではないかと思いますが、そうなる
と掃除を担うひとはいなくなってしまうのでしょ
うか。」という（1）。在宅介護の中でも特に生活援
助の担い手の不足に対応した改正といえる。
　この改正で大きな問題となっているのが、「市
区町村から指定または委託を受けた事業者が、雇
用した労働者を主力にして提供する生活援助型の
サービス」という基準を緩和した A 型の導入で
ある（2）。しかし実際にはヘルパー資格を持たな
い研修修了者が大半となる見込みであり、それ故
新総合事業への反対の声も大きい。
　とくに筆者の勤める大阪府下では新総合事業の

「先進自治体」が所在するため、反対運動は政治
家も巻き込んで非常に激しくなってきており、新
総合事業を推進する行政関係者との深刻な対立が
生じつつある（3）。
　この議論の背後には、軽度者への在宅介護に専
門性は必要か否かという認識の違いがある。上述
の賛成派によると「生活援助といえば、今までは
市場サービスなしに家族の間で支え合い、単身者
も自分の生活は自分で維持してきて、本来市場の
入る余地のない領域でした（中略）基本的には、
市場はいらない、専門性もいらない、自分たちで
やれる性質のものでしょう」「生活というのはそ

ういうもので、事業者が専門性を主張して、「俺
らがやるべきだ」とバカなことを言ってほしくな
いし、そんなことを言ったって誰も納得しない」
とされ、専門性が不要な「誰でもできる仕事」と
いう認識がうかがえる（4）。
　それに対して反対派からは、「ヘルパーに必要
な資質は正しく生活を理解する力、利用者の個別
的な状況に気付く力、サービスを通じて利用者と
ともに生活を維持する力です（中略）本人でも家
族でもない他者（ホームヘルパー）が行うからこ
そ伴う難しさがあり、熟練した資質（知識と技能・
スキル）が求められるのです」（5）とされ、とく
に大阪府下の「先進自治体」が進める改正に対し
ては「`` 訪問介護の生活援助は軽度な支援である
からボランティアに移行していく `` という考え方
は、これまで専門的に支援してきた訪問介護を否
定することにつながります」（6）と厳しく批判し
ている。
　しかし歴史的にこの問題をみてみると、現代で
いうホームヘルパーに相当する家庭奉仕員を専門
職とする動きが起こる一方で、非専門職である「介
護人」派遣事業が実施されるということが、1970
年代にも起こっていたことがすでに明らかにされ
ている（7）。在宅介護に専門性が必要なのか、「誰
でもできる仕事」なのか否かは、現代に限った議
論ではないことが分かる。ならば今日の情勢だけ
に注目せず、この問題を歴史的に考えてみる視点
も必要ではないだろうか。

１－2　先行研究
　ではこの問題について従来の社会福祉史研究は
どのように論じてきたのだろうか。吉田久一（8）

など一部の議論を除き、関心が恤救規則や救護法
などの近代以降の歴史にばかり偏ってきた。その
吉田も自身の研究を「近代以前の研究が手薄」と
反省している（9）。ましてや在宅介護の歴史研究は、
須加美明（10）や渋谷光美（11）など、長野県上田市
に最初の家庭奉仕員が誕生した 1950 年代以降の
戦後史に特化している。



15障害者・高齢者の介護と担い手の歴史

　ところでテーマを介護ではなく貧困に転じてみ
ると、近年の木下光生の研究が注目される。「二一
世紀日本は、なぜ、かほどまでに生活困窮者の公
的救済に冷たい社会となり、異常なまでに「自己
責任」を追及する社会となってしまったのか。そ
れを、近世日本の村社会を基点として歴史的に考
察してみよう」（12）という問題意識に基づいて木
下は、近世の村における救済などについて明らか
にした。介護についても同様に家族が介護できな
い場合は誰が介護を担っていたのか（13）、近代以
前まで遡って家庭奉仕員・ホームヘルパー誕生以
前における在宅介護のあり方を明らかにすること
も重要であり、そのためには女中や奉公人、派出
婦や派出看護婦など、多様な在宅介護・家事労働
の担い手に注目する必要がある。本稿では在宅介
護の担い手の歴史について、近世（江戸時代）か
ら近代を対象として明らかにしていきたい（14）。
　これに関して参考となるのが近世・近代におけ
る介護のあり方に関する研究の進展である。新村
拓は近世の医学書における介護の内容や「老人」
像、小石川養生所の看病人などについて明らかに
した（15）。また菅野則子は幕府が善行者表彰のた
めに編纂した『孝義録』を用いて、女性が求めら
れた忠孝・貞節について論じた（16）。
　柳谷慶子は「家における看病・介護が家族を担
い手とするものばかりではなかった（中略）介護
が下男・下女の奉公人の労働とされたり、介護
に専従する要員が外からあらたに雇われることが
あった」と論じた（17）。さらに妻鹿淳子によると「介
護を行う者の働き方が、親の状況により、村外で
の奉公から村内の奉公へ、年季奉公から日分け奉
公や通勤で働くことができる日雇奉公へ、さらに
家内での手内職へと変わっていること、加えて親
類や近隣の者の協力など地域ネットワークに頼っ
て危機を切り抜けようとしていた」とされる（18）。
　菅野、柳谷、妻鹿の研究によって、近世におけ
る介護のあり方が明らかになったことは重要な成
果だった。しかしいずれもジェンダー史の観点か
らの議論が多く、「女性に介護が押しつけられる

現代の問題を何とかしたい」との課題認識が前提
にあったと思われる。しかし「介護の社会化」が
叫ばれていた 1990 年代ならともかく、独居高齢
者が増加し、「介護の押しつけ先」が誰もいない
時代へ移りつつある現代にこの問題意識では合わ
ず、家族女性以外の介護の担い手にも注目する必
要があるだろう。
　そのような本稿の関心からいうと、近代史にお
ける女中研究の進展が注目される（19）。家族以外
の介護の担い手である近世の奉公人と近代の女中
との関連や相違点について検討したい。
　本論に入る前に、主に使う史料と用語について
説明しておきたい（20）。本稿では介護が必要な家
族を支えて表彰された奉公人について記された孝
子顕彰に関する史料を用いる（21）。これは孝行さ
れている側の健康状態について「親の３割が病気
や障害を有していたことがわかり、「看病中死亡」
をあわせると、半分以上が病気であった（中略）
病気がなかったことが明らかで、老衰現象も記さ
れていない事例は、１割程度に過ぎない」との指
摘があるためであり（22）、孝子顕彰史料は病気や
障害があり介護が必要な者を抱えるケースを考察
するのに適した史料といえる。本稿ではそのうち
要介護状態にある家族を抱えるケースを抽出して
考察することとする（23）。
　また「介護」という用語について、食事・入浴・
排泄などの介助、見守り、話し相手、移動支援（盲
人手引きや背負って運ぶ行為も含む）、調理・清
掃・洗濯などの生活援助、投薬や包帯の取り換え、
床ずれ防止など看護・医療的ケアも含むものと
する（24）。

２　家族による介護
２－１　介護の種類
　まずここでは近世における家族による介護の実
態についてみていきたい。家族介護で最も多く史
料上確認できるのは次のような食事介助である。

（前略）朝夕の食物も母の口にかなへるを調



16

へ、老て歯もよハくなりしかは、なへてや
はらかに調し、魚は骨をさりてすゝむ（以
下略）（25）

　1789 年に表彰された陸奥国仙台城下肴町に住
む町人の「くに」は、夫に先立たれ、老いて歯が
弱くなった母のために、食事は柔らかく調理して
魚の骨も取り除いてやるなど気を配っていたとい
う。
　また排泄介助もよく確認できる。1654 年頃に
表彰されたと思われる備中国浅口郡西六條院村の
百姓惣十郎と市助の兄弟は、目と耳と手足が不自
由な祖父の排泄物の処理をしていた（近隣住民が

「あまりに汚らわしい」と制止し、惣十郎も結婚
をためらうほど大変だったという）（26）。
　また入浴介助も行っていた。1790 年に表彰さ
れた江戸吉田町に住む弥右衛門は、中風のため
歩くことができず目も不自由な小梅代地町に住
む母のもとに介護のために通い、夏と冬は風呂
屋まで背負って連れていき、手足を洗ってやっ
ていた（27）。
　さらに現代でいう医療的ケアにあたるものも
行っていた。1759 年に表彰された伊予国宇和郡
下鑰山村の百姓である遊六は、父が病気のため足
が腫れて腐っていき、身辺に近寄れないほどの臭
気の漂うなか、傷口からわきでるうじ虫を箸で取
り除いてやった（28）。
　上述の弥右衛門のように、自宅内での介護だけ
でなく、外出や移動の支援も家族が行うことが多
かった。1781 年に表彰された出羽国置賜郡西大
塚村の百姓である太四郎は、多病の父を背負って
歌を歌いながら室内を廻ったり、赤湯村の温泉ま
でおぶって連れていった（29）。
　身体介助・医療的ケアだけでなく家事援助も家
族が行っていた。例えば次の事例のような洗濯・
掃除である。

（前略）朝夕の食物もミつから携へ行、異な
る味ハ必をくり、酒あれハ祖父母の目をしの

ひてひそかにすゝむ、母ハかゝる病なれハ衣
服の汚るゝも多きを、ミな手つから洗ひきよ
め、ふす所の掃除まで人の手をかる事なし（以
下略）（30）

　1780 年に表彰された肥後国玉名郡小田郷青野
村の百姓である銀次は、「あしき病」（ハンセン病
のことか？）のため「別屋」で寝込んでいる母の
ために、食べ物や酒などを運び込んだり、（膿や
出血のため？）汚れた衣服の洗濯や病床の清掃を
してやったという。

２－２　認知症や精神障害への対応
　要介護状態の者に認知症や精神疾患などがある
場合、その家族は上述のような身体介助・生活援
助だけでなく、さらに大きな負担があった。例え
ば次のような徘徊である。

（前略）去年三月病にをかされ程なく心ミた
れて昼夜のわきまへなく、家を走り出、人の
たなつ物の中を翔まハりしかハ、かれら二人
何くれといひすかして誘ひかへること日に夜
に幾度といふ事をしらす（以下略）（31）

　1772 年に表彰された越後国蒲原郡天竺堂村の
百姓である半七と妻の「ふじ」は、父が病で「心
ミたれて」昼夜問わず家を走り出て近所の「たな
つ物」（田の稲か？）の中を走り回ってしまうのを、
連れ帰っていた。
　このような精神疾患をもつ本人の迷惑行為に周
囲の者が振り回されている様子は、他の事例でも
確認できる。1790 年に表彰された越前国大野城
下の町人である太右衛門は、「上昇の病」のため
自分を罵る母と、同様に精神疾患のため「よしな
しこと」を言ってくる姉の介護をしていた。母が
家から出ていき魚屋の魚を盗んできてしまうた
め、魚屋に「後で代金は払うから、本人の好きな
ように与えてやってほしい」と理解を求めたとい
う（32）。
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　認知症や精神疾患をもつ者の介護において最も
重い負担は、次のような介護者への暴言や暴力で
あろう。

　（前略）父七十はかりになれる年、はから
すも狂気して、いつかたにゆかんとするにか、
日ことに帰る〱とのミいひ杖をつきて東西に
走りめくりしかは、下部をしてをひつきとゝ
めさすといへとも、打ハらひてとゝめかねし
に、兄の安兵衛かけ行て引とゝむれは、打たゝ
き、その痛ミにたへかねてかへりしを、弟の
新兵衛はしり出て抱きとめしに、又うちたゝ
く杖の下に痛ミを忍ひ、とかく引とゝめ背負
て家にかへりけれと、その怒のやミかたきを、
さま〱に慰め孝養せし事六七年かほとなりき

（以下略）（33）

　1783 年に表彰された讃岐国大内郡中筋村の百
姓である安兵衛・新兵衛兄弟の父は、「狂気」し
て「いつかたにゆかんとするにか、日ことに帰る
〱とのミいひ杖をつきて東西に走りめく」る（ど
こかに「帰る」と言って走り出してしまう）とい
う行動を取るようになり、引き留めようとする兄
弟を杖で打ちたたくなどしたため、兄弟は痛みに
耐えつつ父を背負って連れ帰ったという。
　老人ホームもなくホームヘルパーもいない時代
における家族介護は、上記のような非常に厳しい
実態だった。それでも介護してくれる家族がいる
だけマシだったともいえようが、それでは介護し
てくれる家族がいない場合は誰が介護を担ってい
たのだろうか（34）。

３　奉公人による介護
３－１　奉公人による介護
　近世では家族がいないか、或いは家族はいるが
介護を担える状況ではない場合、奉公人が介護を
担う場合があった。例えば次のようなものである。

（前略）又道のほと三里あまりなる大衣斐村

のくすしのもとにゆきて薬を乞に、其間の事
何くれと備へをき、かへれはとミに薬をすゝ
め、病をもりて多くの涎をはきぬれは、しは
〱拭ひて其汚れたるをハ人目を忍ひて暁はた
夜更ことに洗ひそゝき、薬さへのミ得されハ
口つからうつしのませ、臭気殊にたへかたけ
れと看病至らぬ事もあらされは（以下略）（35）

　1791 年に表彰された、美濃国大垣城下に住む
「みと」は、「黴瘡」に侵された一人暮らしの主人
佐兵衛のために、働きつつ人目につかぬよう夜中
密かに洗濯などしてやり、さらに三里離れた他村
にいる医師から求めてやった薬を、自力で飲めな
いため口うつしで飲ませるなどしたという。
　また 1748 年に表彰された陸奥国仙台城下の黒
田屋八郎右衛門に年季奉公する松兵衛は、「中風」
の主人とその母のために、食事・排泄の介助を
し、衣服が汚れたら自分のものと取り換えるなど
してやっていた（36）。さらに 1788 年に表彰された
甲斐国八代郡末木村の「ふく」とその子六右衛門
は、「痢」の病気のため妻・親族からも見捨てら
れた主人のため、排泄・食事介助や、背負っての
外出支援、自らの衣服を脱いで着せたりしたとい
う（37）。
　奉公人は精神障害のある者の介護も担ってい
た。例えば 1789 年に表彰された豊後国国東郡高
田村の徳兵衛の「手代」である林助が、徳兵衛の
息子金作が「狂気」になり妻子と分かれてしまっ
た後も「療養」し続けたように（38）、排泄介助や
調理、洗濯、服薬補助、精神障害への対応など、
奉公人は上述のような家族介護とほぼ同じ内容を
担っていた。介護できる家族や親類が不在の場合
に代わる存在であったのであり、血縁者ではない
ものの、広い意味で「家族」「家の構成員」だっ
たといえよう。
　介護を担っていた奉公人には様々なタイプが
あった。例えば 1727 年に表彰された陸奥国伊具
郡大蔵村の百姓である十兵衛に「下人」として仕
える傳蔵は、「腰痛の病」のため働けない主人と、
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「眼を病し」妻、「中風」の母のために服薬や食事
の世話などしてやっていた（39）。また 1754 年に表
彰された大和国宇陀郡拾生村の年寄百姓平三郎
は、老父の世話のため「老たるうは」（乳母）を雇っ
た（40）。これに関しては産婆と乳母が近世におけ
る職業的看病人だったとの新村拓の指摘が妥当と
考える（41）。
　また 1722 年に表彰された陸奥国若松城下甲賀
町に住む大工傳兵衛の「弟子」である小七は、中
風のため手足がしびれて働けなくなった師匠に代
わって大工仕事をしつつ、医者の手配をするなど
してやっていた（42）。このように下人（下

しも

部
べ

・下男・
下女）・乳母・弟子など、介護を担う奉公人には様々
なタイプがあった。
　主人が要介護状態になると、家の経営と介護の
両立は難しくなるが、奉公人たちが協力し役割分
担してこの危機を乗り越えるケースもあった。例
えば伊予国宇摩郡金川村の長百姓である孫左衛門
には、1755 年に表彰された兄弟姉妹を含む長右
衛門・与八郎・「よし」など男女 11 人の下部がい
た。孫左衛門が「悪疾」（ハンセン病のことか？）
になると、それぞれ介護する者と他の家に仕えて
稼ぐ者とに手分けして、主家を支えたという（43）。
　与八郎は主人の高野山参詣の際に手引きして、
長右衛門は他人に雇われて働いた収入を主家に納
め、「よし」は田を耕すなどしていた。孫左衛門
のような富裕な農民であれば、多くの奉公人を抱
え得たことで、介護と経営の両立が可能となった。

３－２　奉公人による介護の限界
　上述のように奉公人は家族介護とほぼ同じ内容
を担っていたのであるが、もちろん本来なら主人
から給金をもらって雇用される関係だった。と
ころが上述の孫左衛門のような富裕な家でない限
り、要介護状態となると主人は経済的に逼迫し、
給金を払えなくなることが多かった。そしてその
ような主人に対して、奉公人が無報酬で介護を担
う事例が孝子顕彰史料にはいくつかみられる。例
えば次のような事例である。

（前略）もとは世の人なミに暮せし身のかく
貧しくなり行て召つかへるものにも皆いとま
とらせ、万助一人とゝめ置しに（中略）ねん
ころにつかへて主人の衣の洗ひそゝきまて手
つからなしけり、此ワたりちかき日輪寺の前
にすむ勘助といふものをかたらひ、夜な〱駕
籠かく事を業とし、すこしつゝの賃銭を得て
主人を養ひ（以下略）（44）

　1735 年に表彰された江戸浅草に住む医師の安
中益庵が「めしつかふもの」である万助は、病気
のため歩くことができなくなり、貧しくなった主
人のために衣服を洗濯してやったりしており、さ
らに近隣に住む者と一緒に駕籠を担ぐ仕事をして
稼ぎ、その収入で主人を養っていたという。
　このように主人を介護している奉公人が、給金
をもらうどころか雇っているはずの主人に逆に貢
いでいる関係は孝子顕彰史料にしばしばみられ
る。このことは近世における奉公人による介護が、
必ずしも「賃金の支払い―対価としてのサービス
提供」といった関係ではなかったことを意味して
いる。
　それではこれはどのような関係といえばいいの
だろうか、次の事例が参考となる。

（前略）男子二人ありけれども兄ハ跛にて弟
ハいまだ幼なかりしかば、母諸ともに惣吉が
家に引取り養育しぬ（中略）心に敬ひかたち
に慎ミ露も馴あなどらず（中略）誠に忠儀の
厚き皆自然に出ずバよくかゝるべけんや（以
下略）（45）

　1652 年に死亡した備前国平松村の藤四郎には
足に障害のある兄を含む子ども二人がおり、「奴」
である惣吉が養育してやり、その「忠義」あつかっ
たことが表彰されたのである。
　このように親や夫以外の他人を介護するのは

「忠義」の実践のひとつとされた。だからこそ上
記の貢ぐ関係があり得てしまうのである。このこ
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とは近世の日本人が、血縁関係のない他者を介護
することに関して独自に意義付けする論理をもた
なかったことを意味する。身分制社会でしか成り
立たない意義付けといえよう。
　ところで主人の病気・障害の程度が重い場合、
奉公人ひとりだけで介護と仕事の両立などできる
はずがない。しかし近隣住民はそのような窮状を
把握していたにも関わらず、例えば次の事例のよ
うに介護を手伝ってやろうとはしなかった。

（前略）其方は日雇或者夜商ひ等いたし候得
共、聊之稼及二困窮一、食事等もいたし兼候
程之儀、間々有〱之候處、同人江は給食は勿
論、衣類夜具等迄手當行届、其方者寒気之節
も肌薄にて相凌罷在候を、知る人共承り、篤
實忠心之趣不便に存、金子合力いたし遣候も
の有ㇾ之處（以下略）（46）

　「忠孝誌」によると、1841 年に表彰された江戸
湯島の傳蔵は、「身上向不如意」で「盲目」の主
人善哲のために、他で働きながら衣服寝具の清
掃などしており、寒い日に薄肌でいるなど事情を
知った者はお金を援助してやったという。
　このように互助が経済的な面に留まっていた点
については筆者も指摘している（47）。介護は「忠義」
であり「奉公人しかできない」仕事だった。その
意味では「誰でもできる仕事」ではなかったとい
えるかもしれない。
　近隣住民でさえ担おうとしない重い負担を担っ
ている奉公人だが、それにも関わらず彼らの介護
はあまり評価されなかったことが次の事例からう
かがえる。

（前略）母老疲れ足もやゝ立ざりしかど、（中
略）或ハ朝暮寝興といへども婢女の手に触れ
ずして母の心に従ふやうに取はかり、昼夜の
食も自ら味つくりて望好しものなどすゝめ、
よろづのこと母の意にたがふことなくして慈
むこと深し（以下略）（48）

　備中国浅口郡鴨方の常吉は足の不自由な母の介
護を、奉公人に任せず自ら行ったことが「孝徳」
であると評価され表彰された。このように奉公人
がいても介護を任せず家族自ら行うのが「孝行」
とされたのである。ちなみに領主だけでなく医者
も同様の規範意識をもっていたという（49）。
　また「会津孝子伝　巻之壱」によると、1686
年に亡くなった会津藩領大沼郡大石村の神宮寺住
職である亮賢は、目が見えず「老衰」である母の
ために、食事の際は魚の骨を取り除くなどして
やっていた（50）。亮賢は自身が外出する際に、弟
子に「僕の手にふるゝ事なかれ」（奉公人に任せ
ず弟子自身が介護せよ）と言いつけたという。
　このように奉公人は弟子よりも介護を任せられ
ない存在とみなされていた。実際は奉公人が介護
を担わざるを得ないことが多いのは上述のとおり
であるが、それにも関わらずそれが価値の低いも
のとみなされていた。
　奉公人による介護が正当な評価を受けないため
当然ともいえるが、介護奉公人を確保することは
実際にはなかなか難しかった。そのひとつの要因
は次の事例にみえるような高いコストである。

（前略）其方儀去子年六月中より同八月中迄、
瘧病相煩候節も困窮故、代り人相雇候得ば、
賃銭相掛り、左候ては両親之手當も行届不
ㇾ申故、押て職分いたし、相休不ㇾ申（以
下略）（51）

　「忠孝誌」によると、1841 年表彰の江戸谷中天
王寺門前町に住む幸次郎には、「中風」のため半
身不随の父と、病気で歩行が不自由な母がいた。
幸次郎自身が「瘧

お こ り

病」のため介護が難しくなった
際も、「代り人」を雇うと費用がかさみ両親の世
話ができないと、髪結の仕事を休まず続けたとい
う。このように困窮者は奉公人を雇うコストが高
く負担できなかった（52）。
　また奉公人による介護は、次の事例のように認
知症や精神障害などがある重度者への対応が難し
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かった。

（前略）助右衛門女房いそ儀、十三ヶ年以前
酉年、右平蔵出産仕、其後拾ヶ年以前子五月、
右平蔵妹出産仕、夫ゟ乱気差発り候ニ付、（中
略）七ヶ年以前卯年、右いそ致懐胎、女子出
産後弥乱気相重り、平蔵幷妹貮人共、助右衛
門養育仕罷在候得共、商売用事等有之、世話
行届兼候ニ付、雇人仕候得共、右いそ乱気故、
参り候者も無之候ニ付、親類共折〃参り世話
いたし遣申候（以下略）（53）

　1813 年に幕府の諮問に対して出された大阪梶
木町年寄よりの報告によると、この町内に住む平
蔵は父の商売を手伝いつつ、妹の出産をきっかけ
に精神を病んだ母のため調理など介護をしていた
という。平蔵の父は商売をしているため妻の世話
をすることができず、代りに奉公人を雇い介護を
させようとしたが、「乱気」ゆえなり手が見つか
らず、結局「親類共」が介護せざるを得なかった
という。
　また「土佐国鏡草」収録の 1730 年に表彰され
た土佐藩家臣である前野忠作のケースでは、「中
風」のため「こしゐ」となった母が、「心ざまか
たくなにみだれて、よろこびいかりさだまらず」
という状態となり、たとえ奉公人を雇っても「心
にかなふことあたはず」と考え、雇わず自身で介
護した（54）。このように要介護者に精神障害など
があるケースだと、たとえ雇うお金があっても奉
公人を確保できなかった（上述の豊後国林助など
はごく稀な例外と考える）。
　奉公人が重度者の介護を担えなかったのは、そ
の雇用期間の短さにも原因があるのではないだろ
うか。奉公人に関する先行研究によると、美濃国
安八郡西条村の庄屋家に残された 1773 ～ 1869 年
の間の記録によると、奉公人は２年前後という短
いサイクルで交代していたことが明らかにされて
おり（55）、加賀国大聖寺のような都市部の商家で
も奉公人は２、３年で辞める者が大半だったとい

う（56）。また九州の農村でも様々なタイプの奉公
人が存在したことも指摘されており、その中には
日雇もいた（57）。
　「孝義録」で取り上げられる、上述のように生
涯仕え続けるような奉公人はむしろ稀で、このよ
うに数か月・数年で辞めるのが一般的だった。だ
からこそ彼らは表彰に値したのである。これでは
介助方法を身に付けることも、（精神障害や認知
症のある者への介護に不可欠な）介護される者と
の信頼関係を築くことも難しかっただろう。近世
の奉公人には、介護という熟練が必要なはずの役
割を、十分担える技術・知識を身に付けるだけの
時間がなかったといえよう。

３－3　無報酬で苦行の介護
　仏教福祉史研究では「看病は仏道にかなう大切
な行為とみなされている」と指摘されている（58）。
例えば奉公人による介護とは異なるが、仏教説話
では次のようなエピソードがある。

（前略）此故は半助生付て、善事とさへ申せ
ば、物入を構はず相勤、奉加寄進は申に及ば
ず、諸国の修行者の宿致し、病気なれば何迄
にても本復する所で出立致させける。勿論一
銭も取申事といふではなし（以下略）（59）

　出羽国吉気村に住む半助という農民は、貧しさ
にも関わらず寺社に寄進したり、修行のため旅を
している途中に病気になった者を無償で泊めて
やったりといった「善根」を積んでおり、やがて
それが領主の耳にも達して表彰され、出家後は即
身成仏したというものである。このように近世の
仏教では、病人の世話は極楽浄土へ往生を遂げる
ための宗教実践のひとつであった。「勿論」とい
う言葉からは、そういった行為には報酬を求める
べきものではないという強いニュアンスが感じら
れよう。
　孝子顕彰について研究しているステーンパール
の著書には、1829 年の「貧な程りつぱに見える
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孝義録」という川柳が紹介されている（60）。顕彰
される孝子の暮らしが貧しいほど、それだけ懸命
に耐える孝子の立派さが際立ってみえるのだ。孝
子顕彰においては、貧困と同様に介護も辛く厳し
く苦しいものであるほど、耐え忍んで行う奉公人
の忠義があついものになる。近世の日本人にとっ
て、介護とは「苦行」であらねばならなかったの
である。
　ところで江戸に作られた小石川養生所には、医
者の他に「看病人」という者が置かれていた。こ
れに関して新村拓の著書は、看病人にみられた賄
賂を受け取るなどの不正について「給金は二両一
分宛となっている。「武士方中間ども」に比べて
給金は少なく、そのうえ、「不浄の場所故、ひと
通りにては勤めかね申すべきところ、少々宛は
内々の徳分がある故、勤めて居」る次第なのであ
る」（武家屋敷に奉公するより給金は安く、その
うえ汚い場所での仕事なので普通の者では働けな
いが、少しくらいの賄賂収入があるから働き続け
ていられる）との役人の証言を引用している（61）。
　また人の嫌がる仕事のため誰も担い手が見つか
らず、不正行為で解雇された中

ちゅう

間
げん

が再雇用される
ことがあったことも先行研究で明らかにされてい
る（62）。
　こうしてみると、孝子顕彰史料において介護を
懸命に頑張る奉公人や家族を「忠義」「孝行」な
どと褒めたたえても、近世の人々にとって介護は
所詮「３K の仕事」「無報酬の苦行」でしかなかっ
たといわざるを得ない。上述の平蔵の父親でみた
ように、重労働を担うことの多い奉公人にとって
すら介護は嫌われる役割だった。誰もがいつかは
必要とする介護、しかし誰もがやりたがらない介
護、それを誰が担い、いかに正当に評価するのか
という問いへの答えを見出せぬまま、日本は近代
化を迎えることになる。

４　介護の変質
４－1　近代の女中
　近年清水美知子によって、近代の女中のあり

方が明らかになってきており、その著書に掲載
されている表には、女中の役割の一種に「老人
の付き添い」というものがあったことが記され
ている（63）。女中が近世の奉公人と同様に、高齢
者の介護を担っていたことは間違いないだろう。
　清水は近代の女中の特徴について「日本の女中
はもともと、行儀見習や家事習得など修行として
の性格を有していた。雇主と女中との関係は、対
等な労働サービスの売買関係ではなく、働く人を
人格も含めて身ぐるみ抱えこむ主従関係として位
置づけられた」と指摘している（64）。
　近世の奉公人は上述のように「家の構成員」と
して、家族に準じた役割を果たしていた。近代の
女中も同様に、広義の「家族」として主家との
主従関係にあったといえる。本稿ではこういった
原理による介護を「主従制による介護」と呼ぶこ
ととしたい。「主従制による介護」では、上述の
ようにひとを介護すること自体に独自の意義は無
く、熟練や十分な報酬が必要とも認識されていな
かった。
　ところで明治時代は日本で初めて「介護」とい
う言葉が誕生した時代だった。家族が家庭で行な
うケアを、その頃始まった看護婦による専門的な
ケア「看護」と区別するために、新たに「介護」
という言葉が造られたことが上之園佳子によって
明らかにされている（65）。それまで「看病・介抱」
と呼ばれていた行為について、「無報酬」であり「熟
練不要」であるとの見方が、そのまま近代の「介
護」という言葉に受け継がれていったといえよう。
　しかし近代化は次第に「主従制による介護」を
変質させていくこととなる。清水は明治時代から
既に女中不足が始まっていたこと、大正時代から
臨時雇い・通勤制の女中「派出婦」が登場するこ
とについて指摘している。「労働の期間や勤務時
間、仕事の内容などがあらかじめ契約により決め
られるという点で、また、住み込みにならず通
いの形態も認めるという点においても、従来の
女中とは大きく異なっていた（中略）女中もひ
とつの職業という意識が人びとの間に芽ばえた」
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という（66）。このような家に住み込まない女中は
もはや「家族」ではなく、契約に基づく女中は主
君へ忠義を尽くす者でもないことになる。
　ただし派出婦の登場について清水は、「雇う側
にとっては、女中部屋もいらず、必要なとき必要
なだけ使うことができて経済的なうえに、身元も
派出婦会が責任をもってくれるので安心。いっぽ
う雇われる側にとっても、仕事の内容があらかじ
め決められ、通勤も可能な派出婦は、生活難のな
か、家計補助やちょっとした小遣い稼ぎとして魅
力的だった」と 1920 年の新聞記事を基に評価し
ている（67）。つまり介護など女中の担ってきた役
割に対する評価が高まったためではなく、「主従
関係や束縛などなく、誰でも気軽にできる仕事」
とすることによって担い手不足に対応しようとし
たのである。結局のところそのような方法では女
中不足は根本的には解決しないまま戦後を迎える
こととなり、やがて家政婦と家電に取って代わら
れていくのである。

４－2　専門職による介護の誕生と挫折
　上述のように明治時代は看護婦が登場した時代
であるが、そのなかに患者の自宅を訪問して看護
する「派出看護婦」というものがあった。1891
年に東京に看護婦会が誕生し、病院だけでなく家
庭に派出看護婦を派遣するようになった（68）。い
わば日本で初めて在宅介護における専門職化の可
能性が萌芽した時代ということになる。近世まで
家族と奉公人が行っていた介護と看護のうち、看
護の多くは（一部の富裕層だけではあるが）派出
看護婦が担うようになる。
　ところが大正時代より「医師の介助者であり雑
用係」「診療の補助」が看護とされ、看護婦は「病
人に対する世話業務を価値なきものと思うように
なってしまう」といわれている（69）。また「職業
婦人」化がみられ、自らを誇り高い重い使命を負っ
た職業であり、「私たちを女中扱いするな」との
声が彼女達からあがり始めたという（70）。そのよ
うな声のひとつである、ある派出看護婦の手記に

は以下のような記述がある。

（前略）看護婦本来の職責の上から謂へば、
汚れ物の洗濯などは、看護婦自身で手を下さ
ずとも、下女なり誰れなり、家人に任せて置
けばいゝ筈でありますが、其所が人情とでも
申しませうか、親切気の多い二人は、誰れし
も嫌がることだからと、悉く自分等の手で洗
濯してまで、実際親切に行届いた看護を致し
たさうであります（以下略）（71）。

　ここにある「手を下す」という表現にこそ、派
出看護婦が洗濯という行為をいかに軽んじていた
かが表れていよう。彼女達にとってそれは「皆が
嫌がることだから親切でやってあげている」もの
であり、「本来の職責」の中に自らが担っている
在宅介護（とくに洗濯に代表されるような生活援
助）をきちんと位置付けようという考えは全くな
かったのである。
　このように派出看護婦は、それまで女中が担っ
てきた役割のうち、生活援助など在宅介護におい
て重要な部分の多くを事実上担いながら、それを

「誰でもできる仕事」として自分達の業務から次
第に切り離していくこととなる。その結果として
今日みるような看護の専門職化は確立されていっ
たことに注意したい。
　近年看護婦の歴史研究からは、「派出看護婦は
1930 年代に入り次第にその数を減らしはじめた

（中略）新たに出現した資格を要しない派出婦が
資格を要する派出看護婦と同様に見える仕事をよ
り安い料金でおこなうことによって、派出看護婦
の患者からの需要は脅かされ、派出看護婦の職務
内容についても低く評価されるようになっていっ
た」と指摘されている（72）。
　このように「在宅介護は有資格者でなくても、
誰でもできるもの、だから安い賃金で十分だ」と
いう一般の考え方が、上記のような看護業界にお
ける「生活援助切り捨て」をより助長したのでは
ないかと考えられる。結局近代において、在宅介
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護は専門性を高め、十分な報酬を得る仕事となる
契機を逃すことになるのである。
　現代でも介護につきまとう「誰でもできる仕事」
観は、こうして払拭される機会を逃したまま戦後
へ残存していくことになる。そこへ果敢に挑戦し
たのが家庭奉仕員だった。家庭奉仕員が初期の頃
から既に身体介助と生活援助の両方を担っていた
ことは先行研究で明らかにされている（73）。
　渋谷光美は家庭奉仕員について、創設期から既
に従来の議論のように「主婦なら誰でも出来る労
働だと考えられていたわけではない ( 中略 ) 困難
性を有した特別な配慮や研修が必要な労働である
ことが認識」されていたと指摘している（74）。
　しかしこれまでみてきた近世から近代にかけて
の介護の歴史を踏まえると、戦前・戦後の時代を
対象とした議論とはいえ渋谷の評価には疑問を感
じる。「介護は誰でもできる仕事ではない」とい
う意識は一部の関係者間でのみ共有されていた考
え方であり、一般の人々にはほとんど共有されて
いなかったのではないかと思える（75）。確かに介
護が「困難な仕事である」という認識は上述のよ
うに近世から存在しており、近代に至っても根本
的には改まることはなかった。それにも関わらず
介護は派出看護婦からも「専門性をもつ自分達の
仕事ではない、女中に任せておけばよい」とみな
されていたのである。「困難な仕事」であること
は「専門性や十分な報酬を要する仕事」であるこ
とを意味しなかったといえる。介護につきまとう

「誰でもできる仕事」観は、結局 1990 年代のあの
「介護の社会化」介護保険創設の動きが起こる頃
まで色濃く残っていったのではないだろうか。

５　おわりに
　本稿ではとくに大阪府下において深刻さを増し
つつある新総合事業をめぐる混乱の背景に、在宅
介護の専門性に関する認識の違いがあると考え、
それを歴史的な面から検証しようと試みたもので
あり、従来の社会福祉の歴史研究ではあまり明ら
かにされてこなかった前近代のあり方にとくに注

目したものである。明らかにしたことは以下のと
おりである。
　まず近世の家族による介護のあり方について明
らかにしたうえで、それとの対比で介護できる家
族が不在の際は奉公人が介護を担っていたこと、
及びその介護の実態について史料に基づいてみて
きた。奉公人による介護には家族による介護との
近似性、つまり身体介助や家事援助、問題行動へ
の対応などが含まれており、両者ともほぼ同じ内
容だったことがわかる。
　一方筆者の先行研究での議論も念頭に置きなが
ら、地域による互助との比較も行った。近隣住民
の助け合いが、基本的に介護を含まず経済的支援
が中心であったのと比べると、奉公人が担った役
割とは対照的といえる。
　本稿では奉公人による介護を「主従制による介
護」と呼ぶことにした。この介護は広い意味での

「家族」「家の構成員」として行われており、その
特徴は現代的な雇用関係つまり「仕事」ではなく、
主人に対する「忠義」の実践としての介護だった
という点にある。
　このことは近世の人々が、他者を介護すること
それ自体に独自の意義を見出せていなかったこと
を意味する。従って奉公人に十分な報酬も熟練も
必要ないことになる。むしろ必要なのは知識・技
術より、辛く厳しい介護を耐え抜くだけの忠誠心
や忍耐だったとさえいえよう。上述の川柳をも
じっていえば「酷なほど立派にみえる奉公人」と
でもいえようか。これでは介護に対して「無報酬
の苦行」などといった負のイメージばかりが強ま
ることになる。
　また奉公人による介護には限界もあった。ひと
つは精神障害や認知症など重度者への対応が難し
かったという点である。その理由が史料上明記さ
れることはないが、徘徊や暴力・暴言といった「問
題行動」のため、そのような奉公先が敬遠された
のは間違いないだろう。
　もうひとつは高いコストの負担である。孝子顕
彰でみられるような「介護奉公人への十分な報酬
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は必要ない」との建前と、実際には待遇次第で奉
公先を選ぼうとする奉公人の実態との乖離があっ
たものと思われる。さらに介護という難しい行為
を担えるほどには熟練できない雇用期間の短さが
あった。日雇も含めせいぜい２年ほどで辞めてし
まうというのでは、奉公人には未熟な介護スキル
しかなかったといわざるを得ない。
　筆者は冒頭で介護が「誰でもできる仕事」だと
考えられてきたのか否か、歴史的視点から検証す
る必要性を指摘した。それでは近世における介護
は「誰でもできる仕事」だったのだろうか。奉公
人など「家の構成員」こそが担うべきものと考え
られていた点では、確かに「誰でもできる仕事」
ではなかったといえるかもしれない。しかし「報
酬を得て行うもの・熟練が求められるものではな
い」と考えられていた点でいえば、やはり近世の
人々にとって介護は「誰でもできる仕事」だった
といえよう。
　次に近代の在宅介護のあり方について、女中に
関する先行研究を参考にしつつ、上述の近世の奉
公人による介護がどのように変化していくかにつ
いてみてきた。
　近代の女中にも近世以来の「主従制による介護」
の影響は残存していた。当然その仕事に熟練・専
門性や十分な報酬も必要ないということになる。
これでは処遇改善や仕事に対する評価の高まりに
結びつきにくい。しかし身分制が廃止された明治
時代以降では、雇う側と雇われる側の関係が主従
制である女中のほうがむしろ特異だった。それま
で介護を「忠義」という概念でしか意義づけてこ
なかったため、介護は主従制の衰退と共に家族し
か担い手になれなくなっていったといえよう。加
えて工場や会社が生まれ女性の働く場が他にでき
たため、あえて女中になる意味がなくなったこと
も相まって、女中は次第に担い手不足に陥ってい
く。
　この危機に対応するため登場した派出婦が、「主
従制による介護」の変質をもたらす。確かにここ
から女中はひとつの職業となるのだが、それが即

専門職化や生活援助への評価に結びつかなかった
こと、派出婦の担うような役割を軽んじてきたこ
とへの反省を生まなかったことに注意したい（76）。
　本稿ではもうひとつ、派出看護婦の登場による
在宅介護の専門職化の動きとその挫折について、
先行研究を参考にしながらみてきた。現在我々が
目にするような高い専門性を有した看護のあり方
が、「私達を女中扱いするな」という論理でその
専門性を主張し、在宅介護の主要要素である生活
援助を自らの役割から切り捨てることで成立して
きたことを見逃してはならないだろう。
　このような主張を、派出看護婦をしてなさしめ
たものは、「在宅介護に専門性など不要」であり「介
護にかかるコストは安ければ安いほうがいい」な
どといった、世間一般が抱く派出婦の担う役割へ
の考え方だった。
　こうしてみると、在宅介護の歴史のもつ特徴は、
評価されない専門性にこそあるという気がしてな
らない。介護の負う「誰でもできる仕事」観は、
近世から近代に至るまで何度か機会がありながら
誰もその払拭に取り組まなかったことになる。こ
うして戦後の在宅介護史研究において明らかにさ
れている、家庭奉仕員による「誰でもできる仕事」
観の払拭への取り組みが始まることになるのであ
る。家庭奉仕員の担う在宅介護に関して、戦後在
宅介護史研究において指摘されている「介護は誰
でもできる仕事ではない」という認識について、
本稿では上述の戦前までの介護の歴史を踏まえた
うえで、必ずしも世間一般にまで共有されていな
かった可能性に注目した。
　このような在宅介護の担い手の歴史から、我々
が学べることは何だろうか。
　介護は看護と異なり、専門性も報酬も不要な「誰
でもできる仕事」であり、かつ「自分はしたくな
い仕事」として出発し、奉公人も女中も派出婦も
派出看護婦も地域住民ですらも、そう思って 300
年間在宅介護に背を向けてきた。以前筆者はある
勉強会で「介護保険は息子の嫁の反乱から生まれ
た」との言葉を聞いた。1990 年代のあの「介護
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の社会化」の動きすらも実はそうだったのではな
いか。「私は夫の親の介護などやりたくない、誰
かに代わってほしい」、そんな想いで生まれた介
護保険が創設 20 年経たずに担い手不足に陥るの
はある意味当然ではないだろうか（77）。小石川養
生所のような、家族だけでは介護できない者を支
える施設をあれほど必要としていながら、そこで
働く介護職員に誰もなりたがらなかった近世の日
本人の姿と、何か違いがあるだろうか。
　「誰でもできる仕事」は「誰もがやりたがらな
い仕事」である。介護の担い手を増やすには、介
護を「誰でもできる仕事」ではないようにするこ
としかない。すなわち専門性を高め、社会もそう
認知することである。世間の多くのひとは「介護
は誰でもできる仕事と思うか？」と尋ねられると

「介護は誰でもできる仕事ではない」と答えるが、
それは「しんどい３K の仕事」であり「自分には
とてもできない」という意味でしかないのではな
いか（78）。「ひとを介護するとは何なのか？」「ど
ういう意味で『誰でもできる仕事ではない』の
か？」を考えずして、介護の担い手は増やせない
ことを、歴史は我々に教えてくれている（79）。

（ひのはら　ゆうじ：大阪市住之江区社会福祉協
　　　　　　　　　　議会）
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て「こんな崩壊したトイレ掃除をヘルパーさ
ん以外にいったい誰がしてくれるでしょう
か？」と指摘する記述がある（大阪社会保障
推進協議会（2017）『ヘルパーの「生活援助」
を守ろう！』　12 ～ 13 頁）。しかし汚いトイ
レをきれいにすることは、訪問介護ではなく
清掃業者のもつ専門性ではないだろうか。こ
こからは「汚物にまみれた寝床を嫌がらずに
掃除した」といって孝子を顕彰した近世の日
本人と通じるものさえ感じるのである。「介
護は誰でもできる仕事ではない」ことの理由
は、現場のヘルパーの声を汲んでいるはずの
彼らでさえかくも説明することが難しいので
あるから、介護をしたことのない一般の人々
の理解が得られないのも無理はない。
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る」という発想が根底にあるといえる。その
ような意義づけをする限り、結局誰も担おう

としなくなるという教訓こそ、在宅介護の歴
史から学ぶべきことである。「専門職だから
こそできる仕事があり、専門性を有さないボ
ランティアだからこそ担える役割がある」こ
とに気付くことが、新総合事業をめぐる混乱
から抜け出すために必要なのではないだろう
か。
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生活困窮者自立支援制度における
「創造的な支援」に関する調査と分析

〜大阪市東成区・阿倍野区・港区の聞き取り調査をもとに〜

横　山　泰　三　　熊　谷　優　人

サマリー
　本研究は、大阪市の生活困窮者自立支援制度相
談窓口及びその利用者へ聞き取り調査を行い、制
度の支援理念の一つである「創造的な支援」に着
目し、その具体的な形態と生成条件を分析するこ
とを目的とする。結果、大阪市内各区の自立支援
相談窓口が担いうる「創造的な支援」の形態とし
て、①「既存の資源利活用と融合（マッチング）
による創造的な支援」、②「新たな資源を創発す
る創造的な支援」、③「支援体制内部の新たな再
編成」の三形態を見出した。また「創造的な支援」
の生成条件として、①「相談窓口に寄せられた相
談から生活課題の一般的傾向の把握を行うこと」、
②「相談窓口外の資源を活用した制度運用を行う
こと」、③「相談者の尊厳を確保した窓口の相談
スキルと支援体制を創造すること」の三点を見出
した。そのうえで、自助グループの利活用と、社
会福祉への認識を変えることで人々の自尊感情を
確保することが「創造的な支援」を促進する取り
組みとなる展望を論じた。
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生活困窮者自立支援法、創造的な支援、大阪市、
自助グループ、ピア・サポート
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１　はじめに
　2013（平成 25）年に制定された生活困窮者自
立支援法（平成 25 年法律第 105 号、以下の本論
では自立支援法と略記する）は 2015（平成 27）
年に施行されて以降、全国各地方自治体で運用実
践が蓄積されている。大阪市（約 273 万人、全
国の市町村で２位の人口規模）は 65 歳以上の人
口高齢化率が 25.8%（約 70 万人）に及ぶ。生活
保護受給世帯数は 2017（平成 30）年９月時点で
114,200 世帯、全国の被保護世帯の約７％を占め、
ホームレスの数と併せて全国最多となっている。
また全国指定都市で比較すると、大阪市の自立相
談窓口への新規相談者数は最も多い（資料１）。
　大阪市は言わば、我が国の「第二のセーフティ
ネット」である自立支援法運用の正念場といえる
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であろう。しかし実質５年間に及ぶ大阪市の制度
運用実績にもかかわらず、これを取り上げ分析し
た先行研究はこれまで十分に存在しなかった。
　大阪市は 2014（平成 26）年１月からモデル事
業として西淀川区、東淀川区、西成区にて他区に
先駆けた相談支援、就労準備支援を実施し、同年
10 月には浪速区、淀川区、生野区、城東区、住
吉区、平野区の６区へこれを拡充した（1）。自立
支援法施行（2015 年）後は、市内 24 区で自立相
談支援機関を委託設置することとなった際、大阪
市はモデル事業の経験を踏まえ独自に自立相談支
援と就労支援の相談窓口を区分けし、各々につい
て強みを有する事業者へ窓口を委託している。ま
た必須事業である相談支援、就労支援、住宅確保
給付金に加え、任意事業として学習支援事業（子
ども自立アシスト事業）を南北両エリアで生活保
護世帯の学習支援と一体的に実施し、2016（平成
28）年には家計相談支援事業、就労準備支援事業

（ファーストステップ事業）（2）、法律相談事業を
新たに開始した。
　本論文では制度がもつ支援特長の一つとされる

「（分権的・）創造的な支援」に着目し、大阪市港
区、東成区、阿倍野区の３区の自立相談支援窓口
職員及び関係支援員へインタビュー調査を実施し

た（2018 年９月～ 2019 年６月）。さらに窓口利
用経験者を含む市民が集う自助グループ（引きこ
もりの子をもつ親の会）を訪問しその利用経験に
関する聞き取り調査を実施した（2018 年 11 月）。
これらの異なる立場にある関係者から意見を聞
き、港区、東成区、阿倍野区の３区の現場で生ま
れている工夫と直面している課題を分析すること
で、「創造的な支援」が生まれるための条件とそ
の促進要因を明らかとしたい。

２　研究目的
　まず、自立支援制度が提示している「創造的な
支援」という文言の位置づけを確認し、その具体
的実践に着目する本研究目的について詳述する。
この語が生活困窮者の支援と併せ議論された最も
早い契機は、2012 年５月７日「第２回社会保障
審議会生活困窮者の生活支援の在り方に関する特
別部会議事録」に見出すことができる。「自尊心
を高めるための仲間同士の交流……生きがいと感
じられるようなものを一緒につくっていくことが
必要だろうと。これは創造的な作業になってくる」

（藤田孝典氏）と認識されている。この「自尊感
情の回復」に加えて、２年後の 2014 年９月 29 日
の第 187 回国会厚生労働委員会第１号及びその翌

資料１：全国指定都市の三か年（平成 28-30 年度）新規窓口相談件数
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日の第 187 回国会本会議第２号などでこの語に加
えられた第二の意味が、「地方創生」である。「地
域の創意工夫を生かした人材育成、雇用創出の取
り組み」と「地域福祉の拠点づくり」が併行して
論じられ始め、「国民が安心して働き、希望どお
り結婚や出産、子育てができ、将来に夢や希望を
持てる、魅力あふれる地方の創生に向け、各府省
と連携し、総合的」に政策が展開すべきとされて
いる。このように「創造的な支援」という文言は
一つに生活困窮者の「自尊感情の回復」という心
理的・社会的な支援理念であり、同時に地方での
雇用創出や地域づくりを媒介とした分権化の両義
性を有する。
　自立支援制度は「生活困窮者」を、心身の状況
低下、経済的困窮、家庭問題、社会関係の問題な
ど、複合的課題を抱えている人々として対象化す
る。その支援には総合的で多様なメニューを提供
する「包括的な支援」を要するとされてきた。また、
この制度が描く生活困窮者像は社会的に孤立し、
自ら社会救済制度へ相談に赴かない。結果、支援
が遅れ事態が複雑化し、解決も長期化することが
危惧される。そのため自立相談窓口は市民からの
相談を待つのではなく、必要があれば積極的にア
ウトリーチ（出向いていく支援）を行う伴走型の

「早期的な支援」を行うべきとされてきた。そし
て、相談者が社会的孤立から社会参加へ歩みだす
ための居場所や働く場（一般就労 / 中間的就労）
となる「出口」を生み出していく必要がある。そ
のために多様な地域事業者に働きかけネットワー
クを創発し、「社会資源が不足すれば創造してい
く」新しい形の「地域づくり」が「創造的な支援」
として求められる。このように、「自尊感情の回復」
と「地方創生」の異なる 2 つの意義面は連続的に
解釈されることとなった。結果、「包括的な支援」

「早期的な支援」「創造的な支援」という三点の支
援理念は、生活困窮を早期に包括的に把握しなが
ら相談者の尊厳を確保し、その支援のために地域
資源ネットワークを構成し、出口（社会参加）と
なる資源を地域に「創造」していくという有機的

な一連関を成すと考えられる。地域福祉計画と統
合を果たしながら、福祉領域以外の領域、たとえ
ば農林水産業との連携、高齢者支援との政策統合
など、これまで細分化された社会政策や法制度、
異分野の領域（セクター）を結びつける「総合力」
と「創造的な支援」は、制度運用上、密接な関係
がある（3）。
　しかし、これまで制度が創造する支援の出口は、

「就労」に偏重しているとたびたび指摘されてき
た（4）。生活困窮の見立てを経済的困窮へ限定す
ることは包括的支援の制度理念と矛盾する（5）の
みならず、就職率のみが制度運用の評価軸とされ
る（6）と「入口」である相談窓口で就労困難者が
排除される可能性も危惧される（7）。平成 30 年６
月１日に改正自立支援法が成立、同月８日に公布
され、その改正内容に関する平成 31 年の厚生労
働省「全国厚生労働関係部局長会議資料」には、「経
済的な困窮に至る背景事情を入念的に明示し……
失業を背景事情とする経済的困窮のみを対象とす
るなど対象者を狭く捉えるという抑制的な運用と
ならないよう、改めて徹底をお願いしたい」とい
う文言が織り込まれている（8）。さらに同資料で
は「適切な支援を受けることができていない生活
困窮者」の中に「日々の生活に追われ気力を失い、
また自尊感情の低下等により、自ら相談や申請を
行うことが難しい方も少なくない状況」が示唆さ
れている。
　それでは、自立支援制度運用面で対象者を経済
的困窮者に限定しない方向性と改正法に明記され
た「生活困窮者の尊厳の保持」との関係性は、福
祉領域に捉われない「創造的な支援」、つまり「地
域における関係機関、民間団体との緊密な連携等
支援体制の整備」（改正法第２条関係）と如何な
る関連を有しているであろうか。この問いは、戦
後の我が国の「福祉」概念が、形式的にも実質的
にも社会的烙印（スティグマ）を伴うイメージと
伴に拡大してきた問題を如何に克服するか、とい
う問いと密接に関連する。たとえば社会的に孤立
した「ひきこもり」の悩みは、家族や社会からの「甘
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えている」「パラサイトシングル」といった否定
的視線によって増幅され、相談支援が提供する「就
労支援」は、すでに就労の現場で辛い経験をして
疲弊した人々に「就労圧力」となっていることが
現場からたびたび指摘されてきた（9）。支援が必
要な状況を自己責任と捉え、社会の援助を受ける
ことを拒絶して孤立する現代の生活困窮者は、支
援―被支援の関係性を生む相談窓口への来所を初
めから拒む傾向がある。換言すれば、相談窓口が
於いて在る場所が、すでに人々の尊厳に圧力を有
していると考えられる。相談の「入口」と「出口」
の在り方が多様化し、他分野の地域資源の統合か
ら創発される居場所や新たな雇用を生む「創造的
な支援」には、そのような「福祉」や「支援」に
付き纏ってきたスティグマを払拭し、生活困窮者
の「尊厳」を確保する役割が期待される。
　しかし、仮に「創造的な支援」を地域資源の結
びつきから生まれる創発的な「出口の開拓」との
み捉えるとすれば厳しい現状にある。平成 30 年
度時点の全国調査で制度の自治体直営は 35.1％、
委託 54.7%、併用が 10.2％であり、その委託先は
社会福祉協議会が 76.2% を占めている。その社
会福祉協議会の平成 30 年時点の調査によれば、
21.4% の支援窓口が「出口」の開拓に手つかずの
状態となっている（10）。この現場の課題を、具体
的な事例から調査分析する必要が生じている。
　以上にみてきたように、相談者の窓口来所（入
口）から社会資源への出口に至る制度を貫く「創
造的な支援」がどのように現実化し、またそのた
めの条件は何であるのか。本研究では現場の声を
手掛かりとしてこれについて考察することで、大
阪市内の各区で実践されている制度運用の現状と

課題を把握し、自立支援制度の理念目標達成に向
けて示唆を得ることを目的としている。

３　調査方法
　上記の研究目的を達成するために、（１）関連
する資料文献調査、（２）自立相談窓口担当者へ
の半構造化インタビュー調査に加え、（３）大阪
市内で活動する「ひきこもり」の子をもつ家族会

（自助グループ）への聞き取り調査を行った。調
査（１）を踏まえた調査（２）（３）では、調査
研究者の主観的仮説や想定を排した事実の発見、
掘り起しを重視した定質調査を行うこととした。
調査（２）では大阪市内 24 区のうち、社協単独
受託と他の社会福祉法人との共同受託の比較をす
る調査当初の意図から東成区（平成 30 年度まで
区社協とみおつくし福祉会、平成 31 年４月から
は区社協と社会福祉法人大阪自彊館が共同受託）
と港区（区社協と社会福祉法人みなと寮が共同受
託）、阿倍野区（区社協単独受託）の相談窓口担
当者等に聞き取り調査を行った（資料２）。調査
協力者に「これまでの業務で苦労したこと」「そ
の苦労に対処するために行った工夫」の２つの質
問を軸とした半構造化インタビューを行い、そこ
から「創造的な支援」に該当する取り組みと認識
を聞き取り整理した。また必要に応じて電話、メー
ルなどで追加質問を行った。
　本論文執筆者の横山は 2009 年７月発足の「ひ
きこもり」の経験者である若者が主体となって運
営する NPO 法人わかもの国際支援協会（大阪市
中央区）の理事である。調査（３）では、月１回
の会合を 2013 年８月から開始した同法人の家族
会（名称：こもりす）を参与観察し、窓口を利用

資料２：聞き取り調査区と調査対象者
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した会員女性３名（52 歳、60 歳、64 歳）から相
談経験を聞き取った。なおインタビュー協力者の
自由な発言を引き出すため、いずれの調査でもイ
ンタビューは録音をせずに現場で筆記し、文字起
こし後その内容に関して確認を依頼し公表の諾否
を得た。以下はこれら三点の資料を総合した調査
結果である。

４　調査結果
４－１　大阪市生活困窮者自立支援制度実施状況
　平成 31 年度、大阪市では約５億円の予算（資
料３）（11）を市内 24 区役所と一時生活支援事業を
行う自立支援センター舞洲、婦人ホーム、三徳ケ
アセンターの３拠点を加えた 27 箇所で分配運用
し、事業公募委託方式で各区 / 拠点の事業者を募
り制度を運用している。各区の相談窓口には概ね
主任相談員１名と相談支援員１～２名（平野区、
西成区等は２名）のほか、こどもサポートネット
モデル事業による相談支援員が７区（此花、港、
大正、浪速、生野、住之江、平野）に各１名ずつ
配置されている。
　前述の研究目的の観点を踏まえ、着目したい
大阪市の制度運用の特徴には次の二点がある（12）。

第一に、市民の生活情報を集約する地域に身近な
「区役所」に相談窓口を設置したことである。こ
れにより窓口は相談者の生活状況を把握し、生活
保護や住宅確保給付金など必要な制度措置を直接
的・機動的に行うことができる。一方、大阪市内
各区に事業予算が細かく分配されることとなるた
め、限られた人員で窓口がどのような工夫を行い
うるか、重要な論点となる。第二に大阪市はモデ
ル事業の経験を踏まえ、自立相談支援事業を相談
支援と就労支援に分け別々の事業者が専門性を活
かした形で窓口運用を行っている。このため就労
支援を含む出口開拓の全体の現状を把握するに
は、相談窓口のみを調査した本研究には限界があ
ることに留意されたい。本論以下は、就労支援窓
口が相談窓口からいったん切り離された形で、「創
造的な支援」がどのように特徴的に表れるかに着
目した調査結果と考察となっている。

４－２　港区自立相談窓口調査結果
　港区の自立相談窓口「くらしのサポートコー
ナー」では、経済的な困窮やゴミ屋敷の対策など
様々な生活上の悩みを抱えた相談者が窓口を訪れ
る。その対応の工夫から創造された資源の一例が

資料３　生活困窮者自立支援事業　5 か年（平成 27-31 年度）事業予算

（単位：千円）

16 
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「港区版フードバンク」である。相談者が空腹の
状態で窓口に来た際、供給する食糧がないため、
相談窓口は区内の食品工場や会社、施設などで廃
棄予定（期限内）の食品の提供依頼をかける。こ
うして生まれた地域のつながりから緊急に食糧支
援を可能とする「港区版フードバンク」が誕生し
た。フードバンクによって相談者が最低限の空腹
を満たすことで、将来の生活を考える最低限の健
康状態が確保できる。またフードバンクが資源と
なったことで、窓口が閉まる週末の相談者の状況
も改善され、支援者の不安が軽減された。
　「港区版フードバンク」が創造される背景には、
事業受託者である港区社会福祉協議会と社会福祉
法人みなと寮がそれぞれ有する社会関係資本に加
えて、困窮者の相談に対応するための救護施設、
これまで培った支援技術や知識・経験などが一体
的な資源として存在していることがわかる。とり
わけみなと寮は定員 68 名の救護施設を港区に有
し、相談者の状況と必要に応じて衣食住の緊急対
応経験を培ってきた。相談員は相談者の状況と
ニーズに応じて、地域の福祉資源活用を考えてい
く。たとえば会議室での学習支援、来所の難しい
相談者へのアウトリーチ、入浴設備の貸し出し、
空きベッドの活用や宿泊、食事の提供、引越やご
み屋敷片付けなどへ、施設資源やコミュニティ・
ソーシャルワーカー（CSW）などの人的資源の
利活用が柔軟に検討されていく。両受託事業者が
有する人的ネットワーク、支援技術や経験知識、
地域とのつながりが、多様なニーズを有する生活
困窮者の状況に応じたコーディネートを可能とし
ている。
　地域の多様な資源から「創造的な支援」を行う
過程では、相談窓口を中心として異なる資源間
の「対話」が次々と生まれていることが聞き取り
調査から明らかとなった。「港区版フードバンク」
の場合、食糧の提供者がどのような困窮者に食糧
を届けてもらいたいかなど、地域の資源提供者側
のニーズを把握する必要がある。相談者と地域資
源とのマッチングには、お互いの状況とニーズを

把握する顔が見える信頼関係が必要であり、また
その関係性を築く土台には、相談窓口の相談スキ
ルと事業者間の「対話」の場を生むことが必要で
ある。たとえば大阪府社会福祉協議会がとりまと
めている社会福祉法人の社会貢献事業が蓄積して
きた情報資源に加えて、区役所の地域関係担当課
から新しい地域資源（事業所等）の紹介を受け双
方のニーズを満たすための条件について話し合い
の場が生まれる。いわば相談窓口に訪れた生活困
窮者のニーズを中心として、社会福祉資源が再編
成・統合されていくなかでその都度に創造的な支
援が生まれていく。そのニーズが一定の恒常性を
有したケースが、「港区版フードバンク」のよう
な地域資源の創造に繋がった。

４－３　東成区自立相談窓口調査結果
　東成区では平成 27 年度から 30 年度までの３年
間、東成区社会福祉協議会と社会福祉法人みおつ
くし福祉会との共同受託で相談窓口業務を設置し
た。平成 30 年度は主任相談員の異動から新しい
体制の東成区自立相談支援窓口をスタートするこ
ととなった。年度を振り返ると、窓口相談件数（来
所実績）162 件（男性 81 人、女性 81 人）の相談
内容には、衣食住の欠乏や喫緊の経済的困窮状態
で相談窓口を訪れる相談者が多い（資料４）。そ
のような中で、区内の社会福祉法人東さくら園（み
おつくし福祉会が運営する母子生活支援施設）と
の連携を行い、NPO 法人ふーどばんくＯＳＡＫ
Ａの食糧支援までのつなぎ支援として施設に寄せ
られる食材の提供を行うことができるようになっ
た。
　また共同受託であることから、窓口の最前線を
担う主任相談員と社協との支援方法の共有が現場
で繰り返し行われた。そこから生まれた工夫は、
経済的困窮から相談にやってくる相談者への生活
福祉資金を活用した円滑な支援の取り組みであ
る。生活福祉資金貸付制度を担当している本論文
共著者の熊谷は、貸付に対するニーズ、貸付要件、
貸付決定までの期間、申請手続等の円滑な運用ノ
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ウハウを蓄積し、機動的な貸付を行うと同時に、
相談者の包括的な生活課題の把握に努めてきた。
とりわけ自立支援相談窓口の意見書を要する緊急
小口資金貸付実績をみると、申請承認率は 90%
近くで運用されてきたことがわかる（資料５）。
　東成区では金銭的な困窮状態に陥って後に、生
活福祉貸金貸付制度の情報を得て相談窓口を訪れ
る相談者の割合が高かった。貸付相談業務では
貸付の返済可能性を審査する必要があり、その際
に相談者の総合的なアセスメントとプランニング

（自立支援計画）への関与、そして経済的収入の
確保に至る、出口に向けたコーディネーションま
でを熊谷が主任相談員と密接に情報共有をしなが
ら伴走して実施した。市民の困窮を発見する「入
口」としての福祉資金貸付制度は自立支援相談窓

口と強く連携し、その円滑な機能化は福祉法人み
おつくし福祉会の相談支援技術と社会福祉協議会
の資金制度運用技術が相互作用を果たすことで生
み出されたものと考えることができる。現在も東
成区では、異なる制度窓口間の連携が「創造的な
支援」の要であると認識されている。

４－４　阿倍野区自立相談窓口調査結果
　阿倍野区の自立相談窓口（平成 31 年から「仕事・
生活・自立相談あべの」に名称を変更）は他区と
比較して新規相談件数が少ないが、隠れた生活困
窮、とりわけ家族間の暴力やひきこもりなど社会
的烙印（スティグマ）が働く問題が地域に潜在化
しがちである。結果、悩みを抱える当事者が地域
から孤立し取り残されてしまう危険性が認識され

資料 5　東成区福祉資金貸付 / 緊急小口資金貸付実績の三か年推移（平成 28 ～ 30 年度）
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てきた。
　区社協が単独で受託している相談窓口では、
CSW の支援技術を有する相談員が「創造的な支
援」を窓口相談の段階から意識して行っている点
に大きな特長がある。相談員は、相談者の将来的
着地点（長期目標）と目の前の着地点（短期目標）
を把握し、そこから逆算しながら現在の支援プロ
セスを検討し、相談者と社会制度をつないでいく。
相談者を「生活困窮者」として見立てるのではな
く、本人の生活歴など過去の人生経験を傾聴しな
がらその自立プランを、可能な場合には本人を交
えた支援調整会議を経て組み立てていく。その際
に「困っていることではなくてできること、相談
者の内に秘めた可能性を創造しながら支援するこ
と」が「創造的な支援」であると主任相談員の井
原氏は認識している。つまり相談窓口の外に地域
資源を創造する意味での「創造的な支援」よりも、
相談者が胸に抱いている叶えたい夢や目標、好き
なこと、特技などの強味（ストレングス）に着目
し、相談者の意識内面に「希望」という名の資源
を創造することが優先される。それをきっかけに
相談者を励ますことで「相談者の（新しい）認識
を創造する」ことが長期的にみて相談者の支援に
資する。
　たとえば相談者が抱いている夢が「起業」であ
るならば、就労を推し進めるよりも起業を応援す
る関わり方が本人の自立を促すために必要なス
テップとなる場合がある。生活困窮の状態にもか
かわらずそのような起業の夢が生まれる相談者の
心理的背景には、劣悪な就労条件や職場環境から
人間関係に疲弊し、「就労」に自信を喪失してい
る身心の状況がある場合が多い。相談者の過去の
ライフストーリーを傾聴しながら、本人の希望を
主体性へと育みつつ社会資源に繋げていく。相談
員の「創造的」な姿勢の有無が、相談者の相談内
容に前向きな方向性と認識の変化をもたらす。
　CSW 間や支援調整会議では、複雑な生活課題
が絡まり解決が困難な相談者の状況を悲観的に表
現しないように、相談者の個性ある「ユニーク」

な人生の尊厳を尊重し、その解決案を生み出すプ
ロセスに相談員として伴走できることに「おもし
ろさ」を見出す気運が維持されている。それは自
立相談窓口を担う CSW のチームワークを裏付け
るとも考えられるが、その土台創りとして毎年度
始めに行う入念な職員会議と役割分担の明確化が
行われている。相談案件を一人の相談員が抱え込
み、あるいは他の相談員への相談が困難な案件の

「押しつけ」となってしまわないように、社協と
区役所内の資源情報を組織と制度の垣根を超えて
共有し、支援体制内の資源分析を実現している。
相談窓口を受託して生まれた変化の一つが、この
区役所と社協の支援体制整備であった。
　以上のような相談者の支援方法とチームワーク
から、相談窓口に訪れた同年代の若年相談者の交
流会のアイデアが生まれた。「就職応援セミナー」
と題して開催したその交流会（2017 年 10 月 12 月）
では、働くことをテーマとした映像作品を参加者
で鑑賞しその感想を交換した。結果的に交流会は、
当初予定していた８名を超える 12 名の参加者を
集め、それぞれが自立していく契機となった。こ
のとき参加者間には「（悩んでいたのは）私だけで
はなかった」といった体験の共有が実現し、自分
自身と似た同世代の葛藤状況を相互に分かちあえ
たことが支援効果に繋がったと考えられている。

４－５　「ひきこもり」の子をもつ家族会調査結果
　毎月１回２時間程度、大阪市ボランティア情報
センターのイベントスペース等で開催されている

「ひきこもり」の子をもつ家族会「こもりす」では、
主に 20 ～ 30 代のひきこもり状態にある子をもつ
家族が集い、日頃は誰にも相談できない悩みを交
換しあっている。参加者のうち 3 名が大阪府下の
自立相談窓口（プライバシーを配慮した希望によ
り、どの相談窓口を利用したかは公表しない）を
利用したが、いずれも継続的な支援を受けるには
至らなかった。その理由について家族会開催時に
他の参加者（n=6）とともに話し合い、次の三点
が集約された。
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　第一に、市役所や区役所という場所は生活保護
に代表されるような「福祉のお世話になる場所」
というイメージが強く、相談に行くためには相談
者に一定の「覚悟がいる」という声が強い。利用
者のうち２名はひきこもりに関連した福祉イベン
トに参加した際に、自立支援制度の案内が配布さ
れ「ひきこもり」の言葉を見つけて電話相談を
行った。もう１名はインターネットのホームペー
ジを閲覧して、直接に相談窓口に赴いた。普段は
住民票や健康保険、年金の手続きといった明確な
用件と手続きに行く場所というイメージがある役
所であるため、個人的な生活上の心理的な悩みを
話すことがどこまで許されるのか、現場で躊躇い
を感じたという。「ひきこもり」はひきこもって
いる本人のみならず心配している家族の心理的な
悩みであり、本人は無収入であるため経済的な困
窮の側面もありつつ、家庭内暴力を伴う場合には
家族関係（または夫婦間）の問題も絡み、制度が
想定している通り複合的な課題となっている。こ
の場合、相談者は自分自身で悩みの整理がついて
いないため、窓口相談時に何から話していけばい
いか判然としていない。そのため、相談窓口にい
る人の性別や年齢、聞き取る際のうなずきや表情
によって、発話する内容や主訴も変わってしまう。
　第二に、相談窓口が地域資源を紹介することに
伴い生じるミスマッチングが、相談者の継続的な
相談意欲を減退させることが指摘された。３名
の相談経験によれば、いずれも近隣で就労支援を
行っている施設が紹介されることとなった。その
内 1 名は施設見学として作業所を案内してもらっ
たが、「わが子が現場の人々と作業に加わるイメー
ジが抱け」ず、本人にも見学したことを伝えるこ
とができなかった。そこにはやはり「いかにも福
祉」というイメージがあり、それを受け入れるた
めには覚悟に似た決心が親子に必要である、と感
じたという。
　第三に、家族は可能であればアウトリーチに
よってひきこもり本人と接触をしてもらいたい
が、いずれのケースも本人自身が訪問支援を拒絶

しているため、結局、相談員にとっても手の打ち
どころがなくなってしまった。いずれの相談者も
貯金を崩しながら子の面倒をみているが、経済的
に困窮しているかと問われるとその答えに躊躇し
た。結果として、子の面倒を数年は見ることがで
きるだけの家計に余裕が無いわけでもないため、
相談員に困窮の状況を十分に共感してもらえな
かったように感じることとなった。

５　考察と分析
５－１　「創造的な支援」の形態
　以上の相談窓口の聞き取り調査では、港区は
フードバンクの資源形成、東成区は生活福祉資金
の利活用、阿倍野区は支援体制の整備と相談者の
交流会といったそれぞれ独自の創造的な支援とそ
れに対する考え方が示された。上記調査と文献資
料調査を総合すると、「創造的な支援」の具体的
実践を三つの形態に類別することができる。①「既
存の資源利活用と融合（マッチング）による創造
的な支援」、②「新たな資源を創発する創造的な
支援」、③「支援体制内部の新たな再編成」の三
形態である。このうち①に関しては港区、東成区、
②と③に関しては阿倍野区の上掲調査結果が該当
するであろう。これらはいずれも個別に分節化す
べきではなく、各形態の側面が相互作用を果たし
ながら「創造的な支援」を構成している。しかし
阿倍野区の交流会の開催の事例などは、「不足す
れば開発・創造していく」という支援理念の後段
に相当する狭義の「創造的な支援」と考えられる
ものの、それが持続的な社会資源の創造とはなら
なかった。その要因を明らかにすることを手掛か
りに、「創造的な支援」の条件となる要素の分析
を行いたい。

５－２　「創造的な支援」の条件
　「創造的な支援」が持続可能な社会資源の「創造」
となるためには、どのような要素を考慮すべきで
あろうか。第一に、創造される社会資源は、ある
程度の一般的な生活困窮のニーズを満たすもので
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ある必要がある。一方でこれと矛盾して、複合的
な生活課題を包括的に把握するために、社会問題
に応じたニーズの縦割りの把握ではなく相談者に
固有で個性的な生活課題とニーズを発見していく
必要がある。後者のベクトルにおいては、それに
対応する個々の自立へのステップや出口は、持続
可能な形で資源化するほどに繰り返し運用される
ものではない。つまり総合的な生活困窮の把握（入
口）は各人の困窮の個性的な在り方を認識する一
方で、持続的な社会資源の創造は支援要請（ニー
ズ）が一定程度、継続的社会的に求められる一般
性をそこに見出さなければならない。本調査で示
されたように、衣食住やそれを支える経済的困窮
は、フードバンクや生活福祉資金貸付の形で一般
的な生活困窮のベーシックニーズであることはそ
の証左であろう。一方で阿倍野区のケースのよう
に、個別相談に訪れる相談者の年代やそのニーズ
は一般化が困難であるため、同年代の交流会は持
続的に開催することが困難であったと考えられ
る。「包括的（総合的）な支援」と資源創造を意
味する狭義の「創造的な支援」の両理念は、現場
で矛盾した力学を働かせていることとなる。
　第二に、自立支援制度の予算規模に一定の制限
があり、制度外の資源を利活用する必要性がある
ことである。現状の窓口体制では相談対応に相談
員が追われ、制度が当初から期待している出口の
開拓や地域（まち）づくり（13）に代表される社会
資源の創造は現実的に困難である。現状の人件費
予算で雇用できる各区の主任相談員以外の相談員

（支援者）の多くは、嘱託や有期契約の非正規職員、
もしくは社協や福祉法人に入職仕立ての新人など
に限られる。また制度が求める相談支援技術の質
の高さが、これらの支援者の負担となっている。
潜在化している生活困窮者の早期発見を要請する
自立支援法の理念は、これまでわが国の社会福祉
が特殊的に限定してきた社会福祉の対象者を一般
化することを意味する。たしかに岡村重夫氏が述
べていたように、生活困窮の「予防」を契機とし
て社会福祉は一般化していく（14）。しかしその結

果として、制度窓口の支援はこれまでの福祉制度
以上に高度な対人支援スキルと相談者と寄り添う
人生経験、地域との関係構築能力を必要とする。
そのために現場での制度運用や人員配置を誤る
と、相談員に大きな心理的・労務的な負荷がかか
り、バーンアウトや早期の人員入れ替えといった
混乱を生じさせることとなる。深刻化する場合に
は困窮者の窓口が困窮者を生む結果をもたらしか
ねないであろう。
　一方で、「創造的な支援」の課題を単なる制度
予算上の条件のみに帰してしまうことも誤りであ
る。港区主任相談員、佐藤氏（みなと寮）は本調
査中の回答で次のように述べている。

　人が増えれば、相談支援の内容が充実する
とは言い難いところがあると思っています。
また業務にゆとりができるということは、あ
まり考えられないように感じています。［自
立相談の対応は］どこまでやればよいのかが
曖昧で、際限がないようなところがある。　

（［　］は著者が追記）

　ここで佐藤氏が述べるように、たとえば訪問（ア
ウトリーチ）や安否確認の頻度など、個別対人支
援の質を高める営みには際限がない。換言すれば、
本調査の事例は限られた人的資源の相談窓口現場
であるからこそ生み出された工夫であり、予算の
有限性が相談窓口外の資源に目を向ける「創造的
な支援」への動機を形成する一条件となっている
と考えられる。
　第三に、既存資源の融合や利活用、あるいは新
たな居場所創りや資源の創造は、相談窓口の外側
に「出口」としての資源を創造する前段階として、

「支援体制内部の新たな再編成」を伴う内発的な
創造を要する。たとえば阿倍野区は生活困窮者を
支援するというよりも相談者とともに「新しい認
識を創造する」という相談支援の在り方に達して
いた。相談者が自らの生活困窮状況を受け入れ、
必要な社会資源を主体的に活用して自立を目指し
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ていく主体性をその意識下に生み出すことが、相
談窓口に可能な「創造的な支援」の第一歩である。
この段階では、相談者の尊厳を確保し、その自己
決定を尊重しながらもその認識に変化を及ぼすこ
とが求められる。そのためには、相談者のニーズ
に応じる支援体制が総合化した形で資源化されて
いる必要がある。これが果たされない場合には、
相談員は相談者の要望（ニーズ）と諸制度や資源
側が抱える諸条件との間で板挟みにあい煩悶する
こととなる。
　自立支援制度が地域の支援体制側にもたらす以
上の内発的な創造性は、相談者の尊厳の確保と密
接な関連を有している。港区の佐藤氏は「支援
する側とされる側の障壁をなくす」という相談段
階の工夫を強調していた。自立支援制度の導入を
きっかけとして、「支援対象者と共に支援者もあ
る種の学びや達成感を味わって元気になる」こと
があり、また逆に支援を要する人が相談に抵抗を
覚えるとき支援者が周囲と折り合えないこともあ
る。そのような場合、支援が停滞し相談者の自立
意欲も低下していく。「相談者の悩みの解決を創
造的に考える」という相談スキルが「創造的な支
援」に必要な技術条件であり、また相談窓口の支
援体制の総合化（その組織的な自覚と再編成）が
地域づくりや資源開発を行う組織条件である。佐
藤氏はまた「支援の創造性」は「支援者の意識や
周囲との関係性、相談者の意欲」とともに高まる
と述べていた。その独自の取り組みとして、氏は
大阪府下の研修（都道府県研修）の機会に支援者
同士が悩みを語りあえる研修の場創りを行ってい
る。「支援者と支援者が対等に悩みを語り合える
場」の創造は、同時に支援者と被支援者（相談者）
という二分化した上下の関係性を対等な人と人の
間柄とすべきと考える氏の支援理念を踏まえてい
るからこそ生まれた発想であろう。
　以上、「創造的な支援」の生成条件は、①「相
談窓口に寄せられた相談から生活課題の一般的傾
向を把握すること」、その課題解決のために②「相
談窓口外の資源を活用して制度運用を行うこと」、

その際に③「相談者の尊厳を確保した窓口の相談
スキルと支援体制を創造すること」の三点にまと
められる。

５－３　「創造的な支援」促進への提言
　次に、本調査結果のうち窓口相談の現場で生じ
た利用者側の課題と「創造的な支援」の関わりに
ついて考察をする。本調査対象の相談窓口では、
多くの相談者が衣食住の欠乏や経済的貧困によ
り、緊急の支援を要する状態になってから相談窓
口を訪れ、窓口の相談員はその逼迫したニーズ対
応を迫られる。このとき、政策立案者らが考えた
ボランティアやまちづくりを通じての社会参加、
中間的就労、家計相談支援事業といった困窮者の
ためになると想定された支援メニューは、困窮者
が一次的に欲する自覚的なニーズと多くの場合、
一致していない。表面的に見れば、生活困窮者は
持続的な自立への意欲を欠き、場当たり的な自己
決定によって自ら生活困窮に陥っていくかのよう
である。生活困窮に陥って後にしか助けを求めら
れない市民の「社会福祉」への認識を、たとえ時
間がかかっても少しずつ変えていく必要がある。
　なぜ多くの市民は、生活困窮が深刻化するまで
相談窓口を訪れないのか。一つには相談窓口の見
せ方（プロモーション）がその要因と考えられる。
自立した生活者としてあるべき自己の自尊心が障
壁となって、自ら窓口での「生活困窮者」や「相
談者」となることに人々はそもそも抵抗感を抱い
てしまっている。（本篇 4-5 調査）「自尊心の確保」
は「創造的な支援」の定義段階でも重要な意味を
有していたが、自立支援制度の運用においても支
援を求めることに伴うスティグマや「福祉」に対
する負のイメージの払しょくに留意せねばならな
い。
　社会福祉の一般（普遍）化に向けた配慮の具体
例は、日本以外の諸国から学ぶところが多い。筆
者（横山）が 2016 年度にトヨタ財団の共同研究
助成を受け行ったコミュニティ・メンタルヘルス
分野の自助グループ国際比較調査では、生活相談
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窓口を理髪店や保育所などの市民に身近な生活
圏に設置しているスリランカの工夫があった（15）。
またポーランドやベルギーなどでは、自殺予防
を企図した相談支援が若者に届かなかったため、
芸術家 Candy Chang 氏が開始し世界中で拡大し
た「死ぬまでに、私が実現したいこと」（Before 
I die, I want to…）プロジェクトに多くのボラン
ティアが従事していた。これは街中の外壁に「死
ぬまでに、私が実現したいことは」（Before I die, 
I want to…）とあらかじめ書かれたアートボー
ドへ、通行人が自由に書き込みを行えるようにし
たストリート・アートである（写真１）。この活
動の従事者は、メンタルヘルスが一部の特殊な
人々のみではなくすべての人々が関心をもち、ま
た関与し得るものであることを啓発する意図を明
確に有していた。
　社会福祉の一般（普遍）化は、相談者の「自尊
心の確保」の観点から「創造的な支援」に強く関
連を有する。しかし、単年度で制度の対象と目標
が細分化された福祉施策の委託事業や人事異動に
よって場当たり的に運用されがちな我が国の社会
福祉においては、長期的な展望と一貫した論理で
社会福祉を増進する役割を誰も担わなくなってい
る。このような文化的背景が、他者に支援を求め
られない人々の認識を生む構造的な主要因となっ
ていると考える。大学の研究者の多くは、高齢
者、障がい、児童、一人親、子育て、労働、若者

（青少年）、あるいは「ひきこもり」といった言葉

から生活困窮者の部分的側面を追いかけて、特殊
に市民を対象化しばらばらの専門知を蓄積してき
た。一方で社会福祉を民間に委託することで行政
や自治体は固有の役割を見失った結果、専門家が
対象化する社会問題をそのまま社会ニーズと捉
え、生活者を生活の「主体者」ではなく「困窮者」
と対象化することから政策を開始してしまう。さ
らに、制度運用を担う肝心の民間社会福祉事業者
は、メディアが報道するような社会問題とその解
決を目指して、政策財源に引きずられながら「生
活困窮者」を求めて支援を行うこととなる。そう
すると、生活困窮に必要な資源が用意されれば、
自動的に人々のニーズが満たされるといった感覚
が前提化されてしまうこととなる。このような構
造から、「生活困窮者」が一部の特殊な社会的落
伍者や孤立した人々と特殊的に認識され、市民に
とって相談窓口に行くことが福祉行政に依存する
自己烙印（セルフ・スティグマ）となるような傾
向が蔓延してしまった。社会福祉の形を変え、市
民が制度運用に参与できる工夫を重ねなければ、
生活困窮者の自尊感情を確保するための「創造的
な支援」の理念の十全なる実現は不可能であろう。
このような社会福祉をめぐる文化的な課題を克服
するためには、既存の自立支援相談窓口の見せ方
を変え、市民を対等な相談員と化していく一般化
の方向に社会福祉を増進しなければならない。そ
のような「創造的な支援」の実現のためには、た
とえばコミュニティ・オーガナイゼーション、ソー
シャル・アクション（16）を相談窓口が担うべきと
考えられる。
　以上が、本調査を通じて得られた、自立支援制
度運用における「創造的な支援」の促進に向けた
基本的な示唆である。以下にその具体的な提言を
述べていく。
　第一に、自立支援相談窓口と密接に連携した自
助グループ（ピアサポート・グループ）の形成と
その活用を提言したい。自助グループとは、共通
した生活課題や同年代、同性別といった同質性を
紐帯とする人々が集まり、その共通の生活課題に写真１　ポーランド・ウッジ（Łódź）市近郊にて

　　　　（2018 年 12 月 9 日筆者・横山撮影）
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ついて語り合いながら感情と経験をわかちあい、
生活課題の克服や啓発活動、レクリエーション活
動などを自律的に行う市民活動の一形態である。
本調査結果で紹介した阿倍野区の若年相談者の交
流会の事例は単発で終わったが、その運営が参加
者で担われていけば持続的で効果的な社会資源の
創造となると考えられる。自助グループはピア（仲
間）による伴走型の市民相談の場として機能する
とともに、前述のスティグマに起因する相談への
抵抗感や参加の敷居を下げ、同じ境遇をわかちあ
う間柄を生み出し易い。一方で自助グループを一
から形成するためにはキーパーソンを探し出すな
どの労力を要するため、大阪市下の既存の自助グ
ループの情報を集約し、相談窓口や制度担当者が
各区にグループの担い手を増やしていく仕掛けと
なる講演会やワークショップ等のプログラムを実
施する必要があるであろう。
　第二に、大阪市内におけるボランティア、
NPO、コミュニティ・ビジネス（CB）、ソーシャ
ル・ビジネス（SB）等の市民活動に関する相談
窓口やボランティア市民活動情報センターとの
連携である。もともと中間的就労（Intermediate 
Labour Markets）は 1980 年代にイギリスの the 
Wise Group などの実践を中心にヨーロッパで着
目され、長期失業者を対象とした地域での一時的
な有償の就労機会を活用した就労形態である（17）。
とりわけイギリスではその担い手である起業家
育成（entrepreneurship）が並行して議論されて
きた。スタートアップの小規模事業の場合には担
い手と就労者との距離が近く、イタリアなどでは
自助グループが自ら事業の収益と雇用を生み出す
ソーシャル・ファームが拡大した。市民活動から
CB や SB に代表される社会的企業と、自立相談
窓口との間を繋ぐワークショップ等の啓発プログ
ラムやガイドラインを設け、各区で実践を繰り返
していく価値は大きいと考える。
　第三に、若者にも馴染めるようなキャッチフ
レーズや、身近な困窮者の支援気運を高めるデザ
イン性の高いロゴを用いて、自立相談窓口の見せ

方を変える等の新たなプロモーションを行うこと
である。生活困窮者の早期発見と予防は、すでに
述べたように社会福祉の普遍化（一般化）の必然
的な契機となる。これまで社会福祉とは疎遠で
あった市民や若年層、増加する外国人などを巻き
込みながら（18）、広く社会に人が人を支える気運
を高めていく必要がある。とりわけ大学生などの
若者のセンスとアイデアを包摂しながら、従来の

「福祉」とは異なる定義とパースペクティブで自
立支援制度のプロモーションを展開していくべき
ではないであろうか。

６　むすびに
　本論では生活困窮者自立支援制度の支援理念の
一つである「創造的な支援」に着目し、大阪市内
３区の自立支援相談窓口の聞き取り調査を手がか
りとしながら、その形態と生成条件に関して考察
した。結果、大阪市の自立支援相談窓口が担いう
る「創造的な支援」の具体的な形態として、①「既
存の資源利活用と融合（マッチング）による創造
的な支援」、②「新たな資源を創発する創造的な
支援」、③「支援体制内部の新たな再編成」の三
形態を見出した。またそのような「創造的な支援」
の生成条件として、①「相談窓口に寄せられた相
談から生活課題の一般的傾向を把握すること」、
その課題解決のために②「相談窓口外の資源を活
用して制度運用を行うこと」、その際に③「相談
者の尊厳を確保した窓口の相談スキルと支援体制
の創造を行うこと」の三点の条件を提示した。そ
して自助グループの利活用と、社会福祉の構造的
な在り方に検討を加えながら社会福祉に対する市
民の認識を変えることで、人々の自尊感情を確保
することが「創造的な支援」促進に向けた取り組
みとなることを提言した。
　もっとも本調査研究では３区の調査事例しか扱
えておらず、より厳密な研究のためには同趣旨の
調査を大阪市内全区で実施していかなければなら
ないと考えている。
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相談支援における援助の実際
〜事例研究を通じて

伊　藤　幸　子

サマリー
　2006 年に施行された障害者自立支援法では、
ノーマライゼーションの理念に基づき、障がいを
もつ人が普通に暮らせる地域社会の実現を目的と
して、相談支援事業を市町村および都道府県の責
務として位置付け、サービス利用計画作成を個別
給付化した。つまり、障がいをもつ人が地域（施
設や病院でない場所）で暮らすために、ケアマネ
ジメントの手法を使って地域に点在している福祉
サービスが利用できるよう援助する、サービス利
用計画を作成することになったのである。本研究
では、①「理論」と「実践」をつなぐ装置である
事例研究から、それが理論に沿っていたものか、
あるいはソーシャルワークの原則に即していたも
のかを明確にすること。②相談支援専門員が行う
障がい者ケアマネジメントに関する内容の検証。
これら 2 点を明らかにすることを目的として、相
談支援における支援過程に焦点を当て、事例研究
を行った。研究手法としては、岩間の事例研究手
法を拠り所として、2 事例を提示し考察を進めた。
　経過記録をまとめ総合評価を行う事例研究か
ら、それが理論に沿っていたものか、あるいはソー
シャルワークの原則に即していたものかを明らか
にできるとともに、実践の過程において評価でき
る点と反省すべき点が明らかとなった。そして、
実践を振り返り、省察することが実践者には求め
られ、「省察的実践者（Reflective Practitioner）」
という姿勢も重要であると理解できた。

キーワード
　相談支援、障がい者ケアマネジメント、事例研究

目次
　はじめに
１　研究の背景 
２　研究の視点
　２－１　事例研究の意義
　２－２　障がい者ケアマネジメント
３　研究目的 
４　研究方法 
５　倫理的配慮
６　研究内容
　６－１　X 氏の事例
　６－２　Y 氏の事例
７　考察
おわりに

はじめに
　障害者自立支援法により、相談支援が具体的に
規定されることとなった。本研究では、筆者が携
わる特定相談支援について、いくつかの事例から
事例研究を行った。質的研究の代表的方法である
事例研究は、数量的研究と比較して対象がごく限
られていることから、法則性を見出すことが困難
であり、事例を選定した意図や分析において研究
者の主観が入りやすいというマイナス面の指摘が
ある。一方、見田は質的研究に関して「諸次元の
ダイナミックな関係性をあるがままの姿で示し、
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生き生きとした具体性と「了解可能性」を保ちう
る（1）」と評価している。
　本研究では、岩間の事例研究手法を参考に事例
の経過記録をまとめ、①「理論」と「実践」をつ
なぐ装置としての役割、②相談支援専門員が行う
障がい者ケアマネジメント（2）に関する内容の検
証、という視点から考察を行った。

１　研究の背景
　2006 年に施行された障害者自立支援法では、
ノーマライゼーションの理念に基づき、障がいを
もつ人が普通に暮らせる地域社会の実現を目的と
して、相談支援事業を市町村および都道府県の責
務として位置付け、サービス利用計画作成を個別
給付化した。つまり、障がいをもつ人が地域（施
設や病院でない場所）で暮らすために、ケアマネ
ジメントの手法を使って地域に点在している福祉
サービスが利用できるよう援助する、サービス利
用計画を作成することになったのである。そし
て、その後の法整備により相談支援事業が体系化
され、2012 年度からは特定相談支援事業者が作
成したサービス等利用計画案を勘案して介護給付
費等が支給決定されることとなった。相談支援と
は、①特定相談支援、②一般相談支援であり、①
特定相談支援とは、計画相談支援（サービス利用
支援、継続サービス利用支援）、基本相談支援と
位置付けられた。また、②一般相談支援とは、地
域相談支援（地域移行支援、地域定着支援）、基
本相談支援である。

２　研究の視点
２－１　事例研究の意義
　本研究では、相談支援の中でも、筆者が日々実
践する特定相談支援に焦点をあて、その過程の中
で実施する相談支援（3）について、具体的に考察
を進めたい。
　岩間は、対策を検討するために具体的な記録等
を研究する「実践のための事例研究」と個々の具
体的事実から一般的命題や法則を導き出す帰納

法としての「研究のための事例研究」の二つを乖
離させずに相互に認識する必要があり、「実践学」
としてのソーシャルワーク研究は「理論から実
践」と「実践から理論」と円環状に相互に関係し
発展しなければならない（4）と述べている。そし
て、事例研究の位置づけは、援助者がクライエン
トに対する働きかけを重ねているが、事例研究を
通してソーシャルワークの価値（理論）とすり合
わせながら答えを見つけていく作業でなければな
らず、事例研究はそれが行われることによって、

「理論」と「実践」をつなぐ装置となる（5）と説明
している。ここでいう価値（理論）とは、ソーシャ
ルワーク実践の拠り所であり、個人に焦点をあて、
かけがえのない存在としてとらえていること、問
題解決能力を持つ人としてその主体性を尊重する
ことである。また、原則としては、受容、個別化、
自己決定の原則であり、ソーシャルワークの基本
特性である（6）。
２－２　障がい者ケアマネジメント
　障がい者ケアマネジメントの基本理念とし
て、①ノーマライゼーションの実現に向けた支
援、②自立と社会参加の支援、③主体性、自己決
定の尊重・支援、④地域における生活の個別支
援、⑤エンパワメントの視点による支援（7）が掲
げられている。ケアマネジャー（原文ケースマネ
ジャー）に求められる機能として、①アセスメン
ト（assessing）機能：「クライエントの包括的な
ニーズに気づくこと」、②結びつけ（linking）機能 :

「クライエントを彼らのニーズに合ったサービス
に結びつける」、③モニタリング（monitoring）：「ク
ライエントに提供されたサービスをモニターする
こと」（8）があげられているが、筆者の実践につ
いて、それらの機能に関して考察する。

３　研究目的
　本研究では、事例研究を行うことによって、上
記の視点から以下の２点を明らかにする。
①「理論」と「実践」をつなぐ装置である事例研

究から、それが理論に沿っていたものか、ある
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いはソーシャルワークの原則に即していたもの
かを明らかにする。

②相談支援専門員が行う障がい者ケアマネジメン
トに関する内容の検証。

４　研究方法
　本研究では、事例を了解するための評価の内容
に含まれるべき以下の４つの内容（9）を具体的に示
すことから、研究目的にしたがって考察を進める。
①本人の側からの理解を深めること、②本人の変
化を客観的にとらえること、③本人の変化に伴う
援助者の働きかけの内容、④以上の経過と内容を
含めた総合的評価。

５　倫理的配慮
　倫理的配慮については、「公益社団法人日本社
会福祉士会正会員および正会員に所属する社会福
祉士が実践研究等において事例を取り扱う際のガ
イドライン」を遵守するとともに以下の点に配慮
した。
①引用文献について原著者名・文献名・出版年・

引用箇所・URL を明示した。
②本研究は自験例の事例を使用しているため、当

事者を特定できないよう加工および匿名化し

た。また、当事者には事前に事例使用の趣旨を
文書で説明し、承諾を得た。

６　研究内容
６－１　X氏の事例
①概要
　X 氏はひとり暮らしの 40 歳代の男性で、精神
障がいをもつ方である。X 氏との初めての出会い
は、X 氏の自宅であった。自宅はモノがたくさん
あふれて 30 センチ四方の座る場所さえ確保でき
ず、X 氏はひとり暮らしを続ける中で増え続ける
モノの整理に困っていた。自宅の様子をスマート
フォンで撮影して、それを役所の相談窓口に見せ、
どうにかできないものかと相談に行ったことが特
定相談支援とつながる発端であった。それまで、
X 氏はホームヘルプサービス（10）というサービス
があるが、それと自分のこの現状がどう結びつく
のかを 2 年間悩んでいた。それが、ホームヘルプ
サービスの導入によって、モノの整理が進み家の
中がきれいになった。また、筆者との対話の中で、
ごみを捨てに行くと近所の人に何かをいわれるか
もしれないという思い、夜中にび

、

く
、

び
、

く
、

病になっ
てしまうことなどがわかってきた。

表 1　X 氏事例の経過記録
日時 本人もしくは状況・変化 援助者の働きかけ 分析・考察・所感

201X/2/4
（初回面接）

201X/2/9
（電話）

「ごみ屋敷に見える？」ときく。
「すべてのものに意味がある、趣味
のもの、探している大切なものを一
緒に探してほしい。」

「部屋のものがなくなったら腹筋を
して昔はいていたズボンをはくのが
目標だ」

電話で「書類（受給者証）をポスト
に入れといて、もういいもう来なく
てもいい。」

「二人も座る場所ないよ」という内
容を話す。

「少しモノが多い感じです」
受給者証を預かる。
居宅介護事業所と交渉し、サービス
提供責任者（以下、サ責と略す）と
訪問の日程を決める。

「ヘルパーさんの手配をしたので、
必ず訪問しますから」

「交代で座りますから、必ず伺いま
す」

信頼関係構築に努めたい。

ぜひとも目標を達成できるよう援助
したい。

サービスを受けることにためらいが
あるのか、または筆者のふるまい（居
室に座った際居室のものを一部踏
むことがあったかもしれない）が悪
かったのか。

201X/2/11
サ責（サービス提
供責任者）と訪問

サ責に「きれいにできるかなぁ」と
不安げである。

サ責より「大丈夫、はじめはヘルパー
二人で入って片づけましょう」

サービスの受け入れに躊躇すること
はなく安堵する
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②総合的評価
　２月４日の初回面接の際、X 氏は「探してい
る大切なモノを一緒に探してほしい」と筆者に希
望を述べている。このときは２時間ほどの面接で
あったが、その際、筆者の態度が真に受容につと
めた姿であったのかが問題である。それは、２月
９日に「もういい、もう来なくてもいい」という
電話がかかってきた要因となっていると考えられ
る。したがって、二重下線部にあるように筆者の
ふるまいで、X 氏のモノを踏んでしまったかもし
れないことや、何か気になる言葉を発したかもし
れなかった。
　３月３日の面接の際、マンションの中で X 氏

の家だけが灯油のファンヒーターを使用している
ことを話してくれ、エアコンと湯沸かしが壊れて
困っていることを打ち明けてくれた。これに対し
て筆者は見守るという姿勢であったが、X 氏が大
家に電話をして解決に導いた。これは、家の中が
きれいになったことから、大家や修理業者を家に
招じ入れることができたと考えられる。
　また、同日に「夜中にび

、

く
、

び
、

く
、

病が出る」とい
う思いを聴いた。ひとりで暮らすことから夜中に
不安になって、「いのちの電話」に電話をかける
ということであった。そして、以前に内科の病院
に入院した際、医師や看護師から理不尽な対応を
受けて治療もせずに退院となったことを聴いてお

201X/2/18
担当ヘルパーと電
話

台所の片付けは終わり、印鑑等重要
なものを入れるところも作った。X
氏「ここで（台所ででも）寝れる」
と話したとのこと。

201X/2/26
面接

201X/3/3
面接

201X/3/16
担当ヘルパーと電
話

201X/4/27
面接

「ひきこもっている」
「自分は歩くのが遅いからいい」と
断る。

「エアコンと湯沸かしが壊れている
こと、台所の水漏れも大家に言わな
ければならないが、（家の中が散ら
かっていることもあり）なかなか言
えない。」

「夜中にび
、

く
、

び
、

く
、

病が出る」「ひとり
でいて不安になる。病院（内科的な）
に行かなければならなくなったらど
うしよう。」

「オモイ（重い）ことあってへこん
でた」「ごみを捨てに行ったらいわ
れもないことを（近所の人に）言わ
れた」

移動支援を提案する

「ご自分で言えない場合はお手伝い
します」

「夜中で役所もどこも閉まってし
まって不安になるんですね。

X 氏が変わってきている。片づけも
ご自分でされるとのこと。

「ご近所の方に何か言われている感
じだったんですね」

無理強いはしない方がいい。

ご自分で大家さんに言える可能性を
信じるようにしたい

び
、

く
、

び
、

く
、

病とは？ひとり暮らしだと
夜中が怖くなるのだ。

そういうこと（近所の人に何か言わ
れるのではという不安）からごみ捨
てに行けなくなりモノが溜まってい
くのかもしれない。

201X/5/31
面接

「今は片づいてきて部屋に入れるよ
うになった」
と顔が晴れやかである。

「外を１キロ歩いたら１キロやせた」
「大家とも話せてエアコンも修理で
きた」

家の中はだいぶん片づいている。モ
ノに埋もれてわからなかったが、
じゅうたんが敷かれていることを発
見する。
たった２カ月半でここまできれいで
きる。
　いっぱいいいものを持っておられ
る。強さを援助ができたらいいな。
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表２　Y 氏事例の経過記録
日時 本人もしくは状況・変化 援助者の働きかけ 分析・考察・所感

201X/3/9
初回面接

201X/5/1
無断外泊で Y 氏よ
り電話

201X/5/2

隣市より A 市に転居し、GH 入居、
就 B 通所することとなる。これに関
して、「作業所で、トップになるねん」
との意気込み。

「イライラして電柱を殴った。痛い
のとイライラで（B 市に住む）お母
さんのところに来ている」「GH の C
さん（GH と就 B の法人管理者）に
いえない。翌月の母の誕生日に会う
ことを C さんから止められたから」

夜 GH に帰ってくる。

「仕事はどうですか」

GH に連絡を取り、本日は仕方ない
ことを確認する。

母と連絡つかず、GH の C 氏と話し
合い、母親の支援者に連絡して実家
まで行ってもらう。実家でチャイム
を何度も鳴らすも応答なし。

まだ若いこともあり、可能性を伸ば
す援助を心掛けたい。

お母さんに会いたい気持ちも大事で
あるが、無断で GH を出てきてしま
うことの影響をどう理解してもらえ
ばよいのか。
GH の無断外泊は今年で 3 回目であ
るということをどう解釈すべきか。

201X/5/27
サービス担当者会
議

「仕事が楽しい。5 月は工賃がトッ
プになった。」

「通院時に医師より病気が治らない
といわれた」

GH に黙って出て行ってしまうこと
に対して、母と会うことは GH や野
球（本人が休日にしている）の際に
会うなどの方法を考える。
作業はよく頑張っている。小さな約
束なら守ることができている。（就
B 職員）

仕事に関して有言実行であることを
認めたい。
医師の意見はショックであっただろ
う。もっとフォローすべき。

201X/7/19
面接

「自立したい思いもあるが、通うの
がしんどいのでもう少し、就 B でが
んばる」

「携帯を持ちたいのであんしんサ
ポート（日常生活自立支援事業。以
下、あんサポ）に相談したい」

「GH の生活や仕事の状況はどうです
か」

「C さんにも相談してみよう。あん
サポにも相談する。」

いつも、10 円玉をもって公衆電話
で母と話しているのは今の時代どう
なのか。

り、そういうことになったらどうしようかと不安
になるとのことであった。
　４月 27 日の面接では、ごみを捨てに行くと近
所の人にいわれもないことをいわれたということ
を話してくれた。このことから、近所の人に何か
をいわれる不安からごみを捨てに行けなくなりモ
ノが溜まったことが考えられる。
６－２　Y氏の事例
①概要
　Y 氏は 30 歳代の男性で、知的障がいと衝動的
な症状がみられる疾患がある。Y氏との関わりは、
グループホーム（以下、GH と略す）から無断外
泊に関する相談であった。実家に帰りたいとする
Y 氏の思いを受け入れつつ、サービス担当者会議

を重ね、Y 氏がこうなりたいという希望に添える
よう、支援者と Y 氏を結び付けていった（Y 氏
は生育歴や疾患等多くの課題を抱えており、Y 氏
が実家にいることによって、家族間で互いの薬を
大量服用するなどの経緯があった）。Y 氏ははじ
め、就労継続支援 B 型事業所（以下、就 B と略す）
に通っていたが、彼自身の思いとしてしっかり働
きたいということから、就労を目標として就労継
続支援 A 型事業所（以下、就 A と略す）をとも
に探すことになった。そこで、①ハローワークの
同行、②就 A の見学、③面接等の付き添いなど、
Y 氏が自分でしたいと考えたことを尊重して寄り
添うことを心掛けた。
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201X/8/23
面接

201X/9/27
面接

「仕事は順調。野球も行ってるよ。
煙草も勝手に部屋で吸ったりはして
いない。約束守っている。」

「仕事を変わりたい。携帯もやはり
持ちたい。」

「E 君（同じ GH の入居者）みたい
にスーパーで働いたりしたい」

「C さんと話したけれど、携帯はま
だといわれたよ。」

「仕事のことも考えよう。携帯持つ
ために計画的にお金貯めるのはどう
かな。」

計画的にお金を貯める習慣が身につ
いてほしい。

201X/10/1
GH 職員より電話

201X/10/3
母より電話

201X/10/6
GH の C 氏と協議

201X/10/8
B 市実家からの帰路

201X/10/21
サービス担当者会
議

「本人がもどしているので帰せな
い。」

筆者に付き添われ就 B に戻る。
帰省中、計画的にためたお金で買っ
たゲーム機を母名義で売ってしまっ
た。就 B に戻る道中、どの職員がい
るのかが気になる様子。

「D さんと話したいなぁ」

Y 氏の希望「ハローワークに行きた
い（袋詰めの仕事がしたい）・携帯
電話を持ちたい」

捜索願を出すことについて、きちん
と理解してもらうため、自身で紙に
書いてもらう。

母親と会ったことから実家に行った
らしく戻らない。

薬がないと症状の悪化が懸念される
ため、薬を筆者が B 市まで届ける。

・母親との関係についてルールを決
める

・無断外泊について
　GH および筆者から、迎えに行く

ことは今後ない。
　無断で出ていき連絡が取れなく

なって、24 時間経過した時点で
警察に捜索願を提出する。

・仕事面
　筆者とハローワークに行ってみ

る。

母の支援者を介して、サービス担当
者会議での決定事項を手紙で知らせ
る。

待ち合わせ場所の B 市役所には Y
氏は訪れず、顔色の悪い母親と支援
者が現れる。Y 氏がいれば話もでき
たのに残念である。

A 市に戻り少し安心したような様子
である。

度重なる無断外泊に対して、捜索願
としたが、意味は理解できているの
か。

201X/10/24
面接

201X/11/1
ハローワーク同行

ハローワークに行くにあたってどの
ような仕事がいいかを話し合う。「木
工の仕事は好き」

「長所は木工の仕事で一番であった
こと。きれい好き。短所は気が短い。
昼間から眠たくなること」

「電車は苦手」

障がい者担当で相談を行い、自ら
PC を操作しての F 事業所（就 A）
を探す。

「Y さんの長所と短所はどんなとこ
ろかな」

「Y さんのいいところ、悪いところ
をしっかり伝えて、これからどうし
たいかも伝えることができればよい
と思う」

「どんな仕事がいいいかな」「どんな
ところか見学してみようか。」

仕事を決めるにあたり、ご自身のこ
とを理解して、継続できる仕事につ
いてもらいたい。

自転車で通所できる場所にある。
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②総合的評価
　5 月 27 日のサービス担当者会議（当該月初に
起こった無断外泊を主とした）では、GH を出て
行ってしまいたくなる思いをもっと聴くべきで
あったと反省される。それは、衝動性がみられる
という疾患による影響も考えられ、その際の医療
との連携（この日のサービス担当者会議には担当
PSW は多忙により欠席であった）やその時の思
いを拾いあげる作業が欠けていた。また、医師よ
り「病気が治らない」といわれた際の援助者とし
てのフォローもできていない。
　9 月 27 日の面接の際、「仕事を変わりたい。携
帯を持ちたい」という発言に対して、もっと真摯
に受け止めるべきであったと反省される。この時
に E 君の話もでており、E 君を目指してハロー
ワークに行くことや見学などを提案すべきであっ
た。
　そして、再度の無断外泊になり、筆者が薬を届
けたり、B 市まで迎えに行くことになった。また、
10月21日のサービス担当者会議の際にY氏に「捜
索願」出すことになると話したが、もっときめ細
やかな説明が必要であった。このサービス担当者
会議には、就 B 職員、同法人の GH 職員、移動
支援職員、法人の管理者、A 市生活支援課担当ケー
スワーカー、あんサポ職員と筆者という面々が連
ねており、Y 氏が質問できる雰囲気ではなかった。
　10 月 24 日の面接では、就労を目指して長所と
短所を考えてもらい、いいところ、悪いところを
しっかり伝えることや今後の希望を伝えることの
重要性を話した。そして、11 月 1 日のハローワー

ク同行を経て、F 事業所の見学、契約、通所と進み、
仕事に励んでいる姿は頼もしいものであった。こ
の経過記録にはないが、半年後くらいに筆者が F
事業所をたずねた際、仕事の最終工程を任される
までになっていた。

７　考察
　X 氏の場合、傾聴を心掛け、受容したことか
らホームヘルプサービス導入につながったと考え
られる。個人としてとらえ（11）、「本人のいるとこ
ろ」を起点とするアプローチから支援を受け入れ
てもらえ、ホームヘルパーとともに片付けるまで
になった。Y 氏の場合、かけがえのない個人で
あると受け止め、存在の尊重を心掛けて援助を続
けた。しかしながら、10 月 21 日のサービス担当
者会議における Y 氏への説明不足は個人として
存在を尊重している援助ではないことが明らかと
なった。その後、ハローワークにおいて、自身で
仕事を探すことをはじめ、見学で F 事業所と決
めたことは、自己決定の原則に則った援助であっ
たといえる。
　どのようなタイプのクライエントに対しても、
ケアマネジメント（原文ケースマネジメント）に
必要不可欠な三つの機能は、アセスメント、結び
つけ、モニタリング（12）であり、障がい者ケアマ
ネジメントにおいても、重要な機能である。X 氏
の事例では、アセスメントでクライエントの包括
的なニーズをすべてではないが気づくことができ
ていたと考えられる。モノがあふれてしまってい
ては環境衛生上の問題だけではなく、いろいろな

201X/11/9
F 事業所見学同行

201X/12/12

201X/12/26
面接

仕事の様子などを見学する。「作業
はできる」と気に入った様子。

F 事業所（就 A）に通所開始。

「仕事は楽しい」「お母さんに働いた
お金でクリスマスプレゼントを買い
たい」

「仕事はできそうかな」。

「F 事業所での仕事はどうですか。」

一般就労される方もいるとのこと
で、そのように続けばよいが。

自信につながって、仕事が続けられ
たらいい。
働いている実感を持ってもらえてい
る。
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モノが混在することから生活がしづらい。その
部分に対して早急に援助が必要であると判断し、
ホームヘルプサービスを導入（結びつけ）した。
そして、モニタリングを重ねる中、モノがあふれ
かえってしまった理由について、ごみを捨てに行
くと近所の誰かに会い、何かを言われるかもしれ
ないとする思いなどをくみ取っていった。Y 氏で
は、多くの事業者がかかわっている中で、Y 氏の
思いを代弁し、新しい就 A へと結びつけを行う
ことができた。モニタリングを行う中で就労した
いという決意に対して、就職するにあたって必要
と考えられる長所や短所の見極めなどを行ってき
た。
　このように、経過記録をまとめ総合評価を行う
事例研究から、それが理論に沿っていたものか、
あるいはソーシャルワークの原則に即していたも
のかを明らかにすることができた。また、経過を
まとめることから、実践の過程において評価でき
る点と反省すべき点が明らかとなった。実践を振
り返り、省察することが実践者には求められ、「省
察的実践者（Reflective Practitioner）」という姿
勢も重要であると筆者は認識している。省察的実
践者に関してドナルド・ショーンは、以下のよう
に説明している。「省察を通して、実践家はある
専門分化した実践の反復経験から育った暗黙の理
解を明らかにし、批判することができる。そして、
経験することになる不確実性や独自性という状況
の新たな理解が可能になる。（13）」
　そして、省察的実践について、「ク

、

ラ
、

イ
、

ア
、

ン
、

ト
、

の経験における事柄の意味を探求するには、それ
に応じた構えと能力が必要であった。反省（省察）
的（14）実践家は、クライアントとの反省的な対話
をとおして、自らの専門的熟練の限界を見出そう
としている（15）」とあり、実践者がクライエント
の経験における事柄の意味を探求する姿勢が重要
で、それに対して実践者は、反省的な対話で臨む
ことが求められる。（16）

おわりに
　本研究は、岩間の事例研究手法を拠り所として、
２事例を提示して考察を進めていった。しかしな
がら、本研究では、サービス担当者会議は頻回に
行ったものの岩間の提唱するケースカンファレン
スを経ておらず、これは筆者のこれからの課題で
ある。ケースカンファレンスとは、事例研究の一
つの手法であり、重要な解決策を導き出すこと、
および複数の援助者や機関との連携と協働のため
の手法である（17）。筆者が所属する大阪社会福祉
士会では、岩間の提唱する手法に則って事例検討
会を実施しており、今後は事例提供を実施するこ
とから事例研究を進めていきたい。
　また、相談支援の課題に関して本稿では紙面の
関係上触れられなかったが、相談支援専門員の資
質の問題（18）や、基本相談支援の実態（19）なども
今後は研究の題材としていきたい。

（いとう　さちこ：一般社団法人 友愛 代表理事）

注
（ 1 ）　見田宗助著『現代社会の社会認識』弘文堂、
　　1979、139-140 ページ。

（ 2 ）　本稿では原則として「障がい」と表記する。
ただし、法令等に定められている用語は「障
害」と記す。

（ 3 ）　 相 談 支 援 に 関 し て 北 野 は、supporting 
counseling でもなければ counseling support
でもないとすれば相談業務とそのあとの
+ α（支援）であると説明している。朝比奈
ミカ・北野誠一・玉木幸則編『障害者本人中
心の相談支援とサービス等利用計画ハンド
ブック』ミネルヴァ書房、2013 年、11 ページ。

（ 4 ）　岩間伸之「ソーシャルワーク研究における事
　　例研究法」『ソーシャルワーク研究』Vol.29、
　　No.4、2004 年、36-37 ページ。

（ 5 ）　岩間伸之「ソーシャルワーク実践の潮流と
　　ケースカンファレンスの位置」『ソーシャル

ワーク研究』2013、vol.42、No.1。8-9 ページ。



55相談支援における援助の実際

（ 6 ）　前掲書（4）、38-39。
（ 7 ）　「障害者ケアガイドライン」平成 14 年 3 月

31 日、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉
部 https://www.mhlw.go.jp/topics/2002/03/
tp0331-1.html2018 年 8 月 17 日閲覧。

（ 8 ）　Stephen M. Rose Cace Management and 
　　Social Work Practice Longman Publishng 

Group、1992、白澤政和・渡辺律子・岡田進
一監訳『ケースマネジメントと社会福祉』ミ
ネルヴァ書房、1997 年、53-55 ページ。

（ 9 ）　岩間伸之著『援助を深める事例研究の方法 -
　　対人援助のためのケースカンファレンス』ミ

ネルヴァ書房、1999 年、22 ページ。
（10）　障害者総合支援法上は「居宅介護」といい、

介護保険法上は「訪問介護」であるが、本稿
では、基本的にホームヘルプサービスと記す。
ホームヘルプサービスに関する事例研究につ
いては以下を参照されたい。伊藤幸子「ホー
ムヘルプサービスの実際からみた自立を指向
した援助の意義」『日本社会福祉士』9、2002
年、106-112 ページ。

（11）　F .  P .  B i e s t e k  T H E  C A S E W O R K  
　　RELATIONSHIP Loyola University Press、
　　1957、尾崎新・福田俊子・原田和幸訳『ケー

スワークの原則 - 援助関係を形成する技法
〔新訳版〕』、1996 年、37 ページ。

（12）　前掲書（8）、55 ページ。
（13）　Donald A Schon The Reflective Practitioner : 

How professionals think in action London 
Temple Smith、1983、佐藤学・秋田喜代美
訳『専門家の知恵――反省的実践家は行為し
ながら考える［抄訳］ゆみる出版、2001 年、
105 ページ。

（14）　Donald A Schon The Reflective Practitioner : 
How professionals think in action London 

　　Temple Smith、1983、柳沢昌一、三輪建二
　　監訳『省察的実践者（Reflective Practitioner）

とは何か』Ⅴページ。
（15）　前掲書（13）、147-148 ページ。

（16）　実践における研究について、ドナルド・
　　ショーンは実践者が「実践の中の研究者

（researcher-in-practice）として働くときは、
実践それ自体が刷新の源泉になる。不確実性
によって生じた誤りを認識することは、自己
防衛の機会ではなく、むしろ発見の源泉とな
るのである。（前掲書（14）、317 ページ。）」
と述べており、筆者も省察的実践者であり、
実践の中の研究者でありたいと考え、本研究
を実施した。

（17）　前掲書（5）、8 ページ。
（18）　相談支援専門員の責務に関して、アセスメ

ントに際し、相談支援専門員は、利用者が自
立した日常生活を営むことができるように、
支援する上で解決すべき課題について把握す
ることが求められ、これらを行うためには、
面接技法について、研鑽を積まなければなら
ない（「障害者の日常生活及び社会生活を総
合的に支援するための法律に基づく指定計画
相談支援の事業の人員及び運営に関する基準
について」2012年3月30日 障発0330第22号）
とある。つまり、相談支援専門員は、相談支
援業務を実施するにあたって、面接の技術お
よびケアマネジメントの知識等が求められる
と理解できる。また、長谷川唯・桐原尚之は「相
談支援専門員は実務経験と研修修了の要件を
満たせばその資格が得られる」と資格要件の
問題点を指摘する（長谷川唯・桐原尚之「障
害者自立支援法における相談支援事業の仕組
みにかんする考察 - これからの相談支援事業
の方向性を探る」『立命館人間科学研究』28、
2013 年、95 ページ。）。一方、周知のごとく介
護支援専門員は都道府県による介護支援専門
員実務研修受講試験が課せられている。

（19）　北野はシステム管理型相談支援と決められた
　　サービスや範囲に当てはまらない相談 and
　　フォローアップ型相談支援があると示してい

る（前掲書（3）、12 ページ。）。筆者が最近
クライエントに同行した福祉サービス以外の



56

機関では、ご近所トラブルでの警察署、労働
問題での労働基準監督署、債務問題での法テ
ラス、携帯電話ショップ等々がある。
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若者を支援することの意味
〜大阪市平野区における高校生の支援の取組みを例に〜

塩　川　　　悠　　北　口　勝　紀
小　橋　智　子　　宍　倉　忠　夫

サマリー
　生活困窮者自立支援法の本格施行にともなっ
て、大阪市平野区ではこどもの学習支援事業（現：
こどもの学習・生活支援事業）として、「ひらの
青春生活応援事業」を立ち上げ、高校生支援に取
り組んだ。自治体が主体となって高校生世代の支
援に乗り出すことは全国でもまだ珍しい。「40 代
の早期支援」として始めたこの事業では、発達障
がい、知的障がい、若年妊娠、児童虐待など、若
者を取り巻くさまざまな課題と直面することに
なった。将来の生活基盤を支える仕組みを、関
係諸機関や地域のボランティアとともにチームを
組みながら構築するうちに、平野区の組織的な連
携力が向上した。不可欠だったのは、高等学校と
の連携、生活困窮者自立相談支援事業との一体的
運用、民間企業や地域活動を行う方々の協力だっ
た。「高校生」がきっかけとなり、平野区地域福
祉計画のめざす地域共生社会の実現が芽生えつつ
ある。

キーワード
こども・若者、こども・若者育成支援推進法、
生活困窮者自立支援法、こどもの貧困、
就労支援、地域共生社会
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６　おわりに
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１　はじめに
1－1　ひらの青春生活応援事業について
　「ひらの青春生活応援事業」（以下「青春事業」
とする。）は、さまざまな理由により不登校にお
ちいる恐れのある高校生一人ひとりに合わせた高
校生活の定着と卒業をめざす個別支援である。教
育機関や福祉機関、保護者（本人もあるが数は少
ない）などから相談を受け、生徒との初回面接に
おいて高校生活や家庭の状況、趣味や時間の過ご
し方などを支援員と共有し、悩みや課題をアセス
メントする。長期目標と短期目標を立て、「高校
卒業」あるいは「進級」のために必要な取組みを
生徒とともに確認する。在学校での卒業をめざす
方がいいこともあるが、場合によっては転学や休
学などを組み合わせながらゆっくり卒業すること
をめざす場合もある。また、生徒本人に会うこと
ができない場合、学校の先生や保護者との面談に
よって間接的に高校卒業や転学のための情報提供
などを行うことも少なくない。
　高等学校に在学していることが事業利用の要件
となっており、公立全日制高校だけではなく、平野
区民であれば私立、単位制、通信制など高校の種
別は問わず利用できる。また連携高校内であれば、
平野区外の生徒も高校内での利用が可能である。
　平成 30 年度までで 55 名の生徒がこの事業を利
用し、84％の高校生活に前向きな変化が見られた

（評価対象は 51 名）。

1－ 2　なぜ高校生だったのか
　本事業の構想が始まったのは事業開始の２年
前、平成 26 年度のことである。当時の藤井清美
区長は、区役所の子育て支援施策の中で 15 ～ 18
歳の部分が空白となっていることを指摘してい
た。平野区は若年層の生活困窮問題が目立ってお
り、生活保護受給中の母子世帯数は市内でも第１
位となっている。そのような中、「貧困の連鎖」
を断ち切るには、若年層の出口であり社会人の入
口となるハイティーン世代に対する支援を丁寧に
行うことこそが具体的かつ着実な成果につながる
という強い思いがあった。
　支援施策が空白であるということはすなわち

「課題が未発掘」（まだ課題と出会っていない）、
「ネットワークの欠如」（まだ関係先と出会ってい
ない）を意味する。まずは庁内の関係者が集い「高校
生」をテーマに話合いを行った。その結果、区内の
公立高等学校との意見交換会が実現したのである。

２　高校生世代を取り巻く課題と出会う
2－1　平野区長と高等学校校長の意見交換会
　平野区内には４つの府立高校（平野高等学校、
長吉高等学校、東住吉高等学校、東住吉総合高等
学校）があり、加えて隣接する生野区の勝山高等
学校に通う生徒は、当時約３割が平野区民という
状況であった。平成 27 年度より、これらの連携
５高校とともに、平野区長と庁内各課長との意見図１　青春事業の取組み

図２　青春事業取組みの効果
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交換会の場を設けることとなった。
　この会では、意見交換の他、学校側と区役所側
それぞれから情報提供が行われた。当時、校長先
生たちにもっとも感謝してもらえたのは「生活保
護世帯のアルバイト収入の取り扱い」についての
説明であった。教員たちは生活保護制度について
知る機会がなく、多くの教員が「生活保護世帯は
働いてはいけない」と思い込んでいた。生活保護
制度の基礎控除や未成年控除、申告により目的の
ある預貯金が認可されているなどの情報は、教員
らにとっては非常に実務的で、明日から使える情
報であるということでとても喜んでいただけた。
　各校長からは学校現場の現状をお話しいただ
き、ブラックアルバイト問題や高校就学費の未手
続問題、外国ルーツの生徒に対する支援や親不在
家庭の存在など、家庭に頼ることのできない生徒
らの深刻な状況も報告された。
　この意見交換会の取組みが契機となり、青春事
業ではさまざまな生徒を画一的に支援することな
く、一人ひとりに合わせた丁寧な支援を行う個別
支援の形をめざすこととなった。この意見交換会
は、今でも年に２度開催され、福祉課題のみなら
ず災害課題や区政に関する情報提供など貴重な情
報共有の場となっている。

2－ 2　居場所と出会う
　個別支援を行う上で必ず必要となるのは「出口」
である。アセスメントをして個別面談だけを重ね
ても、支援員が変わってしまえば生徒たちはまた
孤立する。一人ひとりに合わせてなんらかの「居
場所」をみつける必要がある。幸いにも平野区に
は、長吉高等学校内に大阪府教育庁の事業である

「居場所カフェ」がすでにあり、これが一つのモ
デルとなった。青春事業のために用意された小さ
な居場所（４～５人）から少し大きな居場所（10
人規模）へのステップアップとなる「届く階段づ
くり」がキーワードとなった。
　学校内であれば「居場所カフェ」がなくても、「ク
ラブ活動」や「生徒会」などがそれにあたること

があり、学校外であれば「こども食堂」や「ボラ
ンティアサークル」、「発達障がいの会」などのピ
アグループなど、意外にもその数は豊潤にあるこ
とが分かった。こういった場所への所属感が自己
肯定感に正の効果をもたらすことはマズローの５
段階欲求の理論として有名なところである。

2－ 3　就労移行期の支援を生活困窮者自立相談
　　　　支援機関とともに
　「卒業はなんとかなっても、そのあとが心配な
子も、ようけおるんです」。とある教員の言葉が
きっかけで、就労移行期支援の必要性に気づいた
のは本事業の大枠が決まった頃だった。西成高等
学校の山田校長の言葉を借りれば、高等学校は「最
後の砦ⅰ」である。高校からの支援と情報を途切
れることなく次の機関（就労場所を含む）に引き
継げる仕組みづくりが必要であった。
　就労移行期にはさまざまな問題があり、ブラッ
クアルバイトに取り込まれて正社員をめざすこと
なく安価な労働力と化してしまうこともあれば、
ひきこもりがちな生徒たちやコミュニケーション
が苦手な生徒たちなどが早期に離職してしまった
り、進路が未決定なまま放置されてしまうことも
懸念されていた。
　若者の社会生活スタート期の支援は生活困窮者
自立支援事業における各種の支援と共通点が多い。
　生活困窮を未然に防止する意味でも、青春事業は
くらしサポートセンター平野（生活困窮者自立相
談支援機関、以下「くらサポ」という。）との一体的
運用により切れ目のない支援体制を構築してきた。
　教員やくらサポの支援員も含めた振り返り会議
を在学中のうちに行い、「これまで支援してきた
人」と「これから支援していく人」がスムーズな
連携体制の中で安心して支援が引き継がれる環境
づくりに努めている。平野区では、児童養護施設
などの社会的養護を経験した生徒も少なくないた
め、自立生活のスタート期には施設退所後のアフ
ターケアを含め、こども相談センターも含めて事
例検討と方針の共有を図っている。
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３　高校生の事例とくらしサポートセンター
　　平野（生活困窮者自立相談支援機関）
　これから事例を紹介するが、事例については本
人とわからないよう概容を変えているとともに、
本人に掲載の承諾を得ている。

3－ 1　事例1　Aくんとこども食堂

チーム支援：青春スタッフ、くらサポ、高校
教員（担任、保健室、生活指導）、協力企業（管
理職、現場管理者）、こども食堂スタッフ

ひきこもり生活から登校するまで
　A くんは、単位制高校で４年目を迎えていたが
１年目からさみだれ登校となり２年目からはひき
こもり状態であった。食事がとれているか、家で
どのように過ごしているのか教員も非常に心配し
ていた。着衣や頭髪といった身だしなみにも無頓
着で、当初の家庭訪問では彼の卒業はかなり難し
いと予見されていた。
　ところが、支援員の「『ひらのドーナツ（青春
事業の少人数居場所）』においでよ」という言葉
に「うん」と一言だけ答えた A くんは、翌日か
ら支援員に会いに来るようになった。これには支
援員も教員も驚いた。登校時間になると保健室の
先生が身だしなみをチェックした。支援員と会う
周辺時間の授業にも出席するようになった。めざ
ましい変化だった。
　ただ、気になる言葉があった。「休憩時間の過
ごし方がわからない」。実は青春事業利用生徒か
らはよく耳にする言葉である。「昼休み、僕らお
るからおいでや」と誘われ、A くんは支援員とと
もにトランプや好きなアイドルの話をして過ごし
た。人生で初めてという「誕生日会」も開いた（こ
ういった文化体験に触れる機会の少ない生徒も
多い）。きづけば A くんは青春事業のメインメン
バーとなり、８か月後、「高卒認定試験」との組
み合わせによって「高校卒業」が見えてきた。

卒業までに「居場所」が増えた
　「卒業」と同時に「卒業後の生活」を考えなけ
ればならなかった。学校の支援が途切れる前に次
の「居場所」につながることが期待されていた。
かねてから食生活が気になっていたため、１日だ
けのレクリエーションのつもりでこども食堂のボ
ランティアに誘ってみた。彼はいつもの「ええで。
暇やから」と返事した。用意したのは 20 人分の
カレーうどん。スタッフさんに、「次から一人で
来てもええんやで」と言ってもらったことがきっ
かけで、A くんは２年たった今でも欠かさずこの
ボランティアに通っている。居場所につなぐこと
ができた例である。
　また、彼は卒業前の冬休み「くらサポ」に相談
して、協力企業での「職場見学・体験」を用意
してもらった。携帯電話を持たない A くんと連
絡がとれる状態にしておきたかったという事情も
あった。冬休み、彼は介護現場で車いすのチェッ
クや食事テーブルの消毒などの仕事を体験し、職
員らと昼ごはんを食べてから帰る、一日２～３時
間程度の体験を始めた。A くんは食事代を差し引
いて 150 円が手元に残ることになり、そのお金で
こども食堂のこどもたちにこっそりお菓子を買っ
ていた。お菓子を買い与えることは禁止されてい
たが、彼の優しい一面にはみんなが感動した。そ
して今では、できることが増え、アルバイト就労
として同企業で就労することができるまでになっ
ている。遅刻を治すことが課題で、今でも数か月
に一度は関係者みんなで振り返り会議を行い、生
活課題や就労態度の振り返りを行っている。
　
3－ 2　事例２　「卒業が不安」と話したBくん

チーム支援：青春スタッフ、くらサポ、教員
（担任、生活指導）、しごと情報広場、ハロー
ワーク、協力企業、エルムおおさか（大阪市
発達障がい者支援センター）、就労移行支援
事業所
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社会が怖いから卒業しなかった
　「卒業はうれしくありません」「社会に出るのが
不安で不安で」。こう話す B くんは卒業を迎える
ときには 21 歳だった。支援員は卒業までを寄り
添うとともに、卒業後にどのような社会生活を送
ることが彼にとっていいのか悩んでいた。教員か
らは、B くんの偏りのある単位の取り方や独特の
こだわりなどを例に、発達障がいの疑いについて
示唆されていたが、当初は保護者も受け入れには
消極的であった。また、すでに成人期を迎える彼
が仕事に就かないことも受け入れられない様子
で、B くんは家族からの言葉をプレッシャーに感
じていた。
　「時間をかけて自分の発達凸凹を理解すること」

「彼がやりたいことは応援しよう」と方針を決めた。
幸い、平野区役所の１階にはハローワークの支所
窓口があったので、支援員は B くんとともに、求
人票を一緒に見たり（求人票の出ているスーパー
を偵察に行ったり）、ハローワークのスタッフに求
人票の内容を相談したりした。遠慮がちな B くん
は「もう僕は卒業したのに（支援員さんの時間を
とるのは）申し訳ない」と言い、自分ひとりでハロー
ワークに通う日々となった。ハローワークの奥に
ある「しごと情報ひろば」のスタッフにも、身の
上相談も含めて自分から話すようになった。
　就労体験の可能性も含めて、関係者一同でくら
サポに集まり、彼にできることが何か、彼をどう
支えるかを話し合った。またくらサポでは保護者
との面談も重ねながら彼を長期的に見守る支援体
制をつくることをめざした。

「できること」に「きづくこと」
　職場見学に協力してくれる企業の方が現れ、工
場内軽作業の見学に行ったとき、B くんは初めて

「自分にもできることがあると思った」と語った。
　その後、区役所内でボランティアとして工場内
でみたのと似たような経験を試みた。実際にやっ
てみて「できる」を支援員と共有した。B くんは
少しずつできることとそうではないことを口に

し、発達障がいの認定を受けることを自分から提
案した。くらサポの職員とともにエルムおおさか

（大阪市発達障がい者支援センター）に行き、認
定の受け方やその後の支援などの助言を行っても
らうことになった。認定には長い時間がかかるが、
B くんは、時折くらサポや支援員に現況を伝え、
またハローワークの職員にあいさつをしに来るな
ど、私たちとの関係を律儀に続けていた。話の大
半は「仕事はしたくない」という内容だったが、
彼の後ろ向きな発言と、うらはらに前向きな行動
は実に素直でほほえましく、この日々の出来事を
きっかけに、ハローワーク、くらサポ、しごと情
報ひろばの連携は深まった。今は障がいの認定を
受け、エルム大阪の助言もあって、就労移行支援
事業所で自販機の検品の仕事に就いている。
　B くんの場合、卒業移行期の丁寧な支援が必要
であった。障がい認定を受けるかどうかにおいて
は彼も家族も時間を要した。くらサポとの一体的
な運用は、切れ目ない支援を実現し、彼の気持ち
の変化とともに、彼と家族にさまざまな受容と変
化を見せた上、B くんのひたむきな姿がきっかけ
となり、区役所内部の組織連携力も向上した。

3－ 3　事例３　10代で母となったCさん、Dさん

チーム支援：（C さん）青春スタッフ、くら
サポ、保健師、高校教員、医療機関 MSW、
子育て支援室

思いがけない妊娠と「産みたい」という強い思い
　C さんは青春事業につながったころ、18 歳で
妊娠し、全日制の高校の通学をあきらめようとし
ていたところだった。青春事業の支援員と出身高
校の教員とで話し合い、退学するのではなく、通
信制高校へ転入して休学制度を使うことを勧め
た。C さんの場合、経済的に出身家庭に多くを望
める状況にはなく、学費も出産費用もほぼ同い年
という若さの夫の収入を頼らざるを得なかった。
夫もまた、家族を頼れない複雑な家庭環境の中で
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育っていたが、まじめに働いて C さんとの関係
を保持していた。当初は、この厳しい経済状況の
中、いつまで夫婦や親子の関係が保てるか支援員
らは心配していた。

チーム支援で子育ての孤立を防ぐ
　若年層の妊娠を取り巻く環境は、精神的にも経
済的にも厳しい。支援員は、「こういったこども
たちの中には、『自分は育児をされた経験がない』
と感じていることも多く、『こどもには親がして
くれなかったことをしてあげたい』と強く思って
いる」こと、「さまざまな機関からのアプローチ
や本人のモチベーションがあれば、豊かに暮らし
ている高校生マザーズはたくさんい」ることを強
く語っている。
　C さんの場合は、出産時に医療的なアプローチ
と退院してからの保健師の関わりが必要だったた
め、ケースカンファレンスが開かれ支援員が参加
した。C さんは健康や生活指導など、とにかくい
ろいろ言われるのが嫌で、当初は保健師の訪問を
避けていたが、支援員の提案で訪問が嫌なら区役
所で会おうということになり、少しずつ距離が縮
まって、今は自分から子育て相談ができるように
なっている。出産を機に休学していた通信制高校
に復学するため、支援員と保育所入所の資料も一
緒に作成し、時折夫との面談も行うことで、夫が
一人でストレスを抱えないよう配慮した。現在復
学２年目であり、とれる単位の取得を目標に少し
ずつゆっくりと卒業をめざしている。

母親のスタート支援
　母になると彼女ら自身の話をそのまま聞いてく
れる人が極端に少なくなってしまう。すべてその
先にある「赤ちゃん」に視点が集中し、彼女らに
とっては耳の痛い話ばかりされるので拒否的な関
係になってしまうことも少なくない。彼女らもま
だ未成年で話を聞いてほしい。彼女らの気持ちの
吐き出しをただそのまま傾聴する存在として、青
春事業のスタッフは他の支援員とは少し異なった

役割を果たしており、これらのものがチーム支援
としてかかわることが大切だと認識した。

当たり前の「幸せ」に気づく
　今となっては 20 歳を超え、子育てと高校生活
を両立しているＣさんは、自分の幸せについて聞
かれたとき、「『家族の健康』と『こどもの成長』。
　当たり前かもしれないけど、それが幸せ」とぽ
つりぽつりと口にした。昔の自分はそうではな
かったことを支援員に指摘されると素直にみと
め、「でも今は、お金はなくてもいい。生活が苦
しくてもいい。家族の健康が大事」と強調した。
　当たり前の幸せを口にするまでに彼女は長い時
間がかかったように思う。高校生は大人になり、
いずれ家庭を築く。高校生の支援は早期の家庭支
援にもなりうることを伝えていきたい。

４　平野区地域福祉計画第２期に込めた思い
　平野区では平成 29 年７月に第２期となる平野
区地域福祉計画を策定した。地域共生社会をめざ
す本計画の取組み方針と青春事業における関わり
を紹介する。
4－ 1　「民助」という考え方
　地域福祉を構成する３要素は防災のそれとあわ
せて「自助」「共助」「公助」で示されることが多
い。平野区はこの「共助」から派生した役割とし
て、加えて「新たな民助」という名で「民間団体
のさまざまな社会活動」を位置付けている。企業
内での職場体験や NPO 団体による高齢者等の送
迎サービスなどがこれにあたるとし、地域包括ケ
アシステムなどの流れとともに、このような取組
みが増加していくことに期待を寄せている。
　青春事業では、一人ひとりの高校生に合わせて、

「出口」や「居場所」を探している。こども食堂
や企業の職場見学・体験などは「民助」の実例で
ある。高校生の着物体験なども地域の方の「民助」
として協力を頂いた。このような少しずつの民助
の結集が、人口の多い平野区において、地域福祉
の大きな力になることをめざしている。



63若者を支援することの意味

4－ 2　循環する「セーフティネット」の構築
　平野区地域福祉計画では、地域の相談窓口（ア
ンテナ役）から専門の相談窓口（福祉機関や病院
など）にスムーズにつながり、専門支援（福祉サー
ビスの導入や治療）ののちに地域で見守られる状
況に戻るまでの様子を描いている。こういった取
組みを脈々と続けていくためには、地域支援者た
ちとの交流などによる支援機関同士の連携力の向
上と事例のフィードバックが不可欠である。
　平野区では全体会として平野区社会福祉協議会
が「平野区セーフティネット連絡会議」、一部の
地域では地域包括支援センターが「地域支援者交
流会」を開くなど、さまざまな支援者の顔の見え
る関係づくりをめざしている。青春事業では年に
１度「ひらの青春ローカリティ」と題して、高校
生支援の現状と課題をフォーラムという形で発信
し、地域の方々と支援員との交流、若者を見守る
地域の機運づくりをめざしてきた。３年間で 356
名がフォーラムに参加し、新たな気づきと出会い
を得たと確信している。
　そして、令和元年６月には、青春事業の取組み
報告を 10 個のコンテンツとコラムなどに整理し
てまとめた「ひらの青春ガイドブック」を作成し、
高校生を取り巻く環境と支援のあり方について、
平野区から広く他の地域にも発信していけるよう
取組みを展開しているところである。

4－ 3　障がいのある人もない人もくらしやすい
　　　　平野区へ
　青春事業にはいわゆる「ひきこもり予備軍」も
少なくなく、その背景に発達障がいや知的障がい
などの疑いがある生徒や精神疾患の症状のある生
徒らもいる。平野区地域福祉計画では特に「障が
いがある人もない人もくらしやすい平野区へ」と
いうスローガンのもと、一人ひとりの暮らしのあ
り方を考えている。特に仕事の支援においては、

「障がいがあってもなくても働きやすい平野区へ」
というテーマに、障がい者手帳の有無にかかわら
ず就労支援にかかわるすべての機関が、一人ひと
りに合わせたよりよい支援を提供しあえるよう
に、連携会議での事例共有や職場見学を通じて、
お互いの理解を深める取組みを続けている。

図３　平野区の地域福祉推進イメージ

図４　平野区のめざす地域のセーフティネット

図５　ひらの青春ガイドブック表紙
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５　高校生を支援することでわかったこと
5－1　教育・福祉・就労を連結する「高校生」
　事例一つひとつをきっかけに、さまざまなチー
ム支援が構築されたのは前述の事例のとおりであ
る。青春事業は、さまざまな課題が交錯する「思
春期」の支援だったからこそ、これらの支援機関
と教員との連結を可能にした。どの支援機関を
とっても、その役割を逸脱しない範囲で協力しあ
うことができた。どこか一つの機関に頼るのでは
なく、生徒のその時のテーマに応じて前に出る支
援員が変わる。教員とのつながりを得意とする青
春事業と、福祉機関や企業とのつながりを強めて
いるくらサポが協働することにより、若者らが途
切れることなく就労移行期の生活基盤が支えられ
るチーム支援の仕組みが構築された。

5－ 2　職場体験の効果
　青春事業の場合、特に出口部分の特徴と決め手
を担っているのは協力企業の存在である。「見学」

「体験」「練習」そして、できることが増えてやっ
と「仕事探し」になる。不登校などの経験がある
生徒はどうしても社会に対して不安がある。少し
ずつ「慣れ」につきあってくれる社会の存在は大
きい。
　若者は、無理にひっぱらなくても、安心すれば
自分たちで行動する力を持っている。ギャップは
そこから少しずつ埋めていけばいい。若者はゆっ
くり大人になっていくということを、大人になり
すぎた私たちは忘れていたのではないだろうか
と、こちらの心が改まる。職場体験は、ゆっくり
成長することを効率的に支えてくれる重要な仕組
みであり、協力企業との出会いを一つひとつ丁寧
に受け入れる仕組みづくりが必要である。

5－ 3　これからの課題
　本稿において、若者支援の意味を、高校生自身
の意欲喚起のみならず、関係各機関の連携力の向
上と地域共生社会の実現の契機ととらえた。その
うえで本稿のまとめとして、今後の課題を３つ提

言しておきたい。
　１つ目は、事業としてのエリア展開である。校
区のない高等学校、あるいは市域やブロックに１
か所の支援機関との連携、そして協力企業を広域
で確保する観点からも、隣接区域での活動を可能
にする展開を今後期待したい。
　２つ目は、区の後方支援体制である。青春事業
は受託事業者主導により一人ひとり自由な支援を
可能にしてきたことで、多くのことを展開できる
ようになったが、後方では区の担当者も、一つひ
とつのケースに応じて出口づくりを積極的かつ協
働的に行う不断の努力が必要だった。今後はこの
ような行政側の後方支援の在り方を見える化して
引き継いでいくことが課題である。
　そして３つ目が、私たち大人の「ゆとり」にか
かわることである。教員も支援員もそして保護者
らも、目の前の業務や家事に追われ、気になるこ
どもがいたとしてもなかなか関わりのチャンスを
待つゆとりがないことをよく耳にする。少し目を
離した間にこどもたちは、あっという間に自ら中
退後の進路（主にアルバイト生活）を決めてしま
う。中退を決めてからの関わりはかなり難しい。

「忙しい大人たち」に囲まれた若者は、周りに迷
惑をかけないようにするかのごとく、一人で判断
してドロップアウトしてしまう。若者は大人たち
に余裕がないことを本能的に察知していると感じ
る。大人たちの「ゆとり」が若者たちの空間を豊
かにし、若者たちが発信するさまざまな SOS や
好奇心をキャッチできると信じている。

６　おわりに
　本稿は、現在の青春事業の担当者で寄稿するこ
とにしたが、事業構想から実現に至るまでは、多
くの職員がかかわり、プロジェクトチームとして
丁寧に作り上げて現メンバーへバトンタッチして
きたことで、今のかたちとなった。当時の藤井清
美区長、諏訪俊也副区長をはじめとして、本事業
を明るく支え、応援してくださった青春メンバー
一同（とりわけ創設期に日々「青春」を語り深め
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た小山正典氏と丸山哲生氏）に感謝をしたい。ま
た本事業は青春事業とくらサポの受託事業者と
の協調なしには行うことができなかった。事業開
始から３年間（2016-2018）、多くの高校生と大人
たちに気づきを与えてくれた一般社団法人 office
ドーナツトークと平野区社会福祉協議会のみなさ
まにも感謝の気持ちをお伝えして本稿のしめくく
りとしたい。なお、本稿は青春事業の３年間を熱
く長く応援してくれた平野区長稲嶺一夫氏の定年
のご退職にあたり、執筆メンバー一同より想いを
込めて寄稿するものである。

（しおかわ　はるか：平野区役所　保健福祉課担
　　　　　　　　　　当係長）

（きたぐち　まさのり：平野区役所　保健福祉課
　　　　　　　　　　　長代理）

（こばし　ともこ：平野区役所　保健福祉課係員）
（ししくら　ただお：平野区役所　保健福祉課長）
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page/0000394288.html
・ひらの青春ガイドブック（平成 31 年３月）
・一般社団法人生活困窮者自立支援全国ネット

ワーク「第５回生活困窮者自立支援全国研究交
流大会資料」（平成 30 年 11 月）

注
ⅰ　第５回生活困窮者自立支援全国研究交流大会

分科会「自治体の役割を問い直す」10 代後
半期以降の若者支援と自治体への期待から進
路・就労の課題に向き合う自治体施策とは
･･･ ？～においてパネリストの西成高校山田
勝治校長が表現した言葉。
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おおさか介護サービス相談センターの
これまでの取り組みと現状

蔵　野　和　男　　綾　部　貴　子

サマリー
　平成 12（2000）年４月から介護保険法が施行
され、介護保険サービスの苦情相談窓口である「お
おさか介護サービス相談センター」が、平成 12

（2000）年 10 月に設置された。
　開設後、20 年近く経過し、地域包括支援セン
ターの開設、介護予防事業の創設など介護保険制
度の改正、介護保険サービス利用者及び家族の意
識の変化など、苦情相談内容も様変わりしている。
　本論では、これまでの「おおさか介護サービス
相談センター」の取り組みと現状について述べる。

キーワード
介護保険制度、地域包括支援センター
苦情相談

目次
１　はじめに　
２　おおさか介護サービス相談センターについ
　　て
　２－１　センターの相談業務
　２－１－①　一般相談
　２－１－②　専門相談
３　おおさか介護サービス相談センターの取り
　　組みと現状
　３－１　新規・継続別の相談件数推移
　３－２　利用者との続柄別での相談件数推移
　３－３　利用者の要介護度別に関する相談件
　　　　　数推移

　３－４　利用者の居住状況別の相談件数推移
　３－５　苦情相手別の相談件数推移
　３－６　相談方法別相談件数推移
　３－７　相談内容項目別相談件数推移
　３－８　相談に対する最終的な対応

１　はじめに
　平成 12（2000）年４月に介護保険制度が始ま
るにあたり、大阪市は保険者として介護保険に関
する情報提供や苦情相談について、中立的な立場
に立って解決を図るため、当時大阪市の介護保険
事業を審議していた大阪市介護保険事業計画策定
委員会の提言を受けて、平成 12（2000）年 10 月
に任意団体として、「おおさか介護サービス相談
センター」（以下「センター」という。）を設置した。
　介護保険サービスの利用者からの相談だけでは
なく、介護保険サービスを提供している事業者か
らの相談にも応じることにより、介護保険サービ
スの質の向上を図った。
　市区町村単位で介護保険の相談を受ける第三者
機関による窓口の設置は、全国で初の試みであっ
た。
　センタ－事業開始から 20 年近く経過し、相談
延べ件数は約 57,000 件となっている。2 では、セ
ンターの概要について、3 では、センターの取り
組みとセンターに求められる役割として今後の展
開について述べていく。
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２　おおさか介護サービス相談センターに
　　ついて
２－１　センターの相談業務
　センターでは、介護保険サービスなどの提供を
受けている又は受けようとしている大阪市内の高
齢者やその家族からの相談、大阪市民に介護保険
サービスを提供している事業者などからの相談に
対応し、公正・中立的な立場で話し合いによる問
題の解決を図っている。
　相談日時は、土曜・日曜・祝祭日を除く平日の
午前９時～午後５時、相談料は無料。電話や来所
のほか、メールによる相談も受けている。また、
匿名での相談にも応じている。

２－１－①　一般相談
　センターには、主任介護支援専門員の資格を有
し、かつ介護保険サービスの事業所などの現場経
験を有する一般相談員３名が常駐し、相談に応じ
ている。また、福祉、保健、医療、法律の４分野
の専門相談員が 20 名所属し、専門的な助言等が
必要な場合は、一般相談員が専門相談員に助言を
求め、利用者又は事業者に助言内容を返している。

２－１－②　専門相談
　当事者間への介入が必要な場合には、利用者及
び事業者の同意を得て、専門相談の対応を行って
いる。ここでは、専門相談員２名で対応すること
を原則としている。
　第１段階では、相談者と面談し、苦情の背景と
なる不満や不安、説明不足の部分、相談者側から
見た事故の状況や経過等についてについて聞き取
る。
　第２段階では、苦情相手先の事業所を訪問し面
談を行う。相談者側からの苦情内容について、事
業者側はどのように考え、どのように対応したか
などを聞き取り、客観的な問題点を抽出する。
　第３段階においては、利用者、事業者、専門相
談員三者の話し合いの場を設定し、専門相談員が
相談者の思いを冷静に発言できるよう配慮し、事

業者の誠意を持ったていねいな説明を引き出しつ
つ、相談者の理解を促すなどして進行する。問題
の部分があれば整理しながら、あっせん等につい
て調整する。
　さらに、専門相談で解決に至らなかった場合、
状況に応じて、調停委員が調停案を提示する。

3　おおさか介護サービス相談センターの取
　　り組みと現状
3－１　新規・継続別の相談件数推移
　新規の相談件数をみると、平成 12 年度から平
成 18 年度にかけて増加し続け、平成 19 年度以降、
微増の年もあったが全体的に減少傾向となってい
る。また、平成 24 年度以降は 1,000 件未満となっ
ている。平成 18 年度の介護保険制度改正により
地域包括支援センターが創設され、市内でも年々
設置数が増加し、整備されている。地域包括支援
センターの設置数とともに総合相談延べ件数も増
加している（表３－１－２）。平成 18 年度以前ま
でセンターが相談を受けていた一部が身近な地域
包括支援センターに移行していることから、セン
ターの新規相談件数が減少傾向になっていると推
察される。
　他方、地域包括支援センターからセンターへの
相談件数に関しては図３－１－３のとおりであ

図２－１－１　相談の流れ



69おおさか介護サービス相談センターのこれまでの取り組みと現状

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

429 

889 

1,091 

1,210 

1,464 

1,562 

1,976 

1,366 

1,000 

1,097 

1,055 

1,065 

925 

777 

794 

774 

746 

845 

897 

120 

882 

1,482 

1,620 

1,675 

1,986 

1,629 

2,247 

2,058 

2,452 

2,397 

2,770 

2,485 

2,672 

1,974 

1,626 

2,518 

1,736 

2,363 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

429 

889 

1,091 

1,210 

1,464 

1,562 

1,976 

1,366 

1,000 

1,097 

1,055 

1,065 

925 

777 

794 

774 

746 

845 

897 

120 

882 

1,482 

1,620 

1,675 

1,986 

1,629 

2,247 

2,058 

2,452 

2,397 

2,770 

2,485 

2,672 

1,974 

1,626 

2,518 

1,736 

2,363 

図３－１－１　新規・継続別の相談件数推移（延べ件数）
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り、年々増加している。相互の連携を通した相談
支援体制づくりもさらに必要になるため、平成
25 年度より地域包括支援センター職員を対象と
したワークショップを開催している。
　継続の相談件数では、平成 19 年以降 2,000 件
を超える年が多く、平成 23 年は 2,770 件と最も
件数の多い年となった。相談者へ情報提供だけで
はなく、苦情相談内容に対する傾聴等を通した心
理的な支援、苦情相手先への相談内容の報告、相
談者と苦情相手先との相談内容に関する調整等の
実践により継続相談件数が増加していることがう
かがえる。

3－ 2　利用者との続柄別での相談件数推移
　利用者との続柄別での相談件数について、各年
度「利用者」や「利用者の家族」からの相談が最
も多く、次に「事業者」や「ケアマネジャー」か
らの相談が多い傾向となっている。平成 22 年度
及び平成 23 年度「区役所等公的機関や包括」の
相談件数に関しては、100 件を超えていた。「利
用者」や「家族」はサービスを利用している当事

者であり、また、事業者はサービスを提供する立
場であることから、センターの相談に直接つな
がっていると考える。「ケアマネジャー」に関し
ては、利用者からケアマネジャーに対する苦情だ
けでなく、利用者のニーズと事業者によるサービ
スの調整役や利用者の権利を擁護する役割を担っ
ていることから相談件数が多いことが推測され
る。
　「その他」に関しては、平成 14 年度～ 15 年度
は 100 件前後であったが、他の項目よりも低い件
数となっている。「その他」の内訳は、友人・知
人、近所の住民、マンションの管理人、介護相談
員等のインフォーマルな資源や障がいサービス相
談員といった介護保険制度外のフォーマル資源と
なっている。地域住民やマンション管理人等のイ
ンフォーマル資源や介護保険制度外のフォーマル
資源に対してセンターの広報活動をアプローチし
ていくことは介護保険事業所や区役所に声が届か
ない相談対象者の発見にもつながっている。
　介護保険事業所だけでなく、地域住民等のイン
フォーマル資源や介護保険制度外のフォーマル資
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図 3 － 1 － 3　地域包括支援センターからおおさか介護サービス
　　　　　　　相談センターへの相談件数（延べ件数）

表３－１－２　地域包括支援センター設置数及び介護サービス相談センターへの相談件数（延べ件数）
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

包括設置数 24 24 24 27 38 54 65 66 66 66 66 66 66

高齢者の総
合相談延べ
相談件数

70,389件
（2,933件）

52,912件
（2,205件）

71360件
（2,973件）

77,978件
（2,888件）

109,693件
（2,887件）

177,635件
（3,290件）

232,353件
（3,575件）

262,587件
（3,979件）

291,961件
（4,424件）

299,736件
（4,541件）

302,386件
（4,582件）

353,867件
（5,362件）

395,587件
（5,994件）

※（　）：1 ヵ所あたり延べ相談件数
出典：平成 18 年度～ 28 年度［大阪市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画［平成 21 年度～ 23 年度、平成 24 年度～ 26 年度、平成 27 年度～ 29 年度、
　　　2018（平成 30）年度～ 2020（平成 32）年度］、平成 29 年度～ 30 年度　大阪市福祉局高齢者施策部高齢福祉課



71おおさか介護サービス相談センターのこれまでの取り組みと現状

源に対して広報の発信をしていくことは重要であ
るため、センターでは広報活動として、平成 15
年度より「おおさか介護サービス相談センターだ
より」（図３－２－２）を発行し、各区役所や老
人福祉センター、各区社会福祉協議会、各地域包

括支援センター、介護保険事業所、医師会等に配
布している。また、センターのホームページを開
設しており（図３－２－３）、アクセス数は図３
－２－４のとおりで年々増えている。平成 26 年
度からは、介護保険制度の説明や関連施策（住宅・

表 3 － 2 －１　利用者との続柄別での相談件数推移（実件数）

図 3 － 2 － 2　「おおさか介護サービス相
　　　　　　　談センターだより」

図3－2－3　おおさか介護サービス相談センター
　　　　　　のホームページ
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図 3 － 2 － 4　おおさか介護サービス相談センターのホームページアクセス数
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相談機関等）の紹介、事業所向け情報の提供（リ
スクマネジメント等）の広報だけでなく、メール
での相談の受付も開始している。大阪市福祉局高
齢者施策部介護保険課主催の集団指導開催時にセ
ンターのパンフレットを配布し、平成 28 年度か
ら平成 30 年度の３年間は広報とともにアンケー
ト調査を実施している。アンケート結果は、セン
ターだより及びホームページへの掲載を行うとと
もに、各地域包括支援センターへ配布している。
　また、事業所連絡会等に対する広報活動に関し
て、平成 27 年度 11 区、28 年度 13 区の居宅介護
支援事業所連絡会へ出向き、センターの事業説明
を実施した。平成 29 年度は、居宅介護支援事業
所連絡会に訪問介護、通所介護、訪問看護を加え
て 15 区 39 連絡会へ出向き、約 1,200 人に事業説
明などを実施した。また、残りの９区についても、
連絡会開催時にセンターのチラシ配布の協力を依
頼し、25 連絡会の協力を得ることができた。平
成 30 年度は、居宅介護支援、訪問介護、通所介護、
訪問看護に施設連絡会等を加え 14 区 41 事業所連
絡会へ出向き、約 1,400 人にチラシを配布し、事
業の説明など実施した。また、大阪市老人福祉施
設連盟の協力を得て、施設長会開催時にセンター
の事業説明を実施した。さらに、大阪府訪問看護
ステーション協会の協力を得て、市内 4 ブロック
のうち、３ブロックの研修会等において事業説明
を実施した。
　市民に対する広報活動に関して、各区役所、各
区区社会福祉協議会、各地域包括支援センター、
各区民センターへチラシを送付し、窓口等への設
置を依頼した。また、各区老人福祉センター及び
378 か所の老人憩の家へチラシ及びポスターを送
付し、窓口等への設置を依頼した。さらに、大阪
市老人クラブ連合会の協力を得て、市内 737 単位
老人クラブへチラシを配付し、会員の方々への回
覧依頼を行った。
　平成 13 年度から平成 23 年度まではネットワー
ク委員、推進員等を対象として、介護保険制度の
啓発・周知などを目的に大阪市介護相談研修を実

施した（研修日数は年間６日間、全体 17 回実施）。
さらに、平成 25 年度からは、地域活動に取り組
んでいる方々を対象として、介護保険制度や高齢
者支援の技術などの習得、並びにグループワーク
を通して、各地域での活動等の情報・意見交換を
行い、日々の活動に資することを目的に実施して
いる（図３－２－５）。今後の課題は、センター
の役割が関係者や関係機関に理解してもらい、相
談、連携・ネットワーク体制等につながるような
ホームページやパンフレットの内容の工夫や説明
時での伝え方、研修内容等工夫が求められる。

3－3　利用者の要介護度別に関する相談件数推移
　利用者の要介護度別の相談件数をみると、セン
ター設立時の前半では、要支援や要介護１の利用
者に関する相談件数が多かった。平成 24 年度以
降では、要介護２や要介護３の利用者に関する相
談件数も多くなっている。全体的に軽度の要介護
度の場合は、本人から苦情相談として伝えやすい
ことから相談件数が多いと考えられる。

図 3 － 2 － 5　平成 31 年度　大阪市介護
　　　　　　　相談研修パンフレット
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3－ 4　利用者の居住状況別の相談件数推移
　利用者の居住状況別の相談件数の推移をみる
と、全体的な傾向としては、「独居」「子等との同
居」が上位を占めている。平成 15 年度以降、「独
居世帯」が最も多い。平成 26 ～ 28 年度は、「介
護保険施設入所中」も多くなっている。
　「独居」の場合、在宅での支援が必要なニーズ
が高いことからセンターにも相談が入ると考え
る。また、近年（平成 29 年度、平成 30 年度）は、
介護保険外施設からの相談件数も多い。介護保険

外施設（表３－４－２）の内訳をみると、近年施
設数が増加しているサービス付高齢者住宅や有料
老人ホーム・ケアハウスからの相談が多い。今後
の課題としては、サービス付高齢者住宅等の新し
いタイプの施設へのセンターの周知活動も必要で
あると考える。

3－ 5　苦情相手別の相談件数推移
　苦情相手別の相談件数について、各年度、「事
業者」が最も多く、次に「ケアマネジャー」に対
する苦情相談（初年度を除いて）が多くなってい
る。また、相談件数としては少ないが「利用者」
や「利用者の家族」を苦情相手とする件数もある。
センターは、中立的な立場で問題を解決していく
役割を担っている。よって、利用者やその家族側
からのサービス提供者に対する相談だけでなく、
サービス提供者側から利用者及びその家族に対す
る相談も少ない件数であるが存在している。

表 3 － 3 － 1　利用者の要介護度別に関する相談件数推移（実件数）

表 3 － 4 － 1　利用者の居住状況別の相談件数推移（実件数）

表 3 － 4 － 2　居住状況別相談件数のうち、介護
　　　　　　　保険外施設の内訳

表 3 － 5 － 1　苦情相手別の相談件数推移（実件数）

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

要 支 援 12 22 40 65 79 97 192 178 132 123 136 112 69 91 63 27 60 66 76
要介護１ 37 74 96 135 182 228 245 125 67 111 88 114 60 62 42 32 46 41 55
要介護２ 30 54 79 70 99 84 115 115 108 106 107 99 82 82 66 41 76 72 72
要介護３ 21 41 55 57 92 88 124 81 80 116 118 110 75 60 77 29 59 84 72
要介護４ 23 59 65 83 83 100 103 105 77 102 95 71 73 80 51 34 75 77 67
要介護５ 26 49 64 64 97 105 146 175 122 68 75 75 69 64 65 37 55 77 56
合　　計 149 299 399 474 632 702 925 779 586 626 619 581 428 439 364 200 371 417 398
※未申請及び不明を除く

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

独居 48 100 151 195 270 339 397 288 207 268 315 280 210 181 180 126 153 164 142
高齢者のみの同居 21 71 122 119 167 159 155 115 72 95 85 82 55 65 64 66 67 57 74
子等と同居 62 120 191 173 255 217 297 262 186 191 176 151 132 94 76 89 93 94 98
介護保険施設入所中 3 14 8 32 49 76 85 67 68 73 80 68 83 61 90 122 121 87 86
介護保険外施設 0 2 4 6 19 45 34 51 37 28 36 64 57 44 62 21 49 93 90

合　　計 134 307 476 525 760 836 968 783 570 655 692 645 537 445 472 424 483 495 490
※不明を除く

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度
事業者 108 438 717 730 927 1,048 1,101 991 695 654 629 690 544 407 224 224 271 316 303
ケアマネジャー 11 72 127 163 233 242 270 191 144 174 170 170 163 118 104 92 99 102 121
公的機関 102 68 108 72 75 71 90 56 28 45 33 26 38 6 13 20 19 11 11
地域包括支援センター ― ― ― ― ― ― 20 12 9 26 27 28 16 11 13 17 14 15 22
利用者 14 30 20 18 16 21 23 18 12 27 24 15 6 16 23 30 23 29 38
利用者の家族 1 11 10 7 9 4 14 8 18 23 21 9 18 6 27 43 35 35 39
その他 5 30 1 2 5 0 9 14 12 13 26 26 17 40 33 24 22 18 24
合　　計 241 649 983 992 1,265 1,386 1,527 1,290 918 962 930 964 802 604 437 450 483 526 558

※問い合わせを除く

区　　　　　　　分 ２８年度 ２９年度 ３０年度

1 有料老人ホーム・ケアハウス 34 35 39

2 サービス付高齢者住宅 27 33 43

3 高齢者マンション 4 1 1

4 施設 5 2 2

5 入院中 13 22 5

合　　　　　　計 83 93 90
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3－ 6　相談方法別相談件数推移
　相談方法は、センターがメインにしている電話
による相談が最も多い。センターでは、設立年よ
り広報で「電話」及び「来所」方法を周知してい
る。「電話」は相談者にとって相談しやすい方法
であり、初回相談時に一般相談員による電話相談
から対応することが主となっていることから「電
話」が相談を身近に可能とする方法として数値結
果で現れていると推察される。平成 25 年以降増
加傾向にある「その他」に関して、FAX、メー
ル等が含まれている。また、個別の相談受付のほ
か、専門相談にかかる専門相談員との連絡・調整
が増加要因となっている。

3－ 7　相談内容項目別相談件数推移
　相談内容項目別では、「ア）介護サービスの内
容について」、「エ）介護サービスの事業者対応に
ついて」「ウ）ケアマネージャー・ケアプランに
ついて」の件数が毎年上位を占めている。介護
サービス提供内容やサービス事業者の対応に関し
ては利用者やその家族当事者にとって利用する際
に直接影響を受けるため、最も相談が多いとされ
る。また、ケアマネジャーはその介護サービスを
調整する役割を担い、また、ケアプランはサービ
ス提供体制の土台になるため相談が多いと推察さ
れる。「イ）サービス利用料」「カ）保険料」「キ）
要介護認定」「ク）カ）キ）を除く制度」に関して、

表 3 － 7 － 1　相談内容項目別相談件数推移

表 3 － 6 － 1　相談方法別相談件数推移（延べ件数）
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介護サービス提供の土台となる介護保険制度の仕
組みに連動させて相談が表出したと考える。
　「ス）その他」に関しては、①ケアマネジャー
やヘルパーの試験や研修に関する問合せ②事業所
からの契約解除や経営方法など事業所側に関わる
相談、③退去時の精算に関する不満や利用者の転
居先、世帯分離といった住まいに関わる利用者側
の相談、④借金・老後資金等の利用者の金銭面に
関わる相談、⑤事業所や施設を紹介してほしいと
いう相談、⑥国政や市政等への不満が含まれてい
る。②～⑤はセンターに助言を求める相談であり、
⑥はセンターに不満や思いを聴いてほしいという
相談であった。「ス）その他」は、介護保険制度
のサービスを利用しながら生活していくうえで課
題として出された相談内容であるといえる。

3－ 8　相談に対する最終的な対応
　相談に対する最終的な対応について、「相談者
の話を聞き、説明・助言・知識情報提供」が毎年
最も多い。次に、「双方の話を聞き調整」及び「他
機関を紹介」が上位を占めている。一般相談員に
よる傾聴や情報提供等の助言を通して対応してお
り、相談では対応ができない場合には、次の段階
として、双方の話を聞いて調整したり、他機関を
紹介するといった対応で展開している。

（くらの　かずお：おおさか介護サービス相談セ
　　　　　　　　　ンター）

（あやべ　たかこ：おおさか介護サービス相談セ
　　　　　　　　　ンター）

相談者の話を
聞き、説明・
助言・知識
情報提供

双方の話を
聞き調整

他機関を
紹介

専門相談へ
移行

市へ申し
入れ

その他 計

１３年度 612 46 81 16 19 1 775

１４年度 957 74 96 21 9 ― 1,157

１５年度 1,048 70 124 17 11 ― 1,270

１６年度 1,222 73 170 25 12 1 1,503

１７年度 1,319 81 147 29 23 2 1,601

１８年度 1,381 105 142 30 21 2 1,681

１９年度 1,107 105 171 26 11 ― 1,420

２０年度 852 71 102 21 9 ― 1,055

２１年度 831 138 109 21 13 1 1,113

２２年度 833 116 109 27 6 ― 1,091

２３年度 871 112 57 22 40 ― 1,102

２４年度 665 161 85 17 22 ― 950

２５年度 543 149 74 14 38 ― 818

２６年度 572 119 93 15 15 ― 814

２７年度 525 123 107 11 14 ― 780

２８年度 575 93 87 19 23 ― 797

２９年度 713 46 97 13 9 ― 878

３０年度 836 16 56 14 3 ― 925

表3－8－１　相談に対する最終的な対応（実件数）
表 3 － 8 －１　相談に対する最終的な対応（実件数）





77「研究論文」及び「実践報告」募集要領

大阪市社会福祉研究　第42号
「研究論文」及び「実践報告」募集要領

　年刊研究誌「大阪市社会福祉研究」では、大阪市内で社会福祉の実践を行っている団体、
グループ及び個人が自発的に研究活動を行い、その成果をまとめた「研究論文」及び「実践
報告」を募集する。

　《募集範囲》
　　①大阪市社会事業施設協議会に加盟する各施設の職員
　　②大阪市社会福祉協議会及び各区社会福祉協議会の職員
　　③大阪市福祉局・こども青少年局及び各区保健福祉センターの職員
　　④その他、大阪市内で社会福祉の実践を行っているグループ、個人などで大阪市社会福
　　　祉研修 ･ 情報センター所長が認める者
　　＊いずれも、個人による研究のほか、グループによる共同研究、共同執筆によるものも
　　　可とします。
　《原稿内容》
　　①テーマは「社会福祉」の範囲とします。
　　②研究論文、研究ノート、実践報告等、福祉の実践のうえで生起する諸問題について、
　　　その解決のための示唆や方向づけを与えるものとします。
　　③原稿は、未公開（未発表）のものに限ります。
　《原稿字数》
　　参考文献 ･ 図表等も含め、1 8 , 4 0 0 字以内（パソコンで作成された原稿）とします。
　《応募方法》
　　所定の応募用紙により、6月10日（月）までに大阪市社会福祉研修・情報センターへ論
　　文テーマ等をお送りください。掲載候補となったものについて、あらためて「執筆依頼」
　　をお送りします。
　　原稿の締め切りは 7 月20日（土）とし、提出論文から編集委員会にて掲載論文を選定し
　　ます。
　《そ　の　他》
　・「大阪市社会福祉研究」への提出論文については、政治的・宗教的活動に使用しないこと
　　とします。
　・「大阪市社会福祉研究」に掲載された論文及び実践報告について、次のような観点から審
　　査し、優秀と認められた場合に、同心会より研究奨励賞、研究努力賞、会長賞が授与さ
　　れます。

　　　　　　副賞　研究奨励賞　（３万円）　研究努力賞　（２万円）　会長賞（５千円）

　　各賞について、該当者なしの場合もあります。
　　なお、大学教員その他専門家との共同執筆による論文等は、選考の対象外となります。
　　　　 審査項目　⑴継承性　　⑵独自性（重点評価項目）　⑶波及性（重点評価項目）
　　　　　　　　　 ⑷客観性　　⑸協同性　　　　　　　　　⑹構成力

問い合わせ先
　　　大阪市社会福祉研修･情報センター（運営主体：社会福祉法人　大阪市社会福祉協議会）
　　　〒557–0024　大阪市西成区出城2 －５－20
　　　TEL（06）4392－8201　　FAX（06）4392－8272
　　　メールアドレス　kensyu@shakyo-osaka.jp



78

同心会社会福祉研究奨励賞選考一覧

掲載号
研究奨励賞（第 8 号までは特別研究奨励賞）一覧 研究努力賞（第 8 号までは研究奨励賞）一覧

受賞者・団体 受賞対象論文 受賞者・団体 受賞対象論文
第 6 号

（昭和 58 年度）
松阪　　功 ケース記録の方法

－現場からの提案－
芝野松次郎 ケースワークの調査法

：リサーチ・マインデッド・ワーカー
平田　佳子・橘　　英彌
残華千鶴子

重症心身障害児訪問指導について
あああ

山縣　文治 乳児の一時的養育ニーズの分析
高月　波子 里親制度運用の状況－大阪市の場合－
両角　正子 肢体不自由児通園施設「あさしお園」

の現状と課題
第 7 号

（昭和 59 年度）
関　　宏之 障害者の雇用と就労

－職業リハビリテーションの課題と展望－
白澤　政和 老人に対するソーシャル・サービス

辻　　光文 教護院と小舎夫婦制
－阿武山学園に生きた一管見－

北浦　　亨・青木　正博
山本　恒俊

わが国の社会保障制度における生活保
護制度の役割と課題

横石　金男 生活保護と社会福祉
清水　隆則 集団スーパービジョン
福井　桂子・平田　佳子 障害児家族への福祉援助について重度

精神薄弱児訪問指導の報告
第 8 号

（昭和 60 年度）
真鍋　清則 障害者（児）のリハビリテーション

－肢体不自由児の療育を中心に－
黒川　昭登 多様化するニーズと措置費制度

深尾　開司 公的扶助制度における福祉の具現につ
いて
－生活保護動向にみる日本的福祉の実
践に向けて－

白澤　政和 老人に対するケース・マネージメント
－その内容と必要性を中心として－

西尾　祐吾 被保護母子世帯研究の一視点
平野区福祉事務所母子・
父子問題小委員会

生活保護受給世帯の実態
－調査結果の分析から－

山本　　茂 真摯なる専門性を問う
－大阪市生活保護施設連盟の現場から－

大阪市中央児童相談所野
外活動委員会

児童相談所における在宅指導のあり方
を求めて－野外活動の実践報告－

金戸　　述 夜間保育所の示唆する諸問題
－児童福祉施設の今後のあり方に対する
－考察－

大阪市児童収容施設連盟
調査研究委員会

施設児童の生活意識と生活実態
－施設児童の理解のために－

長谷　秀雄・竹村　安子
植村　利弘

大阪市における小地域社協の育成と課題

第 9 号
（昭和 61 年度）

旭区福祉事務所中国帰国
者ケース検討小委員会

中国帰国者自立援助の取り組みとケー
ス事例

該当者なし

西尾　祐吾・杉本　敏夫
東浦　俊次・佃　　　宏

被保護高齢者世帯の実態について

越村真己子・白澤　政和 大阪市における老人福祉センターの現
状と問題点
－全国老人福祉センター調査結果との
比較をもとに－

市村　健二 アルコール関連問題と専門施設の役割
第 10 号

（昭和 62 年度）
大阪市中央児童相談所里
親委託追跡調査研究会

大阪市における里親委託の追跡調査研
究（Ⅱ）
－養子縁組ケースについて－

すみれ愛育館共同ホーム
研究グループ

すみれ愛育館「共同ホーム」のとりくみ

榎並　義弘 更生施設における処遇と展望に関する
一考察
－大淀寮の事例を通して－

横石　金男 社会福祉的援助の原理（岡村方法論に
ついて）
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掲載号
研究奨励賞一覧 研究努力賞一覧

受賞者・団体 受賞対象論文 受賞者・団体 受賞対象論文
第 11 号

（昭和 63 年度）
生野区福祉事務所母子世
帯処遇改善委員会

自立母子世帯調査報告－生野区に於け
る被保護母子世帯について－

大阪市立社会福祉セン
ター内老人電話相談セン
ター担当者グループ

老人電話相談の現状と課題

第 12 号
（平成元年度）

林　　健二 リハビリテーション工学に求められるもの
－リハビリテーション工学の現状と課題－

畠中　義久 自立援助機能（自立援助システム）につい
ての一考察
－養護施設・自立援助ホームの立場から－

後藤　和美 イングランドにおける少年非行対策 人見　和子 均等法時代の女子労働者福祉施設の役
割について
－大阪市立勤労婦人センター 13 年のあ
ゆみの中で考える－

第 13 号
（平成 2 年度）

ボランティアセンター・
ビューロー連絡会

大 阪 市ボランティアセンター、ボラン
ティア・ビューローの需 給 調 整 事 業を
とおしてみるボランティアの育成と課題

坂東美和子 施設給食の向上をめざして
－現場からの報告－

風の子そだち園生活発達
療育研究部

精神薄弱者の社会的自立と通所更生施
設の役割
－風の子そだち園の実践を通して－

第 14 号
（平成 3 年度）

原　　順子 聴覚障害児をとりまく福祉的課題 武内　貴夫 大阪市における高齢者福祉対策の歩み
と今後の課題（下）

藤井　能文 高齢者のための地域ネットワークづくり
－港区の友愛訪問活動を参考として－

土田美世子・竹本　笑子 児童館・親子教室の今日的役割と機能
－地域ぐるみの子育て支援についての
考察－

第 15 号
（平成 4 年度）

風の子そだち園生活発達
療育研究部

障害者のレスパイトサービスを考える 大阪市児童福祉施設連盟
処遇指標研究会

養護高齢児の実態と自立援助のあり方

木戸脇富子・神垣　真澄 要介護高齢者に対する在宅サービス量
設定に関する一考察
－ニードを中心に－

第 16 号
（平成 5 年度）

山田伊佐子・坂本　　歩
岡田　博子・新澤　伸子

通園施設における自閉的傾向をもつ子
どもと家族への援助
－ＴＥＡＣＣＨプログラムに基づく環
境の構造化を中心に－

堀内　　桂・濱村　浩一
亀岡　碩哉・佐味　秀雄

愛隣地区における高齢生活困窮者に関
する基礎的研究

第 17 号
（平成 6 年度）

該当者なし 濱村　浩一・堀内　　桂
亀岡　碩哉

愛隣地区における高齢生活困窮者に関
する研究 - その２（Baumtest を用いて）

渕上　登子 城東区老人福祉センターにおける老人
保健・健康増進事業の歩みとそのまとめ

第 18 号
（平成 7 年度）

該当者なし 該当者なし

第 19 号
（平成 8 年度）

滝口　和夫 戦後の大阪市における失業対策事業の
展開と収束（上）

該当者なし

第 20 号
（平成 9 年度）

細川　雅人 福祉現場から見た成年後見制度の必要性 該当者なし
大熊　章夫 重度脳性麻痺者の生活介護の現状と課題

第 21 号
（平成 10 年度）

松藤　栄治 知的障害者のライフコース
－就労の問題を中心に－

長谷　秀雄・岩佐　敦子
小西千代美

子育てネットワークと教室運営
－平野児童館における共同子育て事業－

水野　博達 2000 年をどう迎えるか
－気になる『措置→保険制度のエア・
ポケット』－

青木　正博 子どもの心と出会うとき
－児童院における通所集団活動を通して－

脇坂　博史
川田　　誠

『サロン活動』から見えるボランティア
活動と地域福祉

第 22 号
（平成 11 年度）

松村　昌子・岩崎　隆彦
加藤啓一郎

どんなに障害が重くても、地域で暮ら
していくために必要な支援とは何か

寺見　陽子・西山　　梢
白井　潤子・堀江　直子
氏原　雅子・石井　博子

乳児と保育者のかかわりに関する一考察
－保育行為の読みとりと援助のあり方
を探る－
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掲載号
研究奨励賞一覧 研究努力賞一覧

受賞者・団体 受賞対象論文 受賞者・団体 受賞対象論文

第 23 号
（平成 12 年度）

該当者なし 在町　香月・岡井　淳治
斎藤　宏行・竹村　安子
中嶌　千晴・横山紀代美

区社会福祉協議会・校下社会福祉協議
会の展開とコミュニティワーカー

海瀬　一典・辻　　　薫
今村　健一・阪口　和代
日浦真木子・西埜明寿香
来間　寿史・山本　基恵

障害児の低年齢化、重度重複化に対応
した通園施設の早期療養の工夫

第 24 号
（平成 13 年度）

該当者なし 河原田啓史 医療行為を必要とする重度障害者の地
域生活の現状と課題
－重症心身障害者 M 君の在宅生活の事
例を通して－

長尾　正男・岡本　文人
長田　宣子・朝比奈　裕
北川　温子・貴志　　彩
清水　晶子・岩上　高志
横山　郷史・市山　成治

情緒障害児短期治療施設における処遇・
治療技法の検討－被虐待児童の入所増
加に伴う処遇のあり方－

第 25 号
（平成 14 年度）

社会福祉法人今川学園：
制度改革に向けてのワー
キングチーム
松尾　　尚・北畠　正寛
千葉　邦明・篠瀬美千代
川口　博之・阿武　尚信

制度改革に対応する上での施設現場の
課題

安藤　　努・井筒　惠子
植村　利弘・西　　申子
森岡　朋子

マイケアプランをめぐる在宅介護支援
センターの実践

第 26 号
（平成 15 年度）

竪川　知子・武　  直樹
亀岡　直樹・植村　利弘
末永　秀教・井西　弘宣

生野区における区社協発展強化計画策
定への取り組み
－区レベルのアクションプランでの協
働に向けて－

該当者なし

第 27 号
（平成 16 年度）

坂東　弥生 通所介護における機能訓練について
－ ICF の観点からみた訓練の意義と課
題－

中村さやか・木村　祥子 知的障害者の支援費利用の現状と課題
松浦　　聡・児玉　貴志
油谷　佳典

地域生活移行・生活支援の実験的検証
－『もう施設には帰りたくない』この
思いを実現するために－

第 28 号
（平成 17 年度）

石川　洋志・大西　尚子
武　　直樹・竪川　知子
辻中　知加・中嶌　千晴

校下（地域・地区）社会福祉協議会と
地域（地区）ネットワーク委員会の現
状と課題の整理
－校下における地域福祉推進のための
関係構築へむけて社会福祉協議会職員
からの提案－

該当者なし

冨田めぐみ・川原　義彦 社会福祉施設で働く者の人権意識と権
利擁護の取り組み（実践報告）

第 29 号
（平成 18 年度）

髙落　敬子 「リロケーションダメージ予防」の観点
から望まれる利用者本位の高齢者泊ま
りサービスモデル事業の評価

該当者なし

青木　智香・武　　直樹
竹越　直子・堤　　和美
吉田　美幸

社協職員から問う社会福祉協議会の使
命とは
－社協らしさへのこだわり－



81同心会社会福祉研究奨励賞選考一覧

掲載号
研究奨励賞一覧 研究努力賞一覧

受賞者・団体 受賞対象論文 受賞者・団体 受賞対象論文
第 30 号

（平成 19 年度）
該当者なし 谷　　太一 アメリカの公的扶助における一般扶助

の変遷
－ 1996 年の福祉改革前後における動向
を中心に－

横内　正人 野宿生活者巡回相談事業によるホーム
レスの自立支援について
－大阪市内 A 地区における動向を中心に－

石村　陽一・坂東　弥生 介護保険の要援護者に対する「介護予
防」サービスのアプローチ法について
の考察

村岡枝理子・鈴木　志乃
種継　　敦

スーパーバイザー養成研修の効果に関
する研究

第 31 号
（平成 20 年度）

松藤　栄治 野宿生活からの離脱の条件
－あいりん地域から脱野宿した人々の

「その後」より－

岩崎　隆彦 自閉性障害のある子どものこころに焦
点を当てる－その理解と支援－

【会長賞】
松浦　　聡・児玉　貴志
油谷　佳典

地域生活移行・生活支援に関する一考
察

末永　秀教・竪川　知子
真砂　　等・溝渕　　肇

指定都市における大阪市社協と区社協
の関係性を考える

第 32 号
（平成 21 年度）

該当者なし 髙落　敬子・山内　恵美
西口　昌代

大阪市認知症介護実践者研修の評価 
－意識調査から見えた研修課題－

第 33 号
（平成 22 年度）

益子　千枝・田岡　秀朋
平川　隆啓

過渡期を迎える刑余者の課題と展望 該当者なし

第 34 号
（平成 23 年度）

城東区地域自立支援協議
会有志
松藤　栄治

ローカルガバナンスによる福祉コミュ
ニティの創造
－城東区地域自立支援協議会の事例を
通して－

在町　香月・石川　洋志
殿井　祐一・畑野　千夏

「地域ケアネットワーク連絡会」の実践
から見えてくる地域における新たな支
え合いの展開と可能性に関する研究
－大阪市東成区における事例をもとに－

山内　恵美・髙落　敬子
北風　昌代

大阪市認知症介護実践リーダー研修の
意義と効果

第 35 号
（平成 24 年度）

麻井　　郁・阪井　誠一
真砂　　等

個別支援部門と地域支援部門の職員連
携によるコミュニティーソーシャル
ワーク実践について
～大橋理論による整理・検証～

藤原　一男・伊関　玉恵
東野香津美・横野　雅子
巽　　美希・西中川由香

大阪市成年後見支援センターにおける
市民後見人活動支援の取り組みに関す
る検討
―専門職とセンター相談員による活動
支援の意義と役割をめぐって―

第 36 号
（平成 25 年度）

松尾　浩樹・小野　靖子
市居　利絵・河﨑　友紀

地域課題の解決に向けた、創発性を育
むプラットホーム形成の実践に関する
報告

太田ひとみ・勝井　　操
神野　正彦・金　　隆明
末長　秀教・武　　直樹
西村　洋三・吉本　年江

地域共生ケアの推進を目指した地域共
生ケア生野推進委員会の取り組み
～新しい公共の場づくりのためのモデ
ル事業を通じての実践報告～

吉田　洋司 宅老所からの 20 年
～障がい及び認知症高齢者との軌跡～

第 37 号
（平成 26 年度）

該当者なし 青木　智香・巽　　俊朗
田淵　章大・濱辺　隆之
松尾　浩樹

協働による地域課題解決を喚起する実
践からの考察
～社会福祉協議会による今後のコミュ
ニティワーク展開の可能性～

大川　敏子・篠﨑ゆう子 地域とともに考える、災害時要援護者
の見守りと支援について
～防災をキーワードに、地域福祉を考
える～

【会長賞】
奥田　佳代・清輔　裕子
武　　直樹・竪川　知子

生野区における妊産婦支援・産褥セン
ター起ち上げに向けた妊産婦支援の取
組（実践報告）と取組からみえてくる
区社協などの中間支援組織の役割
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掲載号
研究奨励賞一覧 研究努力賞一覧

受賞者・団体 受賞対象論文 受賞者・団体 受賞対象論文
第 38 号

（平成 27 年度）
該当者なし 長野　美香・平田　舞衣

松浦　　聡・油谷　佳典
良い支援を拡げる職『場』づくり
～人としての人権を守る権利擁護委員
会の取組み～

【会長賞】

森岡　朋子・野田美津子
江川　紀子

認知症の地域包括ケア体制の構築につ
いて
認知症対策連携強化事業における医療・
介護・福祉・地域の連携に向けた取組み
～平成 21 年度からの実践と考察～

藤野　正司・堀江　幸代
坂根　浩幸・塚本はつみ
田淵　章大

区 社 会 福 祉 施 設 連 絡 会 の 取 組 み 
～結成から協働活動そして新たな展開
へ～

第 39 号
（平成 28 年度）

岩崎　隆彦・加藤啓一郎
黒田　千珠・後藤　美和
酒井　郁恵・松村　昌子
村井　千都

意思決定支援の「落とし穴」
～知的障がいのある人の支援事例を通
して考える～

植田　辰彦・岩井　智裕
加森とし恵・佐藤　禎真
西森　伸子・松本　卓郎

阿倍野区社会福祉施設連絡会障がい児
者部会におけるこれまでの実践と今後
の可能性
～つながりと支えあいのまちづくり～

中嶌　千晴・増田　光彦 住吉区山之内地域の見守り活動の実践
第 40 号

（平成 29 年度）
該当者なし 安達　香里・安藤久美子

宇都宮葉子・太田　康裕
寺村　　肇

障がい当事者が望む災害時対応と福祉
避難所
～アンケート調査から現状と課題を考
える～

第 41 号
（平成 30 年度）

向井　順子・村井　智子
川平　昌美・横野　雅子
石本　佳那

意思決定支援のプロセスにおける市民
後見人の役割の検証

柏原　一樹 更生施設が担う役割と機能の変化～更
生施設淀川寮の取り組みを中心に～

武市　佳代・小阪　　勉
内村ひとみ・髙田　郁子
酒井　礼子・田中希久央
坂上　里絵

大阪市北区役所における職員の福祉教育
～全職員が認知症サポーターになる試
み～
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同心会について

Ⅰ　同心会設立の背景と契機

　同心会は、大阪市社会福祉センターの開設（北区同心町）とともにある。大阪市は社会福祉専門職制
度採用以降、社会福祉関係者の自己啓発・研究発表のために機関紙「大阪市社会福祉研究」（昭和 55 年
４月、第一号発刊）の発刊や研究会活動を支援した。それらの趣旨・目的を継承し、それを、さらに充
実・発展させるために発足したのが同心会である。その契機となったのは、府立大阪社会事業短期大学
学長退任と同時に開設された、大阪市社会福祉研修センターへの岡村重夫所長の就任（昭和 57 年 10 月）
である。この実現に、当時の桜木民生局長・西野調査課長の貢献に大なるものがあった。
　昭和 57 年、大阪市社会福祉センター運営委員会、同 58 年、岡村重夫賞設置発起人会を契機として、
同 58 年 12 月 24 日に「同心会」及び、「同心会社会福祉研究奨励基金」運営委員会（代表委員　柴田善守）
が発足した。

Ⅱ　「同心会」の名称

　「同心会」の名称には、理由が３点ある。一つは、大阪市社会福祉研修センターの所在地名（北区同
心町）、二つは大阪府立大学内の「岡村重夫賞」と峻別するためである。第三が基本であり、岡村重夫
所長自らの命名で、『福祉同心』，即ち、社会福祉を探求し実践するもの全てが、心を同じくしてミッショ
ン（使命）をもって、課題に取り組んでいこうという信条を示しているのである。

Ⅲ　同心会社会福祉研究奨励基金

　「同心会社会福祉研究奨励基金」は、大阪府立大学社会福祉学部の「岡村重夫賞基金」の設置と双子
の関係にある。岡村重夫大阪府立社会事業短期大学長の大阪府立大学社会福祉学部実現への功績から、

「岡村重夫賞」設置が学部決定となり、基金の募集活動が開始された。その寄金の内、学内外の研究者
からの額を大阪府大社会福祉学部「岡村重夫賞」とし、社会福祉関係者から寄せられた額を「同心会社
会福祉研究奨励基金」とした。その後、同心会基金（昭和 59 年１月 26 日）を信託化し、利息収入や多
くの研究者・社会福祉関係者等からの新たな寄付を受けて運営されている。さらに、「地域福祉論」（光
生館）の復刻版印税が毎年、寄付されている。
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Ⅳ　活動内容

　同心会発足と同時に、「大阪市社会福祉研究　第６号」（昭和 58 年刊）以降、同心会社会福祉研究奨
励賞選考委員会が毎年・各号ごとに開催し、「大阪市社会福祉研究』誌上に掲載された研究論文・実践
報告等の中から、「研究奨励賞」、「研究努力賞」及び「会長賞」を授与している。多項目の審査基準を設け、
極めて慎重な審査が行われ、受賞論文は極めて水準が高いと評されている。その詳細は「募集要領」に
示されているが、審査対象となる論文・実践報告は、あくまでも社会福祉実践者によるものであり、大
学教員等の研究者との共同によるものは選考対象外としている点を特徴としている。
　選考委員会は、学識経験者、大阪市、大阪市社会福祉協議会等の関係者で構成されており、授賞式で
の賞状授与や講評をはじめ、忌憚のない質疑応答・意見交換を行っている。

奨励賞選考委員

　座　長　　右田紀久惠（大阪府立大学名誉教授）
　委　員　　牧里　毎治（関西学院大学名誉教授）
　　　　　　白澤　政和（桜美林大学大学院教授）
　　　　　　平田　修一（元大阪市健康福祉局長）
　　　　　　大阪市福祉局生活福祉部長
　　　　　　大阪市社会福祉協議会常務理事

　事務局　　大阪市社会福祉研修・情報センター内
　　　　　　　〒 557-0024　大阪市西成区出城２－５－ 20
　　　　　　　TEL ０６－４３９２－８２２９
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